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第１部 総則 

第１章 地域防災計画震災編の概要 

 

第１節 計画の目的及び前提 

１ 計画の目的 

この計画は、「災害対策基本法第 42 条」の規定に基づき、世田谷区防災会議が作成する計画

であって、区及び関係防災機関が、その全機能を有効に発揮して災害予防をはじめ、災害応急

対策及び災害復旧等、一連の災害対策を実施することにより、世田谷区の地域並びに区民の生

命、身体及び財産を災害から守ることを目的とする。 

 

２ 計画の前提 

（１）この計画は、区及び関係防災機関が、区の地域の防災に関して処理する事務または業務の

大綱を集大成する総合的かつ基本的な計画である。 

（２）この計画は、区及び関係防災機関の防災に関する責任を明確にするとともに、各機関の事

務又は業務を有機的に結合する計画である。 

（３）「首都直下地震等による東京の被害想定」や災害対策基本法の改正趣旨等を踏まえて、防災

に関する政策・方針決定過程及び防災の現場における女性や子ども、高齢者、障害者など男

女共同参画・多様性の視点を踏まえた防災対策を推進していく。 

 

第２節 計画の構成 

この計画には、区、防災機関、事業者及び区民が行うべき震災対策を、項目ごとに予防、応急・

復旧の各段階に応じて具体的に記載している。構成と主な内容は、次のとおりである。 

構成 主な内容 

第１部 

総則 

○ 計画の目的や前提となる首都直下地震等の被害想定、減災

目標 等 

第２部 

施策ごとの具体的計画 

（予防・応急・復旧計画） 

○ 区、防災機関等、区民及び事業者等が行うべき災害対策を、

項目ごとに予防・応急・復旧対策の各段階に応じて記載 

第３部 

災害復興計画 

○ 被災者の生活再建や都市復興を図るための対策等 

第４部 

南海トラフ地震等防災対策 

○ 南海トラフ巨大地震対策方針及び東海地震事前対策 

（警戒宣言等に関する計画） 

第２部については、区及び関係防災機関の予防、応急対策及び復旧、復興対策に関する総合的・

基本的な計画として、下記のとおり構成されている。 
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［第２部の構成］ 

予防対策･･･災害への事前の備えを進める計画 

応急対策･･･災害発生後の各防災機関の行動指針としての計画 

復旧対策･･･被災者の生活安定・回復を進める計画 

 

 

第３節 計画の習熟 

各防災機関は、平素から危機管理の一環として、地震防災対策を推進する必要がある。このた

め、震災に関する施策、事業が本計画に合致しているかを点検し、必要に応じて見直しを行うと

ともに、地震防災に関する調査・研究に努め、所属職員に対する災害時の役割などを踏まえた実

践的な教育・訓練の実施などを通して本計画を習熟し、地震災害への対応能力を高める。 

 

 

第４節 計画の修正 

この計画は、「災害対策基本法」に基づき毎年検討を加え、必要があると認めるときは、防災会

議においてこれを修正する。したがって、各機関は、自己の主管する計画に検討を加える必要が

あり、これを修正する必要があるときは、計画修正案を防災会議に提出してこれを修正するもの

とする。 

 

 

第５節 他の法令に基づく計画との関係 

この計画は、区の地域の災害対策に関する総合的かつ基本的な性格を有するものであって、指

定行政機関が作成する「防災業務計画」又は当区を包括する「東京都地域防災計画」等と整合を

図り、作成する。 

また、区では、地域防災計画をはじめとする各種分野別計画等において、国土強靭化の趣旨に

沿った事前防災・減災の対策となる取組みが推進されている。国土強靭化に係る指針性を有した

世田谷区国土強靭化地域計画と整合を図ったうえで、必要に応じて、本計画を見直していくもの

とする。 

計画の全体像については、第１部第４章第３節に掲載しているとおり。 
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第２章 世田谷区の現状と被害想定 

 

第１節 世田谷区の概況 

１ 地勢 

（１）位置と面積 

○ 世田谷区は、東京 23区中の西南端に位置し、東は目黒区・渋谷区、北は杉並区・三鷹市、

西は狛江市・調布市、南は大田区とそれぞれ接し、さらに多摩川をはさんで神奈川県川崎

市と向かい合っている。 

○ 地形的な位置では、世田谷区は、関東平野の南西部にある武蔵野台地の南東部にあり、

この台地と多摩川沿いの沖積平野にまたがっている。 

○ 面積は、58.05km2であり、23区の中で２番目に広い。ほぼ平行四辺形をなしており、東

西約９km、南北約８kmである。 

 

（２）地形 

○ 世田谷区の標高の最低部分は、多摩川の西方の沖積地で約 10m、高い部分は台地面で 35

～45m である。低地と台地の間には、多摩川に沿って成城付近から南東に大蔵・瀬田を通っ

て尾山台に至る高度差約 20m の急な崖がある。 

○ 台地面は、仙川、野川、谷沢川、呑川、九品仏川、蛇崩川、烏山川、北沢川などによって

樹枝状に浸食され、丘や谷の起伏ができている。 

○ 世田谷区の台地は、武蔵野台地の一部である。武蔵野台地は、西の青梅市を頂点として、

東の東京湾に向かって開けた古多摩川の扇状地であるが、ただ単なる扇状地ではない。い

くつかの段丘面がみられ、下末吉段丘（淀橋台、荏原台、田園調布台はこの中に含まれる。）、

武蔵野段丘、沖積面などがあって複雑である。通常武蔵野台地という場合は、上記の諸段

丘面をさしている。 

 

（３）地質 

○ 武蔵野段丘の地表面は、関東ローム層であり、数メートルの厚さに覆われ、その下に武

蔵野礫層がある。それより下には東京層、さらにその下に三浦層群があるが、場所によっ

て多少の違いがある。等々力渓谷では東京層の露出が見られる。立川段丘も古多摩川の堆

積物からなっている。 

○ 淀橋台、荏原台の地質は武蔵野段丘や立川段丘のものと違い、厚いローム層の下に海成

の砂、泥からなる東京層があることから、海底面が陸地になった部分とみられる。 

○ 低平な沖積地は、多摩川と台地を浸食して流れるいくつかの川の作用でできたもので土、

砂、礫からなっている。 
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〔世田谷区の地層表〕 

地質時代 地層の名称 世田谷区内での地層の厚さ 

第
四
紀 

沖積世 

現在～１万年前 

 

 

洪積世 

１万年前～ 

100 万年前 

沖積層 

               

関東ローム層：立川ローム層 

 立川れき層 

関東ローム層 武蔵野ローム層 

武蔵野れき層 

渋谷粘土層 

    上部東京層 

東京れき層 

 下部東京層 

三浦層群 

～15m 

 

～ 4m 

～ 4m 

～ 7m 

2～ 7m 

8m 

～10m 

1～ 3m 

 

40m 以上 

第
三
紀 

 

鮮新世 

＊「安心して住めるまちづくりを」平成 15年２月 世田谷区 

  

２ 人口・産業 

（１）人口 

〔人口と世帯 （令和６年１月１日現在）〕 

 人口 
人口密度 

（1km2あたり） 
世帯 

総数 918,141 人 15,816 人 496,436 世帯 

 世田谷地域 252,995 人 20,529 人 145,459 世帯 

 北沢地域 153,674 人 17,762 人 91,339 世帯 

 玉川地域 226,480 人 14,326 人 115,208 世帯 

 砧地域 165,024 人 12,180 人 79,569 世帯 

 烏山地域 119,968 人 15,550 人 64,861 世帯 

65 歳以上人口 188,167 人 外国人人口 25,537 人 

＊「世田谷区統計書」令和５年度版（2023） 世田谷区 

 

〔昼夜間人口〕（令和２国勢調査による 東京都の昼間人口（従業地・通学地による人口）） 

区分 夜間人口 昼間人口 
流入人口 流出人口 

流入超過人口 

（△は流出超過） 

通勤者 通学者 通勤者 通学者 通勤者 通学者 

総数 943,664 854,838 131,017 47,807 237,738 29,914 △106,721 17,893 

男 445,592 393,786 73,605 24,170 133,969 15,614 △60,364 8,556 

女 498,072 461,052 57,412 23,637 103,769 14,300 △46,357 9,337 
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（２）産業・都市施設等 

① 産業 

工業 

（2022 年経済構造実態調査（製造業事業所

調査）） 

工場数 228 

従業者数 2,212 人 

商業 

（令和 3 年経済センサス活動調査） 

商店数 6,191 

従業者数 58,487 人 

農業 

（令和 5 年度農家基本調査） 

農家戸数 291 戸 

農家世帯員数 616 人 

経営耕地面積 75.88ha 

 
田 0ha 

畑 75.88ha 

 

② 都市施設等 

ア 道路 （令和５年４月１日現在） 

道路種別 延長（m） 面積（m2） 

総数 1,187,848 8,284,725 

高速道路 11,946 316,916 

国道 10,128 320,046 

都道 70,419 1,113,585 

区道 1,095,355 6,534,178 

＊令和５年度 世田谷区土木施設現況調書  

 

イ 公園・身近な広場 （令和５年４月１日現在） 

 施設数 面積 

区立都市公園 437 箇所 1,637,140 m2 

身近な広場 126 箇所 129,453m2 

市民緑地 15 箇所 14,902 m2 

区内都立公園 ４箇所 921,707m2 

１人当たり面積 2.94 ㎡ 

＊令和５年度 世田谷区土木施設現況調書 

＊用途別建築物数（棟数）一覧〔資料編資料第１・P●●〕 

＊橋りょう現況〔資料編資料第２・P●●〕 
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第２節 被害想定 

○ 東京都防災会議は、平成３年に関東地震の再来を想定した被害想定を、平成９年に阪神・淡

路大震災を踏まえた東京における直下地震の被害想定を公表してきた。 

○ また、平成 18 年に東京の都市構造の変化や国による首都直下地震の被害想定の公表等を踏ま

えた被害想定を、さらに、平成 24年に東北地方太平洋沖地震を踏まえた「首都直下地震等によ

る東京の被害想定」を公表した。 

〇 その後、同会議は、住宅の耐震化や不燃化対策などの取組の進展や高齢化や単身世帯の増加

など都内人口構造の変化、南海トラフ巨大地震の発生確率の上昇など、東京を取り巻く環境が

変化していることから、客観的なデータや最新の科学的知見に基づき被害想定の見直しを行い、

令和４年５月に新たな「首都直下地震等による東京の被害想定」を公表した。 

○  このため、本計画は、令和５年５月に修正された「東京都地域防災計画」と整合を図り、令

和４年５月公表の「首都直下地震等による東京の被害想定」を指標とする。 

○ 内閣府に平成 23年８月に設置された「南海トラフの巨大地震モデル検討会」において、南海

トラフの巨大地震対策で想定すべき最大クラスの地震・津波の検討を進め、平成 24 年３月 31

日に第一次報告の南海トラフ巨大地震の被害推計結果が公表されたが、詳細な被害状況が示さ

れていないため、都は独自の被害想定を行い、平成 25年５月「南海トラフ巨大地震等による東

京の被害想定」を公表した。 

○ 平成 25 年５月公表の「南海トラフ巨大地震等による東京の被害想定」及び令和４年５月公表

の「首都直下地震等による東京の被害想定」の世田谷区に関する被害のデータを比較すると、

全てにおいて令和４年５月公表の「首都直下地震等による東京の被害想定」での結果の方が大

きくなる。 

＜南海トラフ巨大地震における被害想定（世田谷区）＞ 

震度：５強 

津波被害：なし 

 

＊気象庁震度階級関連解説表〔資料編資料第５・P●●〕 

＊首都直下地震による東京の被害想定〔資料編資料第６・P●●〕 

＊南海トラフ巨大地震による東京の被害想定〔資料編資料第７・P●●〕 

＊首都直下地震の震度分布図〔資料編資料第８・P●●〕 
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第１ 前提条件 

１ 考慮する想定地震 

項目 内容 

種類 都心南部直下地震 多摩東部直下地震 大正関東地震 立川断層帯地震 

震源 東京都 23 区南部 東京都多摩地域 神奈川県西部 東京都多摩地域 

規模 マグニチュード（以下「M」という。）7.3 M8 クラス M7.4 

震源の深さ 約 49km 約 45km 約 11km 約 17km 

発生確率 

今後 30 年以内 70％ 

（南関東地域における 

 Ｍ７クラスの確率） 

今後 30 年以内 

0～6％ 

（180 年から 590 

 年の発生間隔） 

今後 30 年以内 

0.5～2％ 

 

２ 気象条件等 

季節・時刻・風速 想定される被害 

冬・早朝５時 

 

風速 ４ｍ／秒 

   ８ｍ／秒 

○ 阪神・淡路大震災と同じ発生時間帯 

○ 多くの人々が自宅で就寝中に被災するため、家屋倒壊による圧死者

が発生する危険性が高い。 

○ オフィスや繁華街の屋内外滞留者や、鉄道・道路利用者は少ない。 

冬・昼 12 時 

 

風速 ４ｍ／秒 

８ｍ／秒 

○ オフィス、繁華街、映画館、テーマパーク等に多数の滞留者が集中

しており、店舗等の倒壊、看板等の落下物等による被害の危険性が高

い。 

○ 外出者が多い時間帯であり、帰宅困難者数も最多となる。 

○ 住宅内滞留者数は１日の中で最も少なく、老朽木造家屋の倒壊によ

る死者数は朝夕と比較して少ない。 

冬・夕方 18 時 

 

風速 ４ｍ／秒 

８ｍ／秒 

○ 火気器具利用が最も多いと考えられる時間帯で、これらを原因とす

る出火数が最も多くなる。 

○ オフィスや繁華街周辺、ターミナル駅では、帰宅や飲食のため滞留

者が多数存在する。 

○ ビル倒壊や看板等の落下物等により被災する危険性が高い。 

○ 鉄道・道路はほぼラッシュ時に近い状況で人的被害や交通機能支障

による影響が大きい。 
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第２ 想定結果の概要 

〔被害想定の概要（世田谷区）〕 

想定される地震による被害として、都心南部直下地震、大正関東地震（関東大震災の再来を

想定した海溝型地震）、多摩東部直下地震、立川断層帯を想定した地震による被害想定がある。

このうち、相対的に区への影響が最も大きい「都心南部を震源とする直下地震」による被害想

定を世田谷区における被害想定の前提として位置づける。 

都心南部を震源とする直下地震の被害想定では、発災の想定時刻により被害が異なるが、「冬

の夕方 18時、風速８ｍ／秒」を基本にして、対応を考慮していくこととする。 

 

１ 傾向 

○ 都では、最大震度７の地域が出るとともに、震度６強の地域が広範囲に発生する。世田

谷区では、震度６強の地域が広範囲に発生し、区の一部で震度７、震度６弱となる。 

○ 建物被害（全半壊、焼失）は、震度６強のエリアと木造住宅密集地域を中心に発生する。 

○ 死亡は揺れや火災を原因とするものが多く、負傷は建物や火災を原因とするものが多い。 

○ 道路や鉄道の橋りょうなどの被害は、震度６強以上のエリア内で発生する。ほとんどの

鉄道は一時運行停止し、また、緊急輸送道路の渋滞も発生する。 

○ ライフラインの被害は、区部東部や区部南部に被害が多く、世田谷区では、区部東部と

比較して被害が少ない。 

○ 避難者は、４日～１週間後にピークを迎える。 

○ 鉄道等の運行停止により、大量の帰宅困難者が発生するとともに、ターミナル駅に乗客

等が集中し、混乱する。 

○ エレベーターの閉じ込めが発生する。 

 

２ 地震動（地震のゆれ） 

想定地震 
震度別面積率 

５強以下 ６弱 ６強 ７ 

都心南部直下地震 
M7.3 

0.0% 31.0% 68.9% 0.1% 

多摩東部直下地震 0.0% 42.9% 56.8% 0.3% 

大正関東地震 M8 クラス 0.8% 82.5% 16.7% 0.0% 

立川断層帯地震 M7.4 90.7% 9.3% 0.0% 0.0% 

 

３ 橋りょう・橋脚被害（カッコ内は大被害）（都全体） 

想定地震 高速道路 一般国道 都道 区市町村道 鉄道 

都心南部直下地震 
M7.3 

9.4% 
（0.0%） 

7.2% 
（0.0%） 

2.5% 
（0.1%） 

0.7% 
（0.0%） 

1.9% 
（0.0%） 

多摩東部直下地震 
7.0% 

（0.0%） 
6.0% 

（0.0%） 
1.9% 

（0.1%） 
0.7% 

（0.1%） 
1.8% 

（0.0%） 

大正関東地震 
M8 ク
ラス 

5.4% 
（0.0%） 

6.3% 
（0.0%） 

1.8% 
（0.1%） 

0.9% 
（0.1%） 

1.0% 
（0.0%） 

立川断層帯地震 M7.4 
0.8% 

（0.0%） 
2.1% 

（0.0%） 
0.4% 

（0.0%） 
0.2% 

（0.0%） 
0.1% 

（0.0%） 
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【都心南部直下地震 M7.3】（世田谷区想定） 

 
 

８ｍ／秒
単
位

８ｍ／秒
単
位

８ｍ／秒
単
位

487 人 264 人 645 人

374 人 152 人 212 人

1 人 1 人 1 人

85 人 87 人 398 人

0 人 6 人 16 人

0 人 0 人 0 人

26 人 19 人 18 人

7,297 人 5,155 人 7,132 人

(854) 人 (662) 人 (1,212) 人

6,352 人 4,138 人 4,427 人

1 人 1 人 1 人

350 人 358 人 1,738 人

13 人 208 人 537 人

0 人 1 人 2 人

580 人 449 人 427 人

9,818 棟 10,467 棟 25,757 棟

6,464 棟 6,464 棟 6,464 棟

3,354 棟 4,003 棟 19,293 棟

10.7 ％ 11.1 ％ 18.9 ％

2.3 ％ 2.7 ％ 11.5 ％

178,110 人 181,166 人 252,337 人

発災1日後 81,413 人 84,290 人 151,290 人

発災4日～1週間後 118,740 人 120,777 人 168,224 人

発災1か月後 27,655 人 28,673 人 52,374 人

- 人 768,014 人 768,014 人

- 人 116,697 人 116,697 人

1,105 台 1,112 台 1,267 台

309 人 167 人 409 人

2,841 人 1,818 人 1,957 人

188 万ｔ 189 万ｔ 231 万ｔ災害廃棄物

火災

ブロック塀等

屋外落下物

屋内収容物

全壊・焼失棟数

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
被
害

建
物
被
害

ゆれ・液状化等

火災（建物倒壊を含まない）

電力停電率

通信不通率

上水道断水率

下水道管きょ被害率

ガス供給停止率

そ
の
他

避難生活者数

避難者数

都内滞留者数

帰宅困難者数

閉じ込めにつながり得るエレベーター停止台数

要配慮者　死者数

自力脱出困難者

震
度
別
面
積
率

震度７

震度６強

震度６弱

震度５強以下

人
的
被
害

死者

揺れによる建物倒壊

急傾斜地崩壊

火災

ブロック塀等

屋外落下物

屋内収容物

負傷者

（うち重傷者）

揺れによる建物倒壊

急傾斜地崩壊

都心南部直下地震　M7.3

条
件

想定地震

時期及び時刻

風速

5.6 ％

23.2 ％

14.4 ％

冬・夕方18時冬・昼12時冬・早朝５時

68.9 ％

0.1 ％

0.0 ％

31.0 ％
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第３章 地震に関する調査研究 

 

第１節 活動の方針 

震災対策は、現状の分析と将来の予測があらゆる面で重要な役割を果たす。区は、国、都とと

もに、現代科学と技術を活用した各種の調査研究活動を実施する。 

 

 

第２節 調査研究の項目 

１ 各機関による調査研究の推進 

災害を防止し軽減するためには、発災後に迅速かつ的確な応急対策活動を展開していくこと

が重要である。このため、世田谷区は、地震から発生する災害の特性、地域性を考慮して、平

常時から災害時における適切な応急対策活動のあり方についての調査研究を、積極的に推進し

ていくものとする。 

 

２ 各調査研究 

都は、次の調査研究を行っている。 

① 被害想定・地域危険度調査研究 

ア 被害想定調査研究（東京都防災会議） 

イ 地域危険度測定調査 

② 震災対策調査研究 

ア 火災等に関する調査研究（東京消防庁・消防署） 

イ 地盤の液状化及び被害状況の把握に関する調査研究（東京都土木技術支援・人材育成

センター） 

ウ 港湾施設の耐震性等に関する調査研究 

エ 強震計等の観測による重要構造物等の地震動の調査研究 

オ 地震に関する情報の収集・分析 

カ 地下構造調査 

キ 長周期地震動に関する調査 

 

【地域危険度測定調査について】 

○ 都は、東京都震災対策条例（平成 12 年東京都条例第 202 号）第 12 条に基づき、次の用

途に資するため概ね５年ごとに調査を実施しており、2022 年（令和４年）９月に第９回の

結果が公表された。 

•  地震災害に対する都民の認識を深め、防災意識の高揚に役立てる。 

•  震災対策事業を実施する地域を選択する際に活用する。 

○ 本調査は、区部及び多摩地域の市街化区域を対象として、地震に対する危険性を町丁目

ごとに５段階のランクで相対評価したものである。 

○ 世田谷区については、「建物倒壊危険度」、「火災危険度」、「総合危険度」ともに、23区東
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部と比較し、危険度は低くランクされている。 

＊地震に関する地域危険度調査（建物倒壊危険度ランク図）〔資料編資料第９・P●●〕 

＊地震に関する地域危険度調査（火災危険度ランク図）〔資料編資料第 10・P●●〕 

＊地震に関する地域危険度調査（総合危険度ランク図）〔資料編資料第 11・P●●〕 

＊地震に関する地域危険度調査（地域危険度マップ・世田谷区版）〔資料編資料第 12・P●●〕 
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第４章 計画の概要等 

 

第１節 計画修正の背景 

○ 国・都等の対応 

•  国は、多様な主体と連携した被災者支援をはじめとする施策の進展等を踏まえ、令和５年

５月及び令和６年６月に「防災基本計画」を修正した。 

•  都は、平成 24 年４月に公表した被害想定から約 10 年を経たことで、この間の耐震化や不

燃化対策の進展、都内人口構造の変化等を踏まえ、令和４年５月に新たに定性的な被害シナ

リオを反映した「首都直下地震等による東京の被害想定」を公表した。 

•  都は、令和４年 12 月に５つの危機（「風水害」、「地震」、「火山噴火」、「電力・通信等の途

絶」、「感染症」）に対し、2040 年代までに都が取り組むべき事業をまとめ、「ＴＯＫＹＯ強靭

化プロジェクト」を公表した。また、確実な達成に向け、新たに中間目標を設定し、令和５

年 12月に修正した。 

•  都は、新たな被害想定に基づく具体的な減災目標の設定、多様な視点の防災対策等を反映

させ、令和５年５月に「東京都地域防災計画（震災編）」を修正した。 

○ 世田谷区の対応 

•  区は、昭和 39年に策定して以来、国及び都等の関係計画・法令等、震災及び風水害等の教

訓を踏まえて、適時修正を行っており、直近では、令和３年に修正を行った。前回の修正以

降に都の新たな被害想定の公表、災害対策関連法令の改正、国や都などの上位計画の修正な

どがされている。 

•  このような状況を踏まえ、最新の被害想定や関連法令、上位計画等の修正、この間の各種

防災関連施策の進捗等を反映するとともに、関係機関及び区民からの意見を取り入れること

により、現実的で実効性の高い対応策を組み立てることを目的として修正に取り組む。 

○ 令和６年能登半島地震 

・ 国は、令和６年能登半島地震に係る対応について、「令和６年能登半島地震に係る検証チー

ム」により点検を実施し、「令和６年能登半島地震に係る災害応急対応の自主点検レポート」

をとりまとめた。 

その中では、被災地の情報収集及び進入方策や避難所運営、物資調達・輸送、自治体支援

などの項目について、見直しの方向性を明示しており、この内容を令和６年６月の「防災基

本計画」の修正に反映させている。 

また、自主点検レポートにおいて、更なる検討が必要とした事項については、災害対応を

総合的に検討するワーキンググループを設置して検討を行い、今後の我が国の地震災害への

対策に生かしていくとしている。 

・ 令和６年能登半島地震については地理的条件や人口構造、都市整備の状況などが、世田谷

区とは異なり、単純な比較は困難なものの、現在、区が検討もしくは実施している防災関連

施策と共通する事項もあるため、今後、国が立ち上げるワーキンググループの動向を注視し、

防災関連施策への反映を検討していく。 
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第２節 重点検討項目 

令和７年修正においては、以下のとおり、重点検討項目を定め、修正に取り組んだ。 

 

１ 在宅避難の推進 

○ 在宅避難の利点や避難所生活の過酷さなどから在宅避難を推奨していることを継続的に周

知啓発し、区民の在宅避難に対する意識高揚を図る。 

○ 各家庭における備蓄や家具の転倒防止など、区民の在宅避難への取組みに対する支援を強

化する。 

※具体的な取組みは、震災編 第２部第２章「区民と地域の防災力向上」第３節を参照 

 

２ 避難行動要支援者対策 

○ 福祉の専門職等と連携して、個別避難計画に対する理解促進と個別避難計画作成件数の増

加を図る。 

○ 実効性のある個別避難計画作成等に向け、居宅介護支援事業者等に対する個別避難計画作

成の業務委託を実施する。 

※具体的な取組みは、震災編 第２部第９章「避難者対策」第３節を参照 

 

３ 物資供給体制の整備 

○ 物流事業者等の資源や専門性を活かした効率的な物資配送体制を整備するとともに、支援

物資、調達物資を迅速かつ確実に配送するため、第１順位の地域内輸送拠点である羽田クロ

ノゲートに加え、第２順位の地域内輸送拠点や区民会館等の物資集積拠点の効果的な活用を

検討する。 

○ 平時から物流事業者等の専門性を活かした的確な備蓄物資管理を実施し、災害時において

も当該事業者の専門性を活かせる一元的な物資管理体制の検討を進める。 

〇 災害時に必要となる食料等の物品を確実に避難者に供給するため、備蓄物資の保管スペー

スの確保を進める。 

※具体的な取組みは、震災編 第２部第１０章「物流・備蓄・輸送対策の推進」第３節を参照 

 

４ 災害時医療救護 

○ 災害時における医療救護や薬事の拠点となる保健医療福祉総合プラザについて、関係機関

（区、世田谷区保健センター等）の役割分担を明確化した連携協定を締結するなど、災害医

療対応の体制強化を図る。 

○ 定期的かつ継続的な訓練を通じて、医療救護本部と医療機関等の連携強化を図る。 

○ 自衛隊中央病院における緊急医療救護所設置を含め、災害時に限られた医療資源を最大限

有効に活用し、実現可能な初動医療体制の構築を図る。 

※具体的な取組みは、震災編 第２部第７章「医療救護等対策」第３節を参照 
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５ 共助の推進 

○ 避難所運営委員会等への支援を強化するとともに、地域防災活動の担い手の確保を進め

る。 

○ 都の新たな被害想定や防災塾での課題検討等を踏まえ修正した地区防災計画に基づき、地

域・地区への支援を強化する。 

○ 区内居住世帯の約５割をマンション居住世帯が占めていることを踏まえ、マンション居住

者や管理組合を対象とした説明会等により日頃からの備えの大切さについての啓発を実施す

るほか、マンションの自主防災組織設置の働きかけなど、マンションの防災力向上に取り組

む。 

※具体的な取組みは、震災編 第２部第２章「区民と地域の防災力向上」第３節を参照 

 

６ ペット同行避難 

○ 飼育者をはじめとした区民へペット防災に関する普及啓発を進める。 

○ 在宅避難を前提としつつ、指定避難所におけるペット同行避難の受け入れ態勢の整備や研

修・訓練の実施、被災動物ボランティアの活用等による支援体制の仕組みづくりを進める。 

※具体的な取組みは、震災編 第２部第９章「避難者対策」第３節を参照 

 

 
第３節 計画の全体像 

○ 本計画の全体像は、次ページのとおりである。 

○ 第２部での個別施策に関しては、地震前の行動「予防対策」、地震直後の行動「応急対策」、

地震後の行動「復旧対策」の３つのスキームに分けて記載した。 

○ なお、第４部については、南海トラフ巨大地震等への対策、東海地震の警戒宣言時等に関す

る事前対策を定めている。 
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【個別施策と各フェーズの体系整理図】

 

第1章 区等の基本的責務と役割

地震前の行動（予防対策）

第2章 区民と地域の防災力向上

第4章 安全な交通ネットワーク及びライフライン等の確保

地震直後の行動（応急対策） 地震後の行動（復旧対策）

第2部 施策ごとの具体的計画（予防・応急・復旧計画）

基本理念及び基本的責務

区及び防災機関の役割

自助による区民の防災力向上

地域による共助の推進

消防団の活動体制の充実

ボランティアとの連携

自助による応急対策の実施

地域による応急対策の実施

消防団による応急対策の実施

事業所による応急対策の実施

ボランティアとの連携

安全に暮らせる都市づくり

建築物の耐震化及び安全対策の促進

出火、延焼等の防止

河川施設等の応急対策による二次災
害

社会公共施設等の応急対策

公共の安全確保、施設の本来機能
の回復

消火・救助・救急活動

緊急輸送ネットワーク 河川施設等 河川及び内水排除施設等

第5章 応急対応力、広域連携体制の強化

初動対応体制の整備

業務継続体制の確保

初動態勢

消火・救助・救急活動

応援協力・派遣要請

第6章 情報通信の確保

防災機関相互の情報通信連絡体制の

住民等への情報提供体制の整備

住民相互の情報連絡等の促進支援

第1部 総則

■地域防災計画震災編の概要

■世田谷区の現状と被害想定

■地震に関する調査研究
■計画の概要等■被害軽減と都市再生に向けた目標（減災目標）

事業所等による自助・共助の強化

区民・行政・事業所等の連携

液状化、長周期地震動への対策の
強化

危険物等の応急措置による危険防止

水道

下水道

電気・ガス・通信等

ライフラインの復旧拠点の確保

道路・橋りょう

鉄道施設

広域連携体制の構築

広域活動拠点の整備

消火・救助・救急活動体制の整備

応急活動拠点の調整

防災機関相互の情報通信連絡体制の
確保（第一報）

防災機関相互の情報通信連絡体制の
確立（被害状況等）

広報体制

広聴体制

住民相互の情報連絡等の促進支援

多様性に配慮した女性の視点の反映

第3章 安全な都市づくりの実現

エネルギーの確保

他自治体への応援

最終版で修正 
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第12章 区民の生活の早期再建

第7章 医療救護等対策

初動医療体制等の整備

医薬品・医療資器材の確保

遺体の取扱い

初動医療体制 防疫体制の確立

行方不明者の捜索、遺体の検視・検
案・身元確認等

火葬医薬品・医療資器材の供給

第8章 帰宅困難者対策

帰宅困難者対策条例の周知徹底

一時滞在施設の確保

駅等の混乱防止策 徒歩帰宅者の代替輸送

徒歩帰宅支援のための体制整備

徒歩帰宅者の支援

第9章 避難者対策

避難体制の整備

避難所・避難場所等の指定・安全化

避難所等の管理運営体制の整備等

避難誘導

避難所の開設・管理運営

第10章 物流・備蓄・輸送対策の推進

食料及び生活必需品等の確保

飲料水及び生活用水の確保

備蓄物資の供給 多様なニーズへの対応

飲料水の供給

物資の調達要請

第11章 放射性物質対策

情報伝達体制の整備

区民への情報提供等

放射線等使用施設の安全化

情報連絡体制 保健医療活動

区民への情報提供等

放射線等使用施設等の応急措置

放射性物質への対応

風評被害への対応

生活再建のための事前準備

被災宅地の危険度判定

家屋被害状況調査等 一時提供住宅の供給

被災建築物の応急危険度判定

帰宅困難者への情報通信体制整 事業所等における帰宅困難者対策

動物救護

ボランティアの受け入れ

被災者の他地区への移送

輸送体制の整備

輸送車両等の確保

燃料の確保

区防災倉庫 及び地域内輸送拠点の整備

国・他道府県等からの支援物資の受
入れ・配分

義援物資の取扱い

輸送車両の確保

ヘリコプター等の確保

燃料

炊き出し

水の安全確保

生活用水の確保

物資の輸送

核燃料物質輸送車両等の応急対策

がれき処理

災害救助法等

罹災証明書の交付準備

義援金の募集・受付

トイレの確保及びし尿の収集・運搬

激甚災害の指定

被災住宅の応急修理

応急仮設住宅の供給

公的住宅等の応急修理

建設資材等の調達

被災者の生活相談等の支援

義援金の募集・受付・配分

被災者の生活再建資金援助等

職業のあっせん

租税等の徴収猶予及び減免等

その他の生活確保

中小企業への融資

農林漁業関係者への融資

応急金融対策

がれき処理の実施

災害救助法の運用等

災害用 トイレの確保及びし尿の収
集・運搬

教育・保育対策

ごみ処理

災害救助法等の適用

地震前の行動（予防対策） 地震直後の行動（応急対策） 地震後の行動（復旧対策）

車中泊

車中泊

罹災証明書の交付

最終版で修正 
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第3部 災害復興計画

■復興の基本的考え方

■復興本部
■災害復興計画の策定
■災害復興計画

第4部 南海トラフ地震等防災対策

■対策の方針

■南海トラフ地震等防災対策

■東海地震事前対策

最終版で修正 
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第４節 施策相互の連携相関イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

物流・備蓄 

対策 

発 

災 

直 

後 

 

危機管理体制の構築（初動態勢、広域連携等） 

情報通信の確保（防災行政無線、無線 LAN、専用電話、衛星携帯電話等） 

道路ネットワークの確保（交通規制、道路啓開） 

24h 

（各機関） 

救出救助 

消火活動 

 

医療 

救護 

活動 

発災直後から応急復旧に至るまで、全ての対策のベースとなる活動 

備蓄物資

の供給 

避難対策 

 

被災者に 

配慮した運

営（在宅避

難者対策を

含む） 

 

円滑なﾎﾞﾗﾝﾃ

ｨｱ活動の支

援など 
72h 

生活再建 

罹災証明 

義援金 

応急仮設 

住宅等 

ライフ 

ライン 

の確保 

連
携 

連携 

派遣 

被害状況 

の確認 

応急復旧 

非常用電

源確保 

燃料の 

安定供給 

 

支援物資の

調達・ 

輸送・供給 

帰宅困難者等 

対策 

一斉帰宅 

の抑制 

帰宅困難者

へ情報提供 

一時滞在 

施設の確保 

帰宅支援 

発災後、４日目以降に重点的に行う活動 

発災直後から７２時間以内において特に重要な活動 

自助・共助 

救助活動 

初期消火 

避難支援

（要援護者

等） 



第４章 計画の概要等 

第４節 施策相互の連携相関イメージ図 
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第２部各章の施策は、密接に関連しており、特に発災後は、各施策を実施する主体が相互に連

携を図りながら、応急対応を実施することが求められる。 

本節では、各施策の関係について、①発災直後から応急・復旧に至るまで、全ての対策のベー

スとなる活動、②発災直後からの 72 時間以内において特に重要な活動、③発災後、４日目以降に

重点的に行う活動の３つに分類し、それぞれの相関のイメージを示した。 

 

１ 発災直後から応急・復旧に至るまで、全ての対策のベースとなる活動（危機管理体制、情報

通信、道路ネットワーク） 

○ 発災後のあらゆるフェーズにおいて的確な応急活動を展開する上で、初動態勢の確保や

各機関との広域連携など、危機管理体制を構築することが不可欠である。 

○ また、関係機関が連携して対応するためには、各機関が被害状況、応急対応状況の情報

を共有できるよう、防災行政無線等の情報通信を確保する必要がある。 

○ さらに、救出救助活動や消火活動、物資の供給などは、主に車両を使って実施すること

から、機動的に活動を展開するためには、交通規制や道路啓開などにより、ネットワーク

を確保することが重要である。 

 

２ 発災直後から 72時間以内において特に重要な活動（救出救助、消火、医療救護、避難、物流・

備蓄、帰宅困難者対策、ライフライン） 

○ 救出救助活動や消火活動については、自衛隊、警察、消防などの防災機関による活動と、

近隣住民同士の共助による活動が連携を図ることで大きな効果を発揮する。 

○ また、こうした救助活動等によって助けられた被災者に対し、医療機関等において適切

な医療を提供することで、一人でも多くの命を救うことができる。 

○ 避難所や在宅避難者に対し、生活を支えるために必要な物資を供給するとともに、ボラ

ンティアによる支援を円滑に受け入れる必要がある。ボランティアは、受け入れ体制の確

立、ボランティア協会・社会福祉協議会・NPO 及び区の連携体制の確立、各人材の時系列行

動目標と人材確保の取組み表の検討により、迅速な応急・復旧活動を行うことが重要であ

る。 

○ 帰宅困難者の一斉帰宅の抑制は、迅速な救出救助活動の展開のためにも不可欠であり、

一時滞在のための物資の供給は、帰宅困難者に対しても、円滑に行われなければならない。 

○ また、こうした活動のための非常用電源等によるライフラインの確保や、そのための燃

料の安定供給も重要な取組みである。 

 

３ 発災後、４日目以降に重点的に行う活動（生活再建、帰宅支援） 

○ 発災後４日目以降については、帰宅困難者の円滑な帰宅に向けての帰宅支援を進めると

ともに、被災者の早期の生活再建に向け、義援金の支給や応急仮設住宅への早期の入居を

実現していかなければならない。 

 

 



第５章 被害軽減と都市再生に向けた目標（減災目標） 
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第５章 被害軽減と都市再生に向けた目標（減災目標） 

○ 国は、「首都直下地震の地震防災戦略」（平成 18年４月中央防災会議）において、首都直下地

震の被害を受ける可能性がある地方公共団体に対して減災目標の設定を求めた。 

○ 都は、東京都地域防災計画（令和５年修正）において、都の減災目標を以下のとおり定めた。 

・ 2030 年度（令和 12年度）までに、首都直下地震等による人的・物的被害を概ね半減する。 

○ 区は、都と整合を図るため「世田谷区地域防災計画」における減災目標を、第１部第２章第

２節の被害想定をもとに定めることとする。 

○ 減災目標を関係機関で共有し、目標達成に向けて対策の推進を図る。 

 

区の減災目標 

2030 年度（令和 12 年度）までに、「首都直下地震等による人的・物的被害を概

ね半減」する。 

 

〈主な対策〉 

○ 住宅の耐震化 【都、区】 

○ 整備地域の不燃化 【都、区】 

○ 無電柱化の推進 【都、区】 

○ 出火防止対策（感震ブレーカーの設置促進） 【都、区】 

○ 初期消火対策（消火器設置促進） 【東京消防庁・消防署、都、区】 

○ 家具類の転倒・落下・移動防止対策 【東京消防庁・消防署、区】 

○ 区市町村の BCP 策定 【区】 

○ 避難所環境の向上 【都、区】 

○ 災害時トイレの確保 【都、区】 

 

 



第６章 複合災害への対応 
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第６章 複合災害への対応 

 

第１節 複合災害への対応 

東日本大震災では東北地方太平洋沖地震、大津波、原子力発電所事故など、複合災害に見舞わ

れた。また、近代未曾有の大災害である関東大震災では、台風の影響で関東地方では強風が吹い

ており、火災延焼による被害の拡大が顕著であったほか、地震発生から３週間後に台風が接近し

た。近年では、令和２年７月豪雨が新型コロナウイルス感染拡大の最中で発生し、感染症対策を

踏まえた避難所運営や応援職員の受入れなど、感染症まん延下における災害対応を余儀なくされ

た。 

また、新たな被害想定においても、大規模風水害や火山噴火、感染拡大などとの複合災害発生

時に起きうる事象を整理した。 

 

【被害想定で想定する主な複合災害】 

風水害 

・地震動や液状化により堤防や護岸施設が損傷した箇所から浸水被害が拡大 

・梅雨期や台風シーズンなど、降水量が多い時期に地震が発生した場合、避

難所等を含む生活空間に浸水被害が発生 

火山噴火 

・数cmの降灰でも交通支障が発生し、救出救助活動や物資、燃料の搬送、が

れきの撤去などの応急対策や復旧作業が困難化 

・火山灰が除去される前に地震が発生すると、降灰荷重により建物被害が激

甚化 

感染拡大 

・多くの住民が避難する中で、感染症や食中毒が発生した場合、避難者間で

集団感染が発生 

・救出救助活動や避難者の受入れ等において感染防止対策が必要となり、活

動に時間がかかる可能性 

 

こうした、同種あるいは異種の災害が同時または時間差をもって発生する複合災害が発生した

場合、被害の激化や広域化、長期化等が懸念されることから、こうした状況も念頭に置きながら、

予防、応急・復旧対策を実施する必要がある。 

 

 

第２節 複合災害に備え留意すべき事項 

先発災害発生時における被害状況等を踏まえ、各種施策を確実に進めつつ、後発災害に伴う影

響なども念頭に置き、以下の点に留意する必要がある。 

【共通事項】 

・ 自分の命は自分で守る視点から、複合災害に対する普及啓発を図り、自助・共助の取組を

促進 

・ 都市基盤施設の整備・耐震化など、防災・減災対策の加速化 

・ 様々なシナリオを想定した、BCPの策定、訓練の繰り返し実施・検証 



第６章 複合災害への対応 
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・ 避難先のさらなる確保、在宅避難・自主避難など分散避難の推進 

・ 夏季発災時における熱中症対策 等 

【大規模自然災害＋大規模自然災害】 

・ 先発災害から後発災害へのシームレスな対処 

・ 後発災害のリスクや被害状況等を踏まえた被災者の移送等の検討 

・ 後発災害による被害の拡大に伴う避難の長期化を要因とした災害関連死抑止への対応 等 

【感染症対策＋大規模災害】 

・ 災害ボランティアやエッセンシャルワーカーの行動制約下における体制の確保 

・ 避難所における感染拡大による災害関連死抑止への対応 等 
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第２部 施策ごとの具体的計画（予防・応急・復旧計画） 

 

 

 

 

 

 

【震災編】 

第２部 

施策ごとの具体的計画 

（予防・応急・復旧計画） 
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【第２部の構成について】 

○ 第１章で、区及び関係機関の役割を示す。 

○ 第２章から第 12 章で、災害対策の施策ごとに、（１）日頃の対策、（２）発災時の対策、

（３）発災後の復旧対策を示し、災害のフェーズに応じて、「誰が、何を、行うのか」を明確

にする。 

•  第１節及び第２節で、現在の到達状況と課題、対策の方向性を明確にする。 

•  第３節で、予防・応急・復旧といった災害のフェーズに応じた対応策を構築するととも

に、区及び関係機関の役割分担を明確にする。 

構成 内容 

第１節 現在の到達状況と課題 都の被害想定（令和４年５月）に基づき、

現状等を分析した上で、効果的な施策と方

向性を示す。 第２節 対策の方向性 

第３節 

具体的な取組み 

第１ 予防対策 平時の活動 

第２ 応急対策 発災直後から 72 時間以内に必要な活動 

第３ 復旧対策 発災から４日目以降に重点的に行う活動 

 

 

○ 第３節中の「対策内容と役割分担」について 

区及び関係機関（東京消防庁・消防署、警視庁・警察署、都関係機関等）の役割分担につい

て、東京都地域防災計画（震災編）（令和５年修正）との整合を図りながら、一覧表「対策内容

と役割分担」に整理した。また、実施主体を明確にするために、施策の実施主体をできる限り

記載した。 

 

 

対策の方向性 

具体的な取組み 

地震前の行動 

（予防対策） 

地震直後の行動 

（応急対策） 

地震後の行動 

（復旧対策） 

現在の到達状況と課題 



 

 

27 

第
１
章 区

等
の
基
本
的
責
務
と
役
割 

震
災
編 

第
２
部 

施
策
ご
と
の
具
体
的
計
画 

震
災
編 

第
１
部 

総
則 

震
災
編 

第
３
部 

災
害
復
興
計
画 

震
災
編 

第
４
部 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
防
災
対
策 

第１章 区等の基本的責務と役割 

 

 

 

 

 

 

第１章  

区等の基本的責務と役割 
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第１章 区等の基本的責務と役割 

第１節 基本理念及び基本的責務 
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第２部 施策ごとの具体的計画（予防・応急・復旧計画） 

第１章 区等の基本的責務と役割 

 

第１節 基本理念及び基本的責務 

１ 基本理念 

区長、区民及び事業者は、次に掲げる考え方に基づき、それぞれの責務及び役割に応じ連携

を図ることを基本理念として災害対策に取り組むものとする。 

（１）区民及び事業者が自己の生命、身体及び財産の安全を自ら確保することをいう自助 

（２）区民及び事業者が地域において相互に助け合うことをいう共助 

（３）行政機関が区民等を災害から保護するための事業等を実施することをいう公助 

＊世田谷区災害対策条例第 2 条〔資料編資料第 125・P●●〕 

 

２ 基本的責務 

（１）区長の基本的責務 

① 区長は、災害対策に関する施策を策定し、及び災害対策に関する事業を実施することに

より、区民の生命、身体及び財産を災害から保護し、その安全を確保するとともに、災害

発生後の区民生活の再建及び安定並びに都市の復興を図るため、最大の努力を払わなけれ

ばならない。 

② 区長は、世田谷区地域防災計画の定めるところにより、災害対策に関する施策を策定し、

その推進を図らなければならない。 

③ 区長は、災害対策に関する施策を策定するに当たっては、国、都その他関係地方公共団

体及び防災関係機関との調整を図るとともに、協力団体、区民及び事業者の意見を聴くよ

う努めなければならない。 

④ 区長は、災害対策に関する事業を実施するに当たっては、国、都その他関係地方公共団

体、防災関係機関、協力団体、区民及び事業者との連携に努めなければならない。 

＊世田谷区災害対策条例第 3 条〔資料編資料第 125・P●●〕 

 

（２）区民の基本的責務 

① 地方公共団体の住民は、食品、飲料水その他の生活必需物資の備蓄その他の自ら災害に

備えるための手段を講ずるとともに、防災訓練その他の自発的な防災活動への参加、過去

の災害から得られた教訓の伝承その他の取組により防災に寄与するように努めなければな

らない。 

＊災害対策基本法第 7 条第 3 項 

② 区民は、災害に備え、次に掲げる事項について、自ら必要な措置を行うよう努めなけれ

ばならない。 

ア 建築物等の耐震性及び耐火性の確保 
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イ 家具の転倒、落下及び移動の防止 

ウ 出火の防止及び初期消火に必要な用具の備え 

エ 暴風等による建築物等及び附帯設備等の損壊、転倒等の防止 

オ 豪雨等による建築物への浸水の防止 

カ おおむね７日分（少なくとも３日分）の飲料水及び食料の備蓄 

キ 避難の経路、場所及び方法についての確認 

③ 区民は、地域社会を支える一員としての責任を自覚し、地域において相互に協力すると

ともに、自発的に防災区民組織に参加する等災害対策に関する活動の推進に努めなければ

ならない。 

④ 区民は、災害に強いまちづくりについて理解を深め、区長その他の行政機関が実施する

災害対策に関する事業に協力するとともに、自発的に災害対策活動に参加する等災害対策

に寄与するよう努めなければならない。 

⑤ 区民は、災害が発生するおそれがあるとき及び災害発生時においては、自己及び家族の

安全の確保に努めなければならない。 

⑥ 区民は、災害発生後においては、自らの生活の再建に努めるとともに、都市の復興に関

して区長その他の行政機関が実施する災害対策に関する事業に協力するよう努めなければ

ならない。 

＊世田谷区災害対策条例第 4 条〔資料編資料第 125・P●●〕 

 

（３）事業者の基本的責務 

① 事業者は、区長その他の行政機関が実施する災害対策に関する事業に協力するとともに、

その事業活動を行うに当たっては、社会的責任を自覚し、災害を最小限にとどめるため、

最大の努力を払わなければならない。 

② 事業者は、その事業活動に関して災害の拡大を防止するため、事業所の来客、従業員及

び事業所の周辺地域における住民並びにその管理する施設及び設備について、その安全の

確保に努めなければならない。 

③ 事業者は、従業員に対し、災害対策に関する知識及び技術を習得する機会を提供するよ

う努めなければならない。 

④ 事業者は、災害発生後においては、都市の復興に関して区長その他の行政機関が実施す

る災害対策に関する事業に協力するよう努めなければならない。 

＊世田谷区災害対策条例第 5 条〔資料編資料第 125・P●●〕 
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第２節 区、都及び防災機関の役割 

１ 区の役割 

（１）本部長室 

本部長室は、次の事項について世田谷区災害対策本部（以下「区本部」という。）の基本方

針を審議策定する。（世田谷区災害対策本部条例施行規則） 

○ 区本部の非常配備態勢の確立及び廃止に関すること。 

○ 重要な災害情報の収集及び伝達に関すること。 

○ 避難所の開設及び閉鎖に関すること。 

○ 避難指示等の発令に関すること。 

○ 災害救助法の適用の要請に関すること。 

○ 自衛隊に対する災害派遣の要請に関すること。 

○ 東京都知事等に対する応援等要請に関すること。 

○ 民間協力団体に対する協力要請に関すること。 

○ 応急公用負担等に関すること。 

○ 災害対策に要する経費の処理方法に関すること。 

○ 区本部の廃止及び継続して行う災害業務の分担に関すること。 

○ そのほか、重要な災害対策に関すること。 
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〔本部長室の構成員及び職務〕 

構成員 職務 

本
部
長 

区長 
本部事務を総括し、本部の

職員を指揮監督する。 

副
本
部
長 

危機管理監、副区長、教育長 

本部長を補佐し、本部長に

事故があるときは職務を代

理する。 

本
部
員 

世田谷総合支所長、北沢総合支所長、玉川総合支所長、

砧総合支所長、烏山総合支所長、政策経営部長、総務

部長、危機管理部長、財務部長、生活文化政策部長、

清掃・リサイクル部長、保健福祉政策部長、世田谷保

健所長、都市整備政策部長、道路・交通計画部長、教

育政策・生涯学習部長、技監、区内の消防署長が指定

する消防吏員、その他必要があると認めたもの 

本部長の命を受け、本部長

室の事務に従事する。ただし

各総合支所長は各地域にあ

って、職務に従事する。 

災
対
本
部
連
絡
員 

世田谷総合支所地域振興課長、北沢総合支所地域振興

課長、玉川総合支所地域振興課長、砧総合支所地域振

興課長、烏山総合支所地域振興課長、政策経営部政策

企画課長、政策経営部広報広聴課長、総務部総務課長、

危機管理部災害対策課長、財務部経理課長、生活文化

政策部市民活動推進課長、清掃・リサイクル部管理課

長、保健福祉政策部保健福祉政策課長、世田谷保健所

健康企画課長、都市整備政策部都市計画課長、道路・

交通計画部道路管理課長、教育総務課長、区議会事務

局次長 
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（２）災対各部の事務分掌 

【令和６年４月１日現在】 

災対部 部長 担当所管 事務分掌 

災
対
統
括
部 

危
機
管
理
部
長 

・危機管理部 

・ＤＸ推進担当部 

・選挙管理委員

会事務局 

１ 本部長及び副本部長の連絡に関すること。 

２ 本部長指令の総括に関すること。 

３ 災害対策の総合調整に関すること。 

４ 東京都災害対策本部及び防災関係機関との連絡及び応

援等の要請に関すること。 

５ 協力協定団体への協力要請の総括に関すること。 

６ 自衛隊への災害派遣の要請及び災害派遣部隊の受入れに関

すること。 

７ 気象情報及び災害情報の収集の総括に関すること。 

８ 防災行政無線システム及び防災情報システムの運用管理及

び復旧に関すること。 

９ 各災対地域本部への支援に関すること。 

災
対
総
務
部 

総
務
部
長 

・総務部 

・庁舎整備担当部 

・区長室 

・区議会事務局 

１ 本庁舎来庁者の救護及び避難誘導に関すること。 

２ 本庁舎の管理及び保全に関すること。 

３ 本部会議の庶務に関すること。 

４ 被害状況報告の集計及び資料作成の総括に関すること。 

５ 区議会との連絡その他渉外に関すること。 

６ 職員の配置の調整に関すること。 

７ 職員の服務及び給与に関すること。 

８ 職員の被災状況の調査に関すること。 

９ 職員の給食に関すること。 

10 職員の医療救護及び公務災害に関すること。 

11 応急措置の実施に伴う損失補償、審査請求、訴訟等に関す

ること。 

12 各災対地域本部への支援に関すること。 

13 他の部に属しないこと。 

災
対
財
政
・
広
報
部 

政
策
経
営
部
長 

・政策経営部 

・監査事務局 

 

 

１ 震災復興組織の設置準備に関すること。 

２ 広報及び広聴に関すること。 

３ 報道機関に対する情報提供等に関すること。 

４ 災害対策関係予算に関すること。 

５ 各災対地域本部への支援に関すること。 
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災対部 部長 担当所管 事務分掌 

災
対
地
域
本
部 

各
総
合
支
所
長 

各総合支所 
・世田谷 
・北沢 

・玉川 

・砧 

・鳥山 

１ 本部長室及び他の部との連絡に関すること。 

２ 総合支所庁舎の管理及び保全に関すること。 

３ 拠点隊への指示及び支援に関すること。 

４ 来庁者、施設利用者及び被災者の救護及び避難誘導に関す

ること。 

５ 罹災証明書、火葬許可証等の発行の調整に関すること。 

６ 災害状況の調査及び情報収集に関すること。 

７ 救援物資、応急食料、飲料水その他資器材の輸送及び配布

に関すること。 

８ 物資集積場の管理に関すること。 

９ 医療救護所の設置及び運営に関すること。 

10 避難所の設置及び運営に関すること。 

11 広域避難場所の運用に関すること。 

12 道路、河川、橋梁、溝渠(こうきょ)、水門等の状況の把握の

ための情報収集に関すること。 

13 道路、河川等の障害物の除去に係る情報収集に関すること。 

14 水防活動に関すること。 

15 遺体の捜索、収容及び埋葬に係る情報収集に関すること。 

16 遺体収容所の設置、運営等の統括に関すること。 

17 安否情報の収集に関すること。 

18 避難行動要支援者の安否確認等に関すること。 

19 被災区民への総合的な福祉サービスの提供に関すること。 

20 総合相談窓口の設置に関すること。 

21 災害弔慰金及び災害障害見舞金並びに被災者生活再建支援

金の支給に関すること。 

22 帰宅困難者の支援に関すること。 

23 福祉避難所の入所に関すること。 

24 各被災地の医療衛生状況の把握及び災対医療衛生部との調

整に関すること。 

25 建築物の被災状況の確認及び被災建築物の危険度判定に関

すること。 

26 土地、建物その他の工作物の一時使用又は土石、竹木、そ

の他の物件の使用若しくは収用並びに工作物等の除去及び保

管に関すること。 

27 警戒区域への立入り制限又は禁止及び警戒区域からの退去

命令に関すること。 
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災対部 部長 担当所管 事務分掌 

拠
点
隊 

 

・各まちづくりセ

ンター 
１ 来庁者、施設利用者及び被災者の救護及び避難誘導に関す

ること。 

２ 災害状況の調査及び情報収集に関すること。 

３ 医療救護所の支援に関すること。 

４ 震災時避難所の支援に関すること。 

５ 水害時避難所の運営に関すること 

６ 安否情報の収集に関すること。 

災
対
物
資
管
理
部 

財
務
部
長 

・財務部 

・会計室 
１ 車両等の調達及び配分に関すること。 

２ 物資及び資器材の調達、輸送及び配分並びに備蓄物資の輸

送及び配分の総括に関すること。 

３ 給水活動の総括に関すること。 

４ 災害対策に必要な経費及び物品の出納に関すること。 

５ 各災対地域本部への支援に関すること。 

災
対
区
民
支
援
部 

生
活
文
化
政
策
部
長 

・生活文化政策部 

・地域行政部 

・スポーツ推進部 

・経済産業部 

１ 安否情報の収集及び提供に関すること。 

２ 日本赤十字社東京都支部との連絡調整に関すること。 

３ 外国人災害時情報センターの設置に関すること。 

４ 災害時の女性への支援に関すること。 

５ 他自治体との連絡調整に関すること。 

６ 商工農業者等の被害状況調査及び支援に関すること。 

７ 義援金の受領及び配分に関すること。 

８ 生活再建の支援、広域火葬実施の調整及び罹災証明書の発

行に係る総合調整に関すること。 

９ 各災対地域本部への支援に関すること。 

災
対
清
掃
部 

清
掃
・
リ
サ
イ
ク
ル
部
長 

・清掃・リサイク

ル部 

 

１ ごみの収集及び処理に関すること。 

２ し尿の収集及び処理に関すること。 

３ 災害廃棄物の処理に関すること。 

４ 各災対地域本部への支援に関すること。 

災
対
保
健
福
祉
部 

保
健
福
祉
政
策
部
長 

・保健福祉政策部 

・高齢福祉部 

・障害福祉部 

・子ども・若者部 

・児童相談所 

１ ボランティアに関する総合調整に関すること。 

２ 高齢者、障害者及び乳幼児の対策に関すること。 

３ 避難行動要支援者への支援に関する総合調整に関するこ

と。 

４ 福祉避難所の設置及び運営に関すること。 

５ 保育園、児童館等の再開に関すること。 

６ 各災対地域本部への支援に関すること。 

７ 児童相談所及び一時保護所の運営に関すること。 
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災対部 部長 担当所管 事務分掌 

災
対
医
療
衛
生
部 

世
田
谷
保
健
所
長 

・世田谷保健所 １ 災害医療コーディネーターの設置、被災状況、医療機関の

活動状況等の把握に関すること。 

２ 医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整骨師会その他の医

療関係団体への協力要請等に関すること。 

３ 被災地の総合衛生対策に関すること。 

４ 緊急医療救護所の設置及び運営に関すること。 

５ 各災対地域本部への支援に関すること。 

災
対
都
市
整
備
部 

都
市
整
備
政
策
部
長 

・都市整備政策部 

・施設営繕担当部 

・防災街づくり担

当部 

・環境政策部 

１ 公共建築物、被災建築物及び被災宅地の被害状況の調査並

びに危険度判定の総合調整に関すること。 

２ 公営住宅の被害状況の把握に関すること。 

３ 仮設住宅の整備等に関すること。 

４ 環境保全の調査及び対策に関すること。 

５ 土砂災害警戒区域等における警戒及び建物等に係る台風等

による風害への対応に関すること。 

６ 各災対地域本部への支援に関すること。 

災
対
土
木
部 

道
路
・
交
通
計
画
部
長 

・道路・交通計画

部 

・土木部 

・みどり 33 推進

担当部 

１ 土木・造園・建築関係民間協力団体への協力要請に関する

こと。 

２ 遺体の捜索、収容及び埋葬に関すること。 

３ 公共交通機関との連絡調整に関すること。 

４ 水防活動に関すること。 

５ 道路、河川、橋梁、溝渠（こうきょ）、水門、公園等の点検

整備及び応急復旧並びに障害物の除去に関すること。 

６ 土地、建物その他の工作物の一時使用又は土石、竹木その

他の物件の使用若しくは収用並びに工作物等の除去及び保

管に関すること。 

７ 警戒区域への立入り制限又は禁止及び警戒区域からの退去

命令に関すること。 

８ 各災対地域本部への支援に関すること。 

災
対
教
育
部 

教
育
政
策
・
生
涯
学
習
部
長 

・教育政策・生涯

学習部長 

・学校教育部長 

・教育総合センタ

ー長 

１ 災害時における応急教育に関すること。 

２ 学校教育施設の整備点検及び応急復旧に関すること。 

３ 学校機能の復旧及び調整に関すること。 

４ 学校災害対策本部との連絡調整に関すること。 

５ 避難所運営における各災対地域本部との協力に関するこ

と。 

６ 避難所における給食施設の調整に関すること。 

７ 各災対地域本部への支援に関すること。 
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２ 都の役割 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

建設局 

第二建設事務所 

１ 道路・河川及び橋梁の整備保全及び復旧に関すること。  

２ 水防に関すること。 

３ 道路・河川の障害物除去に関すること。 

建設局 

東部公園緑地事務所 
１ 都立公園等の保全、復旧及び震災時の利用に関すること。 

水道局 

南部支所桜丘庁舎 

世田谷営業所 

１ 応急給水に関すること。 

２ 水道施設の点検、整備及び復旧に関すること。 

 

下水道局 

南部下水道事務所 

１ 下水道施設の点検、整備及び復旧に関すること。 

２ 仮設トイレ等のし尿の受入れ及び処理に関すること。 

警視庁 

第三方面本部 

世田谷警察署 

北沢警察署 

玉川警察署 

成城警察署 

１ 被害実態の把握及び各種情報の収集に関すること。  

２ 被災者の救出救助及び避難誘導に関すること。  

３ 行方不明者等の捜索及び調査に関すること。 

４ 遺体の調査等及び検視に関すること。 

５ 交通の規制に関すること。 

６ 緊急通行車両確認標章の交付に関すること。 

７ 公共の安全と秩序の維持に関すること。 

東京消防庁 

第三消防方面本部 

世田谷消防署 

玉川消防署 

成城消防署 

１ 水火災及びその他災害の救助、救急情報に関すること。  

２ 水火災及びその他災害の予防、警戒及び防ぎょに関すること。 

３ 人命の救助及び救急に関すること。 

４ 危険物施設及び火気使用設備器具等の安全化のための規制指導

に関すること。  

５ 区民の防災知識の普及及び防災活動力の向上並びに事業所の自

主防災体制の指導育成に関すること。  

６ 応急救護知識技術の普及及び自主救護能力の向上に関するこ

と。 

消防団 

世田谷消防団 

玉川消防団 

成城消防団 

１ 水火災及びその他災害の警戒、防ぎょに関すること。  

２ 人命の救助及び応急救護に関すること。  

３ 地域住民の防災指導に関すること。 

 

  



第１章 区等の基本的責務と役割 

第２節 区、都及び防災機関の役割 

38 

第
１
章 区

等
の
基
本
的
責
務
と
役
割 

震
災
編 

第
２
部 

施
策
ご
と
の
具
体
的
計
画 

震
災
編 

第
１
部 

総
則 

震
災
編 

第
３
部 

災
害
復
興
計
画 

震
災
編 

第
４
部 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
防
災
対
策 

３ 指定地方行政機関の役割 

指定地方行政機関とは、指定行政機関の地方支分部局（内閣府設置法第 43条及び第 57 条（宮

内庁法第 18 条第１項において準用する場合を含む。）並びに宮内庁法第 17 条第１項並びに国

家行政組織法第９条の地方支分部局をいう。）その他の国の地方行政機関で、内閣総理大臣が

指定するものであり、区においては、以下の２機関が該当している。 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

国土交通省 
関東地方整備局 
東京国道事務所 
代々木出張所 

１ 管轄区域道路一般国道 20号、246 号のうち世田谷区内の保全施設等の整

備並びに保全に関すること。 

国土交通省 
関東地方整備局 
京浜河川事務所 
田園調布出張所 

１ 管轄区域河川の保全、施設等の工事及び保全に関すること。 

２ 管轄区域河川の雨量計、水位、流量、洪水予報、水防警報等の水防に関

すること。 

 

４ 自衛隊の役割 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

陸上自衛隊 

 第１普通科連隊 

（練馬駐屯地内） 

１ 災害派遣に係る準備に関すること。  

２ 災害派遣の計画の作成に関すること。  

３ 人命又は財産保護のために緊急に行う必要のある応急救援・応急医療又

は応急復旧に関すること。 

４ 災害救助のため防衛省の管理に属する物品の無償貸与及び譲渡に関する

こと。 

 

５ 指定公共機関の役割 

指定公共機関とは、独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他の公共的

機関及び電気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、内閣総理大臣が指定、告

示する機関であり、災害対策基本法第６条の規定に基づき、業務を通じて防災に寄与する責務

がある。 

平常時にあっては区防災会議、発災時にあっては区本部に出席を要請することが予定される

区の防災対策に資する指定公共機関として、区内においては、以下の機関が指定されている。 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

NTT 東日本 

（東京南支店） 

１ 電気通信設備の建設及び保全に関すること。 

２ 重要通信の確保に関すること。 

３ 気象予警報の伝達に関すること。 

４ 通信ネットワークの信頼性向上に関すること。 

５ 災害時の電気通信設備の復旧に関すること。 
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機関の名称 事務又は業務の大綱 

日赤東京都支部 

（世田谷区地区） 

１ 災害時における救護班の編成並びに医療及び助産救護の実施に関するこ

と。  

２ 義援金の受付及び配分に関すること。 

３ 日赤奉仕団による救援活動の協力に関すること。 

首都高速道路 

（東京西局） 

１ 首都高速道路等の建設及び保全に関すること。  

２ 首都高速道路等の災害復旧に関すること。  

３ 災害時における緊急交通路の確保に関すること。 

東京電力パワーグリッ

ド 

（渋谷支社） 

１ 電力施設等の建設及び安全保安に関すること。  

２ 電力需給に関すること。 

東京ガス 

（東京中支店） 

１ ガス工作物の建設及びそれらの維持管理に関すること。  

２ ガスの供給に関すること。 

日本郵便 

（世田谷郵便局） 

１ 災害救助法適用時における郵便業務に係る災害特別事務取扱及び援護対

策 

（１）災害地の被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

（２）被災者が差し出す郵便物の料金免除 

（３）被災地あて救助用郵便物等の料金免除 

（４）被災地あて寄付金を内容とする郵便物の料金免除 

２ 地方公共団体又は当社が収集した被災者の避難所開設状況及び避難者リ

スト等の情報の相互提供 

３ 当社が郵便物の配達等の業務中に発見した道路等の損傷状況の地方公共

団体等への情報提供 

４ 避難所における臨時の郵便差出箱の設置 

５ 前各号に掲げるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項 

ヤマト運輸 
１ 災害時における貨物自動車（トラック）等による救助物資等の輸送に関

すること。 

  



第１章 区等の基本的責務と役割 

第２節 区、都及び防災機関の役割 

40 

第
１
章 区

等
の
基
本
的
責
務
と
役
割 

震
災
編 

第
２
部 

施
策
ご
と
の
具
体
的
計
画 

震
災
編 

第
１
部 

総
則 

震
災
編 

第
３
部 

災
害
復
興
計
画 

震
災
編 

第
４
部 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
防
災
対
策 

６ 指定地方公共機関の役割 

指定地方公共機関とは、地方独立行政法人及び公共的施設の管理者並びに都道府県の地域に

おいて電気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人のうち、知事が指定告示する機

関であり、区内においては、以下の機関が指定されている。 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

京王電鉄 

小田急電鉄 

東急電鉄 

１ 鉄道施設等の安全保安に関すること。  

２ 利用者の避難誘導、駅の混乱防止に関すること。 

３ 災害時における鉄道車両等による救助物資及び避難者等の輸送の

協力に関すること。 

都トラック協会 

（世田谷支部） 

１ 災害時における貨物自動車（トラック）による救助物資及び避難者

等の輸送の協力に関すること。 

 

７ 協力機関の役割 

区は、災害時における応急・復旧業務を円滑に進めるため、事業者・団体等と応援協定を締

結し、災害時における協力を依頼している。 

主な協力機関は以下のとおりである。 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

世田谷区医師会 

玉川医師会 

１ 医療及び助産活動に関すること。 

世田谷区歯科医師会 

玉川歯科医師会 

１ 歯科医療に関すること。 

世田谷薬剤師会 

玉川砧薬剤師会 

１  薬剤の調剤及び服薬指導に関すること 

都柔道整復師会 

（世田谷支部） 

１ 柔道整復師会の協力に関すること 

世田谷サービス公社 
１ 災害時における広報活動及び被害状況等の伝達に関すること。 

２ 放送施設の保全に関すること。 

世田谷ケーブルテレビ協議会 

（２社） 

１ 災害時における広報活動及び被害状況等の伝達に関すること。 

２ 放送施設の保全に関すること。 

世田谷ボランティア協会 

１ 一般ボランティアの受け入れに関すること。  

２ せたがや災害ボランティアセンターの専門ボランティア登録

者の活動に関すること。 

３ 一般ボランティアの活動の実施に関すること。 

世田谷区社会福祉協議会 

１ 地域のボランティア要望の集約に関すること。 

２ 避難所及び自宅で避難している区民への福祉サポートに関す

ること。 

＊協力協定・覚書等一覧〔資料編資料第 144・P●●〕 
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第２章 区民と地域の防災力向上 

 

 

 

 

 

 

第２章 

区民と地域の防災力向上 
 

 

 

 

 

本章における対策の基本的考え方 

○ 自助・共助の重要性と対策の基本的考え方 

阪神・淡路大震災や東日本大震災などの過去の震災では、地震発生直後の区民同士等に

よる地域の助け合いによって多くの命が救われており、災害時における自助・共助の重要

性が明らかになっている。また、熊本地震では、女性の視点等を意識した避難所運営など

の重要性が再認識された。 

本章では、自助・共助の担い手となる区民、地域、消防団、事業所、ボランティアによ

る取組みを定めている。 

これらの主体は、「自らの生命は自らが守る」、「自分たちのまちは自分たちで守る」こと

を防災の基本理念として、災害に対する不断の備えを進めるとともに、各主体間の相互連

携、相互支援を強め、自助、共助による区民及び地域の防災力の向上を推進していく。 
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第２章 区民と地域の防災力向上

○ 死傷者を抑制するため、区民
えを推進していくことが必要

○ 近隣住民同士の助け合いにより発災時に一人でも多
くの命を救うため、「自助」、「共助」による取組
みを促進する必要がある

○ 消防団の定員の充足など

○ 発災時における事業所の役割
業継続等）を踏まえ、事業所の防災力の向上が必要

○ ボランティアが円滑に活動することができるよう
派遣をコーディネートする体制の構築が必要

○ 多様性に配慮した女性の

○自助の備えを講じている区民の割合を100％に到達 ○地区防災計画の検証や取組みの促進により、地区防災力を向上

○事業所防災計画の作成や防災区民組織等との災害時応援協定の締結の促進による事業所防災体制の強化

○災害時のボランティア活動支援を想定した訓練の実施等によるボランティア活動への支援体制の構築

第２節

第４節 到達目標

第５節 具体的な取組

地震前の行動（予防対策） 地震直後の行動（応急対策）

区民による自助の備え、防災の意識啓発、教育・
訓練の充実、外国人支援対策等

消防団員の確保、教育訓練、資機材整備の推進

事業所相互間及び事業所と防災区民組織等の連携
について啓発

区民自身による応急対策
係る支援等

防災区民組織等による初期消火等の実施

消防団による消火・救助・応急救護活動等の実施

事業所による初期消火・応急救護活動等の

○ 自助による区民の防災力向上

○ 地域による共助の推進

○ 消防団の活動体制の充実

○ 事業所による自助・共助の強化

○ 自助による応急対策の実施

○ 地域による応急対策の

○ 消防団による応急対策の

○ 事業所による応急対策の

ボランティアマッチングセンターの運営体制整備

○ ボランティアとの連携

○ 啓発物の配布、家具類の転倒等防止策等の推進等

○ 防災区民組織（町会・自治会等）の結成数 227団体
（平成28年4月1日現在）

○ 避難所運営本部の構成員が防災士を取得

○ 消防団員数は、定員約1,250 人に対し、1,075人

○ 関係団体（世田谷ボランティア協会、世田谷区社会
福祉協議会、区内ＮＰＯ、大学等）と連携し、ボラ
ンティアが円滑に活動できる体制づくりを推進

○ 多様性に配慮した女性の視点から災害時の対応につ
いて啓発するために、研修等を実施

第１節 現在の到達状況

防災区民組織の整備・充実、世田谷区区民防災会
議の運営、世田谷区地域防災リーダーの育成等

区外ボランティアの受入れに向けた準備等

○ ボランティアとの連携

研修等の実施、防災における女性等の参画の促進

○ 多様性に配慮した女性の視点の反映に向けた検討

最終版で修正 
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区民と地域の防災力向上

死傷者を抑制するため、区民一人ひとりの自助の備
えを推進していくことが必要

住民同士の助け合いにより発災時に一人でも多
くの命を救うため、「自助」、「共助」による取組

。

災害活動体制の充実が必要

発災時における事業所の役割（地域の救助活動・事
を踏まえ、事業所の防災力の向上が必要

が円滑に活動することができるよう、
する体制の構築が必要

視点を反映させる必要

○ 在宅避難の推奨とその準備に向けた普及・啓発、区
民の備蓄、自助・共助の精神の育成等を推進

○ 「自分たちのまちは自分たちで守る」意識の啓発、
実践的かつ効果的な防災訓練の推進、地区防災計画
の策定

○ 消防団員の募集、訓練及び資機材等の整備を推進

○ 行政や地域との協定締結、事業所防災計画の作成促
進等

○ 関係団体との連携強化等によるボランティア活動へ
の支援体制づくりの推進

○ 多様性に配慮した女性の視点を反映

の検証や取組みの促進により、地区防災力を向上 ○消防団活動体制の充実により、災害活動能力を向上

促進による事業所防災体制の強化

○災害時のボランティア活動支援を想定した訓練の実施等によるボランティア活動への支援体制の構築 ○多様性に配慮した女性の視点を反映

第２節 課題 第３節 対策の方向性

地震後の行動（復旧対策） 発災後１週間目途

具体的な取組

地震直後の行動（応急対策） 発災後72時間以内

よる応急対策、外国人の情報収集等に

防災区民組織等による初期消火等の実施

消防団による消火・救助・応急救護活動等の実施

事業所による初期消火・応急救護活動等の実施

自助による応急対策の実施

地域による応急対策の実施

消防団による応急対策の実施

事業所による応急対策の実施

区外ボランティアの受入れに向けた準備等 ボランティアマッチングセンターの設置・運営

ボランティアの活動環境の確保

○ ボランティアとの連携ボランティアとの連携

最終版で修正 
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第２章 区民と地域の防災力向上 

 

第１節 現在の到達状況と課題 

１ 自助による区民の防災力向上（在宅避難の推進等） 

防災対策では、区民一人ひとりによる自助の取組みが重要であることから、区は、「せたがや

防災」等の防災啓発物の作成・配布をはじめ、様々な媒体を通じた広報の実施により、自助の

必要性に係る意識啓発を行っている。 

また、区は、避難者多数による指定避難所の密集を回避し、適切な運営を可能とするため、

各家庭での食料や日用品などの備蓄向上を促すなど、在宅避難の推進に取り組んできた。 

具体的には、在宅避難支援事業（せたがや防災ギフト）の実施や在宅避難啓発冊子「災害時

お家生活のヒント」の全戸配布、防災訓練・イベントでの在宅避難の啓発、消火器・住宅用火

災警報器などの防災用品のあっせん、住宅の耐震診断・耐震化支援、家具転倒防止器具の取付

支援、電力提供施設（充電スポット）の整備などを行っている。 

【課題】 

被害想定では、区内死傷者が最大 7,777 人発生すると想定されており、こうした被害を抑

制するためには、建物の耐震化や家具類の転倒等防止対策の推進、出火の防止や初期消火の

強化などの備えを講じる必要がある。 

また、避難者多数による指定避難所の密集を回避し、適切な運営を可能とするためには、

在宅避難に必要な知識や準備についてのさらなる啓発・支援が必要である。 

 

２ 地域による共助の推進 

震災時には、発災直後の地域の助け合いが大きな効果を発揮する。そのため、主に町会・自

治会等、区民同士が協力して結成する防災区民組織は、各地域において防災訓練等の自主的な

取組みを進めている。また、防災塾等を通じて地区防災計画を策定・検証している。 

また、複数の団体で構成される避難所運営委員会は、避難所運営訓練を実施するなど、区民

相互の共助の意識を育て、近隣住民が支えあう普及啓発を行っている。 

○ 防災区民組織（町会・自治会等）の結成数 ········· 228団体（令和６年７月１日現在） 

※町会・自治会での組織率 ······················· 約 99％ 

○ 避難所運営訓練・防災教室等の実施数 ············· 約 572 回（参加者約 11万人） 

※実施数は令和５年度の実績 

＊避難所運営訓練・防災教室実施回数〔資料編資料第●・P●●〕 

○ 平成 25 年度以降区立施設や公共用地等にスタンドパイプを設置し、地域住民の操作訓練

を東京消防庁・消防署・消防団の指導で実施し、スタンドパイプの活用を推進 

○ 避難所運営委員会の構成員が防災士を取得 

○ 防災塾の実施（平成 25年度５地域・平成 26～30 年度 27 地区・令和元年度～28地区） 

※新型コロナウイルス感染症の流行により、令和２・３年度においては実施できていな

い地区がある。 

○ 地区防災計画（全 28地区）令和６年度策定 
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【課題】 

災害時は近隣住民同士の助け合いが大きな効果を発揮する。地域が一体となり、地域特性

に応じた災害対応組織や地区防災計画等を踏まえ、「自分たちのまちは自分たちで守る」とい

う機運を高め、「自助」、「共助」による取組みを引き続き促進していく必要がある。 

 

３ マンション防災における自助・共助の推進 

区内に居住する世帯は約 48 万世帯となっており、このうちマンション（３階建て以上の共同

住宅）に居住する世帯は約 24 万世帯となっている（令和２年国勢調査）。各地域においては、

主に町会・自治会等が結成する防災区民組織を中心に防災訓練等の自主的な取組みが進められ

ている。一方で、区の世帯数の約５割を占めるマンションについては、「東京とどまるマンショ

ン」（※）の普及等により自主的な防災活動への取組みを促しているものの、区内登録数は 10棟

863 戸（令和６年６月現在）となっている。 

※ 「東京とどまるマンション」 

停電時に水の供給やエレベーターの運転に必要な最小限の電源の確保（ハード対策）

や、防災マニュアルを策定し、居住者共同で様々な防災活動を行う取組（ソフト対策）

によって、災害時でも生活継続しやすいマンション（令和５年１月に「東京都 LCP 住宅」

から「東京とどまるマンション」に名称変更）。 

【課題】 

マンションについては、躯体が耐震化している場合では、被害が軽微であり在宅避難が可能

となる。しかし、居住者同士のつながりが稀薄化しているなどの問題によって、居住者に自助・

共助の考えに基づく意識高揚や日頃からの備えが不足し、ひいては在宅避難が困難となり、多

数のマンションの居住者が避難所に避難することが想定されることから、マンションの防災力

向上が必要である。 

 

４ 消防団の活動体制の充実 

災害時に、消火活動、救出・救助活動等を迅速に展開するためには、地域の実情に精通した

消防団が果たす役割が重要である。 

〔消防団の現況〕 

（令和６年７月１日現在） 

 分団数 定員 現在員 充足率 可搬ポンプ数 
防災資機材 
格納庫棟数 

世田谷消防団 18 分団 700 人 747 人 106.7％ 50 台 52 棟 

玉川消防団 11 分団 300 人 230 人 76.6％ 15 台 15 棟 

成城消防団 7 分団 250 人 246 人 98.4％ 20 台 20 棟 

区全体 36 分団 1250 人 1223 人 97.8％ 85 台 87 棟 
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【課題】 

区内の消防団は、定員約 1,250 人に対して、現員約 1,223 人となっており、定員充足など消

防団の活動体制を整える必要がある。 

 

５ 事業所による自助・共助の強化 

災害時には、自助・共助の考えに基づき、地域の区民と事業所が協力して被害の拡大を防ぐ

こと、事業継続を通じて地域住民の生活の安定化に寄与することが重要である。 

現在、区内の事業所では、地域の町会・自治会等との連携などの取組みが進められている。 

【課題】 

災害時において事業所は、地域の一員としての救助活動等を行うこと、事業継続を通じて地

域の経済活動や雇用を支えるなどの役割が求められている。災害時における事業所の役割を踏

まえて、事業所の防災力を一層向上する必要がある。 

 

６ ボランティア活動への支援 

災害時において、多岐にわたるボランティア活動が期待されることから、区は関係団体（世

田谷ボランティア協会、世田谷区社会福祉協議会、区内 NPO、大学等）と連携し、ボランティア

が円滑に活動できる体制づくりを推進している。 

本区で一般ボランティアの受付・避難所や在宅避難者宅等への派遣調整等を行う「ボランテ

ィアマッチングセンター」（運営主体：世田谷ボランティア協会）の設置場所については、区内

の５地域で大学と区で協定を締結している。 

総合支所 設置場所（協定締結先） 住所 

世田谷 昭和女子大学 世田谷区太子堂１－７－57 

北沢 国士舘大学 世田谷区世田谷４－28－１ 

玉川 日本体育大学 世田谷区深沢７－１－１ 

砧 日本大学商学部 世田谷区砧５-２-１ 

烏山 日本女子体育大学 世田谷区北烏山８-19-１ 

また、全国から集まるボランティアを円滑に受け入れるため、ボランティアコーディネータ

ーの養成研修を区内各地域で実施している。 

【課題】 

被害想定では最大約 25万人の避難者の発生が想定されており、首都直下地震等の発生時に

ボランティアが円滑に活動することができるよう、ボランティアの派遣をコーディネートす

る体制を強化するために区民コーディネーターの育成をいっそう充実させる必要がある。 

また、一般ボランティア、専門ボランティアなどの応援の受入に関して、適切に情報発信

する体制を整備する必要がある。 

 

７ 多様性に配慮した視点 

多様性に配慮した視点からの災害対策を進めるため、次の取組みを行っている。 

○ 避難所運営マニュアル（標準版・解説版）への多様性に配慮した視点の反映 

○ 世田谷区男女共同参画センターらぷらすにおける区民向け研修の実施 
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○ せたがや防災 NPO アクションによる女性・子ども子育て分科会の実施 

○ 外国人への防災教室等の実施による啓発 

○ 福祉避難所と連携した訓練等の実施 

○ せたがや女性防災コーディネーター養成研修等の実施 

○ 多様性に配慮した視点を反映した「世田谷版 HUG」（※）訓練の実施 

○ せたがや女性防災コーディネーターを講師とした地域啓発研修の実施 

※ 静岡県が作成した避難所運営を模擬体験するゲーム（HUG）に、多様性に配慮した視点を反

映させた世田谷区版の HUG 

〇 被災動物ボランティアの登録・研修会の実施（活動の詳細は第 9章：避難者対策を参照） 

【課題】 

過去の災害から、年齢、性別、LGBTQ などの性的指向及びジェンダーアイデンティティ、国籍、

障害の有無などにかかわらない多様性への配慮の必要性、重要性が再認識されており、災害時

及び平常時における多様性に配慮した視点からの準備、対策が必要である。 
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第２節 対策の方向性 

１ 自助による区民の防災力向上（在宅避難の推進等） 

区民一人ひとりが「自らが防災の担い手」であるとの自覚を高め、防災対策に取り組むよう、

防災意識の啓発を引き続き推進する。 

また、避難者多数による指定避難所の密集を回避し、適切な運営を可能とするため、家庭内

備蓄の促進などを含めた「在宅避難」を推進していく。さらに、区民一人ひとりの初期消火や

救出救助、応急救護に関する実践的かつ効果的な防災訓練の実施、外国人への情報提供や防災

知識の普及等も継続的に推進していく。 

 

２ 地域による共助の推進 

「自分たちのまちは自分たちで守る」という意識の啓発や、防災訓練の実施、地区防災計画

の検証や取組みを推進し、地域防災活動への区民の積極的な参加を促す。 

地域防災の中心を担う防災区民組織等に対する防災専門家の派遣や、核となる人材の育成を

通じ、地域防災活動の活性化を促進していく。 

また、災害時の区民のニーズにきめ細かく対応するため、地域や職場で防災活動の核となる

女性防災人材の育成を推進していく。 

 

３ マンション防災における自助・共助の推進 

災害時には、自助・共助の考えに基づき、初期消火や安否確認を行い、安全が確認できて自

宅にとどまることが可能であれば在宅避難が推奨されることから、居住者等への普及啓発や日

頃からの備え等を行うことが不可欠である。特に区内居住世帯の約５割をマンション（３階建

て以上の共同住宅）居住世帯が占めており、耐震性を満たすマンションにおいては、自助・共

助による在宅避難が期待できる。マンション居住者を対象とした説明会等により日頃からの備

えの大切さについての啓発を実施するほか、マンションの自主防災組織設置の働きかけなど、

マンションの防災力向上を推進していく。 

マンション防災には、都、区はもとより、不動産会社、管理会社などマンションに関わる団

体、企業が連携して取り組むことが重要である。 

都はマンション防災の共助の推進のために、停電時のエレベーターや水道の利用に必要な電

源の確保や、防災マニュアル策定等の防災対策を講じたマンションである「東京とどまるマン

ション」の普及を図っている。区も、同制度の普及を図っていく。 

 

４ 消防団の活動体制の充実 

初期消火や救出・救助活動などの活動を災害時に的確かつ迅速に実施できるよう、消防団員

の募集活動や地域住民、東京消防庁・消防署隊等と連携した訓練及び車両・資機材・拠点施設

の充実、必要な資格の取得など実践的な教育訓練体制の充実、青年層・女性層を始めとした団

員の入団促進等に取り組むものとし、地域住民と消防団員の交流等を通じ、消防団員がやりが

いを持って活動できる環境づくりを進める。  
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５ 事業所による自助・共助の強化 

行政や地域との協定締結や、事業所防災計画の作成促進等により、災害時において事業所が

自らの役割を果たすことができるよう、事業所の防災力向上を促進していく。 

 

６ ボランティア活動の支援体制づくりの推進 

災害時に被災地のニーズに即したボランティア活動が展開されるよう、都及び区、世田谷ボ

ランティア協会、世田谷区社会福祉協議会、区内 NPO 等との連携を強化する。 

世田谷ボランティア協会は、災害ボランティアコーディネーターの養成、ボランティアマッ

チングセンター及び地域のボランティア活動調整拠点（サテライト）の運営体制の整備、ボラ

ンティアの派遣調整等に関する訓練等を行うことにより、ボランティア活動の支援体制づくり

を推進していく。 

区は、ボランティアの受入に係るボランティア調整窓口を設置する。 

 

７ 多様性に配慮した視点の反映 

災害時及び平常時における対策に男女共同参画の視点及び年齢、性別、LGBTQ などの性的指向

及びジェンダーアイデンティティ、国籍、障害の有無などにかかわらない多様性の視点を反映

させる。 

せたがや女性防災コーディネーターとも協働し、多様性の視点への理解を地域に普及・啓発

するとともに、防災における女性の参画を引き続き推進する。 
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第３節 具体的な取組み 

第１ 予防対策 

１ 自助による区民の防災力向上（在宅避難の推進等） 

（１）区民による自助の備え（在宅避難の備え） 

区民は、「自らの生命は自らが守る」ため、また、過酷であることが想定される避難所生活

を回避するため、次に掲げる措置をはじめ、に必要な防災対策を推進する。 

○ 自助による３日分以上（推奨１週間）の食料備蓄 

○ 飲料水（１人１日分の最低必要量３リットル）を３日分以上（推奨１週間）の備蓄、

地域内の応急給水拠点の確認 

○ 建築物その他の工作物の耐震性及び耐火性の確保 

○ 日頃からの出火の防止 

○ 消火器、住宅用火災警報器等の住宅用防災機器の準備 

○ 家具類の転倒・落下・移動防止や窓ガラス等の落下防止、窓ガラスへの飛散防止フィ

ルム等の貼り付け 

○ ブロック塀の点検補修など、家の外部の安全対策 

○ 水、食料、医薬品、携帯ラジオなど非常持出用品や携帯トイレ・簡易トイレ（１人１

日約５回の想定、推奨１週間分）の準備 

○ 地震が発生した場合の家族の役割分担、避難や安否確認・連絡方法（災害伝言ダイヤ

ル（171）、災害用伝言板（web171）、家族の集合場所等））の各家庭における確認 

○ 買い物や片付けなど日頃の暮らしの中でできる災害への備え 

○ 自転車を安全に利用するための、適切な点検整備 

○ 災害時の情報収集や発信等に重要な携帯電話の充電バッテリー等の準備 

○ 在宅避難に向けた食品や生活用品を備える日常備蓄（ローリングストック）の実施（最

低３日間分、推奨 1週間分） 

○ 保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等の家庭での予防・安全対策 

○ 区、都、東京消防庁・消防署、防災区民組織等が行う防災訓練や防災事業への積極的

な参加、防災に対する知識・行動力の向上 

○ 町会や自治会などが行う、地域の相互協力体制の構築への協力 

○ 避難行動要支援者がいる家庭における、区の定める要件に従って、差支えがない限り

での、個別避難計画の作成や、区が作成する「避難行動要支援者名簿」に掲載する名簿

情報及び「個別避難計画」の避難支援等関係者への事前提供についての同意等の円滑か

つ迅速な避難への備え 

○ 災害時に備え、地域内の危険箇所の点検・把握、避難所、避難場所及び避難経路等の

確認・点検並びに適切な情報収集方法の確認 

○ 過去の災害から得られた教訓の伝承等による防災への寄与 
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（２）防災意識の啓発・在宅避難に向けた支援等 

区や各機関はその業務に応じ、区民に対する防災知識の普及・広報活動を積極的に行い、

防災意識の高揚に努めるとともに、自ら防災対策に取り組むよう、様々な機会を通じて啓発

を行う。 

また、区は、避難者多数による指定避難所の密集を回避し、適切な運営を可能とするため、

「在宅避難」について周知を図るとともに、「在宅避難」に向けた支援も行っていく。 

○ 防火・防災知識の普及啓発 

・ 大地震への備えと防災知識の普及 

・ 外国人に対する防災知識の普及 

○ 防災啓発物の配布や防災教室等を通じた避難所生活の過酷さと「在宅避難」に向けた

準備（食料、生活用品、携帯トイレ等）の必要性に関する啓発 

○ 在宅避難が困難な場合の縁故避難等分散避難の考え方の啓発 

○ 在宅避難に向けた防災用品のあっせん、その他支援事業の拡充 

○ 不燃化促進助成制度や耐震化支援制度等の周知・普及 

 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 

◎災対統括部 

○ 防災マップや防災パンフレット等（全区）の作成・配布 

○ 災害対策や防災情報のホームページへの掲載・SNS での発信 

○ 在宅避難に関する啓発物の発行や啓発イベントの継続的な実施 

○ 区民の在宅避難に向けた支援体制の構築 

災対地域本部 

○ 防災マップや防災パンフレット等（地域版）の作成・配布 

○ 災害対策や防災情報のホームページへの掲載・SNS での発信 

○ 防災教室の実施 

○ 在宅避難に関する啓発物の発行や啓発イベントの継続的な実施 

都水道局 
○ 地震発生に際しての水道局の応急対策・水の備蓄方法及び備蓄が

必要な理由に係る広報の実施 

警視庁・警察署 

○ 予防として区民等のとるべき措置等に係る広報の実施 

○ 防災展、防災訓練、各種会議、講習会等の機会や巡回連絡、防犯

座談会等、諸警察活動を通じての防災に係る広報活動の実施 

○ 大震災発生時等に交通規制の支援を行う交通規制支援ボランティ

アの確保、教養訓練の実施 

東京消防庁・消防署 

○ 「地震に対する 10 の備え」や「地震 その時 10 のポイント」、出

火防止、初期消火、救出救助及び応急救護の知識等に係る指導及び

ホームページ・SNS・消防アプリ等による広報の実施 

○ 要配慮者については、「地震から命を守る「７つの問いかけ」」を

活用した意識啓発 

○ 関係団体と連携した効果的な啓発活動の展開 

○ 消防団、災害時支援ボランティア、女性防火組織、消防少年団等
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機関名 対策内容 

の活動紹介及び加入促進 

○ 東京消防庁消防防災資料センター、都民防災教育センター等にお

ける常設展示及び体験施設による広報の実施 

○ ラジオ、テレビ、新聞等に対する情報提供・取材協力 

○ 出火防止及び初期消火に関する備えの指導 

○ 「はたらく消防の写生会」の開催及び表彰式を活用した防火防災

思想の啓発 

○ 防火防災への参画意識を高めるための、防火防災標語の募集及び

表彰式を活用した防火防災思想の啓発 

○ 防火防災上の安全性の確認や住宅用防災機器の設置等に関する指

導助言を行う「防火防災巡回」及び要配慮者を対象とする「住まい

の防火防災診断」の実施 

○ 家具類の転倒・落下・移動防止普及用リーフレットの作成・配布 

○ 家具類の転倒・落下・移動防止対策ハンドブックによる啓発 

○ 「地域の防火防災功労賞制度」を活用した都民の防災意識の普及

啓発 

○ 長周期地震動に関する防火防災対策の普及啓発 

京王電鉄 
駅構内・車内放送、京王ホームページ及びポスターなどの掲出によ

り情報提供を行う。 

小田急電鉄 
駅構内・車内放送、小田急ホームページ及びポスターの掲出により

情報提供を行う。 

東急電鉄 
駅構内・車内放送、東急電鉄ホームページ及びポスターの掲出によ

り情報提供を行う。 

NTT 東日本 

○ 防災展及び地域防災訓練等における災害用伝言ダイヤル（171）、

災害用伝言板（web171）の利用体験、防災パンフレット等の配布 

○ 災害用伝言ダイヤル（171）、災害用伝言板（web171）の利用方法

等の紹介 

○ 事前設置型災害用公衆電話の運用訓練支援 

○ 公衆電話の利用方法に関する啓蒙活動 

世田谷サービス公社 

（エフエム世田谷） 

震災時における混乱や被害を最小限にとどめるため、常時、世田谷

区に関する大規模地震発生時や大雨・洪水・大雪などの警報発令時に

割込み放送による災害情報の緊急報道を行うとともに、災害予防に関

するキャンペーン番組等を編成する。 

世田谷ケーブルテレ

ビ協議会 

震災等の災害発生時における区民の混乱や被害を最小限にとどめる

ため、平常時から区及びケーブルテレビ事業者間における情報伝達訓

練の実施及び災害予防等に関する告知類の実施に努める。 

日本郵便 
災害時における郵便業務災害特別事務取扱等について、パンフレッ

トや郵便局窓口への掲出等により周知する。 
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機関名 対策内容 

首都高速道路 

○ 地震発生時の対応などの情報を周知するパンフレットの配布や震

災時において、お客さま等が適切な判断や行動ができるよう、防災

対策に関する知識や避難対応などの情報をホームページにて紹介 

東京ガスグループ 

○ マイコンメーターの復帰操作やガスの供給・復旧状況を掲載する

“復旧マイマップ”等のホームページ掲載 

○ 地震や台風などの自然災害時の安全対策等の啓発や防災・安全対

策に関する取組みの紹介 

東京電力パワーグリ

ッド 

○ 災害時の電気関係の措置や利用者が行う事前の備え、感電事故防

止などについて、ホームページ等へ記載 

○ 停電・復旧情報等のホームページ、モバイルアプリ「TEPCO 速報」

でのプッシュ通知 

○ 災害に強い設備づくり、万一の災害に備えた復旧態勢の整備等、

具体的な防災対策のホームページへの掲載 

 

② 詳細な取組み内容 

【実施主体】区災対統括部、区災対地域本部 

ア 防災啓発物の配布   イ 区報（区のおしらせ）の活用 

ウ 防災教室の実施・防災研修会の実施 エ 啓発イベントの実施 

オ ホームページ    カ 世田谷区防災ポータル 

キ 災害・防犯情報メール   ク Ｘ（エックス：旧ツイッター） 

ケ エフエム世田谷の活用   コ 緊急地震速報の周知 

サ 防災用品等のあっせん、普及促進 シ 防災ビデオ・ＤＶＤ 

ス 街路消火器の活用 

 

（３）防災教育・防災訓練の充実 

幼児期から社会人までの継続した総合的な防災教育の推進により、生涯にわたる自助・共助

の精神を醸成する。防災知識の普及等を推進する際には、性別による視点の違いに配慮し、女

性の参画の促進に努めるとともに、女性や青年など幅広い人材から防災リーダーの育成を支援

していく。 

また、区民一人ひとりの防災行動力の強化をするため直接参加できる防災訓練を実施し、広

報等により訓練参加者の増加を図る。防災区民組織などが中心となり、自主的に訓練を行える

ように啓発や必要な支援を行っていく。 

さらに、災害教訓の伝承として、過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世

に伝えていく。 
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〔区民参加訓練の種類〕 

訓練名 内容 

避難所運営訓練 

指定避難所となる小中学校等の避難所運営委員会を基盤とした避難

所運営訓練や避難所宿泊訓練を実施し、町会・自治会や学校・PTA 等と

の連携を深める。 

地区防災訓練等 
地区住民相互の協力関係を推進するため、町会・自治会等地区住民

が、主体となりまちづくりセンターの管内ごとに結集し、実施する。 

防災教室 
地域の防災主体（防災区民組織や町会・自治会、マンション管理組合、

事業所、学校等）が自主的に防災訓練を実施する。 

 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 

◎災対地域本

部 

○ 防災区民組織の育成・支援 

○ 避難所運営訓練や地区防災訓練、防災教室等の支援・実施 

○ 実践的な防災訓練を通じた区民の防災行動力の向上の推進 

○ 多様性に配慮した視点からの防災対策の普及啓発 

災対区民支援

部 
○ 男女共同参画の視点を踏まえた防災知識の普及・啓発 

警視庁・警察署 
○ テロ対策のために警視庁・警察署で実施している研修会・合同訓練の

実施と幼稚園、小・中・高校を対象とした防災教育の推進 

東京消防庁・消防

署 

○ 区民の防災意識の調査や出火防止対策、初期消火体制等の実態の把

握、効果的な訓練の推進 

○ 防災区民組織等に対する地域特性に応じた実践的な訓練の推進 

○ 出火防止等に関する教育・訓練の実施 

○ 区民の応急救護に関する技能の向上 

○ 教育機関等と連携した総合防災教育の推進 

○ 要配慮者の防災行動力を高めるための訓練の推進 

○ 消防団と連携した防災教育・防災訓練の実施 

○ 女性防火組織、消防少年団及び幼年消防クラブの育成指導の実施 

○ 初歩的な訓練のほか、街区を活用した発災対応型訓練など実戦的な

訓練や都民防災教育センターにおけるＶＲ（災害疑似体験）コーナー等

を活用した体験訓練の実施 

○ ＶＲ防災体験車、起震車、まちかど防災訓練車を活用した身体防護・

出火防止訓練及び初期消火訓練の推進 

○ デジタルコンテンツを活用したリモート防災学習教材の整備・充実 

○ 区民の自主救護能力の向上に寄与する応急手当普及用資器材の整

備・充実 

○ 区民等に対し、ＡＥＤの使用方法を含めた救命講習を実施するとと

もに、誰もが安心して応急手当を実施できる環境を整備 
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機関名 対策内容 

○ 一定以上の応急手当技能を有する区民に対する技能の認定等、区民

の応急救護に関する技能の向上 

○ 都立特別支援学校等で行われる宿泊防災訓練における総合防災教育

の実施 

○ 都教育庁が指定する安全教育推進校における実践的な防災訓練、応

急救護訓練等の実施 

○ 小学生には救命入門コース、中学生には普通救命講習、高校生には上

級救命講習の受講を推奨 

○ 町会・自治会本部を中心に、民生児童委員、町会員等と連携した避難

行動要支援者の安否確認要領及び救出救護要領の確認を取り入れた防

災訓練の実施 

関東地方測量部 ○ 都、市区町村と連携した自然災害伝承碑の取組推進 

 

② 詳細な取組み内容 

【実施主体】区災対区民支援部 

○ 男女共同参画センターらぷらすにおいて、研修会等の実施により防災知識の普及啓発

を図る。 

 

（４）外国人支援対策 

在住外国人及び外国人旅行者等に対し、平常時から、防災知識の普及や地域行事を利用した

防災訓練の実施等を推進していく。 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 

◎災 対区民

支援部 

○ 在住外国人及び外国人旅行者等への防災知識の普及を推進 

○ 災害関連標識等の外国語標記の推進 

○ 地域の防災訓練に参加する外国人への支援 

災対 地域本

部 

○ 在住外国人及び外国人旅行者等への防災知識の普及を推進 

○ 地域の防災訓練に参加する外国人への支援 

災対統括部 
○ 在住外国人及び外国人旅行者等への防災知識の普及を推進 

○ 災害関連標識等の外国語標記の推進 

都各局 

○ 「やさしい日本語」を含む多言語での在住外国人及び外国人旅行者等への防災

知識の普及・啓発等 

○ 在住外国人のための防災訓練の実施 

 

② 詳細な取組み内容 

【実施主体】区災対区民支援部 

○ 各総合支所や地域の国際交流活動団体と連携し、外国人参加の防災訓練や防災講座、

防災教室、多言語対応防災マニュアル、防災マップの作成などを通じて「やさしい日本
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語」を含む多言語での防災知識の普及を図る。その際、外国人が共助の担い手にもなり

得ることに留意する。 

○ 消火器、街区表示板、避難標識や避難所施設内の掲示物等の外国語標記を推進する。 

○ ボランティア等を活用し、地域の防災訓練に参加する外国人への支援を推進する。 

 

２ 地域による共助の推進 

（１）対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

防災区民組織 

○ 防災に関する知識の普及や出火防止の徹底 

○ 初期消火、救出救助、応急救護、避難など各種訓練の実施 

○ 消火、救助、炊出資器材等の整備・保守及び携帯トイレ・簡易ト

イレ等の備蓄 

○ 地域内の危険箇所の点検・把握及び地域住民への周知 

○ 地域内の避難行動要支援者の把握及び避難行動要支援者の個別

避難計画作成等の災害時の支援体制の整備 

○ 行政や地域内の企業・事業所との連携・協力体制の整備 

区 

 ○ 災害時の自助と共助の共通意識の啓発 

◎災対地域本部 

○ 防災区民組織等を主体とした地域の区民相互の協力体制づくり

の推進 

○ 災害時に介護や支援が必要な高齢者や障害者、外国人等要配慮者

の救援体制の整備・実施 

災対保健福祉部 ○ 避難行動要支援者の救援体制の整備 

災対区民支援部 〇 外国人等の救援体制の整備 

災対医療衛生部 
○ 在宅で人工呼吸器を使用する方を対象に作成した、災害時に支援

を行う個別支援計画の点検及び支援体制の整備 

警視庁・警察署 

○ テロ対策のために警視庁・全警察署（102 署）に展開している地

域版パートナーシップを震災対策に活用した「地域の絆づくり」に

向けた取組み、地域特性に応じた地域防災力強化の推進 

東京消防庁・消防署 

○ 防災意識の啓発（再掲） 

○ 防災教育・防災訓練の充実（再掲） 

○ 軽可搬消防ポンプやスタンドパイプ等を活用した実践的な初期

消火対策を指導し、防災市民組織等における初期消火体制の強化を

推進 

○ 初期消火マニュアルを活用し、防災区民組織等への指導を実施 

○ 防災区民組織のリーダーに対する実践的な講習会等の開催 

○ 防災区民組織の救出救護班員及び区民に対する、救出活動に関す

る知識及び技術の普及・啓発活動の推進 

○ 区と連携した防災区民組織の活性化の推進 

○ 長周期地震動に関する防火防災対策の普及啓発（再掲） 
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機関名 対策内容 

都水道局 
○ 消火栓等及び避難所応急給水栓からの応急給水用資器材の貸与

等による、区と防災区民組織等が自主的に行う応急給水の支援 

都総務局 

○ 防災区民組織へ防災の専門家を派遣し、活動を活性化 

○ 都民を対象とする、災害時における自助・共助の重要性や一人ひとりの備え

を周知するための普及イベントを防災機関と連携して開催 

○ 区市町村と連携し、都内全域の防災市民組織リーダーを対象とした、実践的

な研修の実施 

○ 区市町村や事業所と連携し、地域や職場などで防災活動の核となる女性の防

災人材の育成 

民生委員・児童委員 

○ 法に基づくしくみとして区内全域を網羅したネットワークを構成し、平時よ

り担当地区内の高齢者等の見守りを実施 

○ 災害時でも、民生委員・児童委員制度の趣旨に沿った活動を実施 

 

（２）詳細な取組み内容 

① 防災区民組織の整備・充実 

【実施主体】区災対地域本部、東京消防庁・消防署 

ア 計画目標 

区民が町会や自治会等を母体とした自主的な地域の防災組織を防災区民組織として結

成し、地震災害に対処できる体制を確立する。 

＊防災区民組織一覧〔資料編資料第●・P●●〕 

＊防災区民組織結成現況〔資料編資料第●・P●●〕 

＊防災区民組織の育成に関する要綱〔資料編資料第●・P●●〕 

イ 現況 

区は、区内の町会や自治会等の地域の区民組織に対し、防災区民組織の結成を働きか

け、助成金の交付、資機材の供与等必要な支援を行い、防災区民組織の育成強化の促進

を図る。 

ウ 事業計画 

（ア）防災区民組織未結成の町会・自治会への結成の働きかけ、育成指導 

＊防災区民組織活動奨励金の交付及び防災資機材の整備の助成に関する要綱 

〔資料編資料第●・P●●〕 

（イ）消火用防災資機材の配備 

震災時における初期消火及び延焼防止対策の一環として、消火用防災資機材置場・

運用人員等の受け入れ態勢の整った防災区民組織に、スタンドパイプ等を配備し、災

害時に対応できる防災区民組織の確立を図る。 

（ウ）防災区民組織の充実 

地震時における迅速、的確な防災行動力を身につけるため、防災区民組織にあって

は平素から初期消火、救出等の各種防災訓練を活発に行い、また、災害時の防災活動

に必要な知識及び技術を習得しておくことが必要である。 

このために、次の事項を推進し、組織の充実・活性化を図る。 

Ａ 防災に関する知識の普及及び出火防止の徹底を図る。 
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Ｂ 初期消火、救出救助等各種訓練を実施する。 

Ｃ 地域内の火災や救助に関する危険個所や避難行動要支援者を把握する。 

Ｄ 組織の役割分担の明確化及び情報連絡体制の確立を図る。 

Ｅ 活動奨励金や資機材助成などにより防災区民組織の活動を支援する。 

（エ）防災区民組織と事業所等との連携体制 

地震による火災等の災害から区民や地域社会を守るためには、地域ぐるみの対応が

必要であり、このため、地域の防災区民組織と事業所の自衛消防組織等が相互に協力

して連携できる体制を整備する。また、店舗併用住宅のような防火管理義務のない小

規模事業所については、地域の防災区民組織等の一員として活動するよう指導する。 

② 世田谷区区民防災会議の運営 

ア 計画目標 

「区民防災会議」は、地域や地区における区民主体の自主防災活動の調整や防災関係

機関及びライフライン機関との連携などの場となるとともに、災害時の「助けあいネッ

トワーク」づくりの推進主体としての役割を担う。 

＊世田谷区区民防災会議規約〔資料編資料第●・P●●〕 

イ 基本構成 

地域や地区の身近な防災活動の中心である町会・自治会組織を基盤とした防災区民組

織、学校協議会、PTA や民生委員・児童委員協議会、日赤、民間非営利団体等多様な分野

の地域活動団体、高校や大学などの国公立や私立の学校施設、商店街や事業所等も含め、

各々の地域特性や取り組み状況に合わせて、編成する。 

ウ 推進手順 

昭和 54 年に設置の世田谷区区民防災会議の前身である地域防災推進協議会を基本と

して、全区・地域・地区の活動レベルに合わせて、充実・再編成を行い区民防災会議の

機能強化を進める。 

（ア）世田谷区区民防災会議 

災害時の助けあいネットワークの調整組織 

（イ）○○地域区民防災会議 

災害時の助けあいネットワークの推進組織 

（ウ）○○地区区民防災会議 

災害時の助けあいネットワークの実践組織  
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（エ）基本組織 

 

 

③ 世田谷区地域防災リーダーの育成等 

○ 町会・自治会等の防災区民組織で活動する区民を主な対象として、世田谷区地域防災リ

ーダー養成講座を実施し、平成 17 年度からの３年間で、約 300 名の世田谷区地域防災リー

ダーを養成した。養成後は、講座で培った知識や技術を活かして、町会・自治会等で実施

する防災訓練等に参加するとともに、地域防災リーダーに対するフォローアップ研修など

を通じた支援を行っている。 

○ 避難所運営体制の強化のための人材育成として、避難所運営委員会の構成員等に対する

防災士認証登録支援を行う。また、育成された防災士は地域防災活動の担い手として活動

を促進する。 

○ 防災活動を行っている区民や団体等を対象に、男女共同参画の勉強会や研修会等を開催

する。 

 

④ 避難所運営委員会への支援 

区は、避難所運営活動にかかる支援（活動物品・訓練物品、チラシなど）や訓練参加者の

促進などを目的として避難所運営訓練時等で防災啓発物品等の配布などを行う。 

  

世 田 谷 区 区 民 防 災 会 議 

総 会 

（総合支所） 

○○地区区民防災会議 

世 田 谷 区 区 民 防 災 会 議 

基
本
構
成
例
示 

商店会 
日赤奉仕団 
婦人会 
消防団 
高齢者クラブ 
小学校ＰＴＡ 
中学校ＰＴＡ 
小学校校長 
中学校校長 

町会・自治会 

青少年地区委員 
 
 

大学施設 
高校施設 

事業所自衛消防施設
青年会議所 
商工会議所 
各種ボランティア団体
広域避難場所内施設 
民間協力協定団体 
etc  

マンション管理組合 
保育園施設 
幼稚園施設 
社会福祉法人 
医療機関 

役 員 会 

正 副 会 長 会 

総 会 

（まちづくりセンター） 

 

地
域
委
員
会 

防災機関・ライフライン機関[オブザーバー] 

 

専
門
委
員
会 

世田谷区 

防災会議 

○○地域区民防災会議 
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⑤ 地域・地区への支援強化 

都の新たな被害想定や防災塾での課題検討等を踏まえ修正した地区防災計画に基づき、ス

タンドパイプの設置などの出火防止、初期消火対策の推進を含め、地域・地区への支援を強

化していく。 

 

３ マンション防災における自助・共助の推進 

マンション居住者は、本章第３節の第１予防対策「１ 自助による区民の防災力向上（在宅避

難の推進等）」及び「２ 地域による共助の推進」に掲げる対策を推進するとともに、マンション

防災における自助・共助に取り組む。取組みにあたっては、次に掲げるマンション特有の課題も

考慮して行う。 

・ エレベーターが使用不可となることを踏まえた日常備蓄の実施 

・ 排水管等の修理が終了していない場合はトイレが使用不可となることを踏まえた携帯トイ

レ・簡易トイレの準備 

 

（１）対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 

◎災対地域本部 

災対統括部 

災対都市整備部 

○ マンション居住者や管理組合等がマンション防災における自

助・共助に取り組むよう啓発や防災教育を行う。 

都総務局 

○ マンション防災に係る各種冊子・パンフレットの作成、配布 

○ マンション防災セミナーの開催 

○ マンション管理組合等へ防災の専門家を派遣し、活動を活性化 

都住宅政策本部 

○ 耐震化の必要性や耐震化の事例、支援制度等の情報をマンションポータル

サイトで発信するとともに、パンフレットを作成し、管理組合へ郵送やメー

ルで送付 

○ ガイドブック等を活用し、災害への備えとして管理組合が取り組むことが

望ましい事項等について普及啓発 

○ 在宅避難の必要性とそれに向けた取組について居住者の声を交えマンシ

ョンポータルサイト等で発信し「東京とどまるマンション」制度を周知 

○ 防災対策に取り組む意欲のあるマンションに対してマンション管理士を

派遣し、自主防災組織の設立に関する手続支援や円滑な合意形成に向けた助

言等を実施 

○ 登録マンション管理組合に対する防災備蓄資器材の購入支援 

○ 「マンション管理ガイドブック」による地域コミュニティとの連携促進 

不動産会社等 

○ マンションを販売した際に、購入者に対する、（賃貸の場合は、賃借人に対

する、）災害時にマンションに想定される被害とその備えについての周知に

協力する。 

○ マンション購入者（賃貸の場合は賃借人）に対する、都が実施するセミナ

ーや防災の専門家を派遣する制度の周知に協力する。 

マンション管理組合・マン

ション管理会社等 

○ マンション居住者に対する、自助の備えの周知や、（自治会があれば自治会

と連携し、）防災計画の作成、訓練の実施など共助の取組についての周知に協

力する。 

○ マンション居住者に対する、都が実施するセミナーや防災の専門家を派遣

する制度の周知に協力する。 
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（２）詳細な取組み内容 

【実施主体】区災対地域本部、災対統括部、区災対都市整備部 

○ マンション居住者や管理組合等がマンション防災における自助・共助に取り組むよう

啓発や防災教育を行う。 

・ 非常用電源の確保 

・ エレベーターが使用不可となることを踏まえた日常備蓄の推進 

・ 排水管等の修理が終了していない場合はトイレ使用不可となることを踏まえた携帯

トイレ・簡易トイレの準備の推進 

・ マンション居住者を対象とした説明会 

・ 防災区民組織の育成、防災教室などの支援 

・ マンションの自主防災組織設置の働きかけ 

・ 都が実施する「東京とどまるマンション」やマンション防災セミナー、マンション

管理組合等への専門家派遣制度等の活動の周知 

 

４ 消防団の活動体制の充実 

（１）対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

東京消防庁・消防署・消

防団 

○ 消防団員の確保 

○ 消防団員の教育訓練 

○ 消防団資機材・分団本部施設等の整備 

○ 地域等と連携した防災対策の推進 
区 

◎災対地域本部 

災対統括部 

 

（２）詳細な取組み内容 

【実施主体】東京消防庁・消防署・消防団、区災対地域本部、区災対統括部 

○ 消防団の存在と活動を知ってもらう広報や女性、学生、会社員などをターゲットにした

消防団員の募集広報を積極的に展開し、消防団員の確保策を更に促進する。 

○ 女性、学生などの対象に応じたリーフレットや消防団を紹介するホームページの活用な

ど、多様な手法で消防団を PRし、入団等を促進する。また、大規模災害団員などの制度の

活用、消防団員の活動環境の整備、消防団の相互連携体制の構築等を進める。 

○ 教育訓練の推進による消防団員の応急救護技能の向上を図る。 

○ 新入団員への入団教育を充実させ、災害活動技能の早期習得を図る。 

○ 消防団員が有している重機操作、自動車等運転の各種資格を震災等の大規模災害時に有

効に活用できるよう訓練を推進する。 

○ 消防団の活動等に係る自主学習用教材を活用するなど、団員の生活に配慮した訓練方法

により、団員の仕事や家庭との両立を図る。 

○ 地域住民等に対する防火防災教育訓練を通じて消防団と地域住民等との連携を強化し、

地域防災力の向上を図る。 

○ 震災時の火災対応や救助活動を実施するため、消防団活動の拠点となる分団本部施設の

整備をはじめ、活動に必要な資機材や可搬ポンプ積載車（緊急自動車）等を整備する。 
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○ 各種資機材やマニュアル等を活用して地域特性に応じた教育訓練を実施し、災害活動能

力及び安全管理能力の向上を図る。 

○ 消防団に積極的に協力している事業所を「消防団協力事業所」として認定し、地域防災

体制の一層の充実を図る。 

○ 消防団員への訓練に e-ラーニングを活用するなど、能力開発の推進を図る。 

 

５ 事業所等による自助・共助の強化 

（１）対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

事業所等 

○ 災害時の企業の果たす役割として帰宅困難者対策や事業継続計

画（BCP）などの策定 

○ 組織力を活用した地域活動への参加、防災区民組織等との協力、

帰宅困難者対策の確立など地域社会の安全性向上対策 

区 

◎災対地域本部 

災対統括部 

災対区民支援部 

○ 事業所相互間の協力体制等との連携を強めるなど、地域との協

力体制づくりを推進 

東京消防庁・消防署 

○ 事業所の自衛消防に関する活動能力の充実、強化 

○ 事業所の救出・救護活動能力の向上 

○ 事業所防災計画の作成指導 

○ 危険物施設等の防災組織に対し、消防法等に基づき、自衛消防

組織の結成を指導 

○ 防火管理者、防災管理者、危険物取扱者等の各種消防技術者及

び区民を対象とした講習会等の実施 

○ 事業所防災計画作成促進を目的とした冊子の作成・配布 

○ 東京都震災対策条例第 11 条の都市ガス、電気、通信その他の防

災対策上重要な施設に指定された事業所との連携訓練の実施 

○ 区民や事業所を対象とした応急救護知識・技術の普及 

都総務局 ○ 事業所相互間の協力体制の推進 

都環境局 
○ 高圧ガス保安について、地域防災協議会の充実、防災計画の策定等を指導 

○ 火薬類の保安について、平常時、震災時等の自主保安体制の整備を指導 

都産業労働局 

○ 都内中小企業の BCP の策定に係る取組みを支援 

○ BCP の実効性を高めるため、企業が取り組む対策に係る費用の一部を補助 

○ 都内中小企業による危機管理関連製品等の開発改良・実用化を支援 

 

（２）詳細な取組み内容 

【実施主体】区災対地域本部、災対統括部、区災対区民支援部 

○ 事業所相互間及び事業所と防災区民組織等との連携の重要性について、広く啓発に努め

る。 
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【実施主体】事業所等 

○ 災害時の企業の役割（生命の安全確保、二次災害の防止、帰宅困難者対策、事業の継続、

地域貢献・地域との共生）を果たすため、次のような対策を図る。 

・ 帰宅困難者対策に係る「大規模な集客施設や駅等における利用者保護ガイドライン」

を参考に、利用者の保護に係る計画を作成し、あらかじめ事業所防災計画や事業継続計

画（BCP）等の計画に反映 

・ 社屋内外の安全化、防災資器材や水、食料等の非常用品の備蓄（従業員の３日分）等、

従業員や顧客の安全確保対策、安否確認体制の整備 

・ 災害時における重要業務継続のための事業継続計画（BCP）を策定し、事業活動拠点で

ある事務所、工場等の耐震化の推進、事業のバックアップのシステムやオフィスの確保、

災害に即応した要員の確保、迅速な安否確認などの事前対策の推進 

・ 組織力を活用した地域活動への参加、帰宅困難者対策の確立など地域社会の安全性向

上対策 

・ 地震発生時における施設の利用者等の安全確保や機械の停止等により被害の拡大防止

を図るため、緊急地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう努める。 

・ 要配慮者利用施設においては、介護保険法関係法令等に基づき自然災害からの避難を

含む非常災害に関する具体的計画を作成 

○ 自衛消防隊が、震災に備えた装備を活用し、発災初期段階での救出・救護活動を行える

よう、自衛消防隊員その他の従業員等の救出技術の向上を図る。 

•  防火管理者の選任を要する事業所 

消防法第８条、第８条の２等により、規定された自衛消防隊の訓練等の指導を推進す

る。 

•  自衛消防組織の設置義務のある事業所 

消防法第８条の２の５により設置された自衛消防組織が災害時に効果的な対応ができ

るように組織行動力の育成を推進する。 

•  防災管理者の選任を要する事業所 

消防法第 36 条により、隊の編成、避難訓練の実施などが規定されている自衛消防組織

が、災害時に効果的な対応ができるように組織行動力の育成を推進する。 

•  自衛消防活動中核要員の配置義務のある事業所 

‐ ホテル、旅館、百貨店など多数の収容人員を有する一定規模以上の事業所は、火災

予防条例第 55条の５により、自衛消防技術認定証を有する者のうちから、自衛消防活

動の中核となる要員（自衛消防活動中核要員）を配置することが義務付けられている。 

‐ 震災時には、自衛消防活動の知識・技術を持つ自衛消防活動中核要員が中心となっ

て活動することが有効である。このことから、自衛消防活動中核要員を中心とした自

衛消防訓練等の指導を推進する。 

‐ 自衛消防活動中核要員の装備として、救出器具、応急手当用具の配置を推進する。 

•  防火管理者及び防災管理者の選任を要しない事業所 

火災予防条例第 55条の４により、自衛消防活動を効果的に行うため自衛消防の組織

を編成し、自衛消防訓練を行うよう努めることが規定されている。震災発生時におい
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ては、編成された組織が自衛消防隊として活動することが有効である。このことから、

自衛消防隊の訓練等の指導を推進する。 

 

【実施主体】東京消防庁・消防署 

○ 事業所防災計画の作成指導 

事業所に対し、事業所防災計画の作成促進を目的とした冊子を配布し、東京都震災対策

条例第 10 条及び第 11 条に基づく事業所防災計画の作成を指導し、事業所の自主防災体制

の充実強化を図る。 

 

６ ボランティアとの連携 

（１）一般ボランティアとの連携 

大規模災害における被災地のニーズに即した円滑なボランティア活動を支援するため、各機

関は平常時より市民活動団体等を含め、相互に連携を図る。 

機関名 活動内容 

区 

◎災対保健福祉

部 

○ 世田谷ボランティア協会、社会福祉協議会等との連携によるボラ

ンティアマッチングセンター及び地域拠点（サテライト）の設置・

運営体制の構築 

○ 平常時から、世田谷ボランティア協会、社会福祉協議会等と協働

し、幅広いネットワークを構築 

災対区民支援部 
○ 平常時から、市民活動団体等と協働し、幅広いネットワークを構

築 

災対統括部 
○ ボランティアマッチングセンター及び地域拠点（サテライト）の

場の確保 

災対地域本部 ○ 災害に備えた地域とのネットワークづくり 

世田谷ボランティア

協会 

○ 防災・災害に関する啓発活動や訓練 

○ 災害時に活動するボランティアコーディネーターの養成 

○ 災害に備えたネットワークづくり 

○ 専門ボランティア等の人材登録 

○ ボランティアマッチングセンター及び地域拠点（サテライト）の

場の確保（区災対統括部、協定締結大学、避難所運営委員会との連

携）と運営体制の整備 

○ 一般ボランティアの募集の事前準備 

○ ボランティアの区内の移動手段に関する事前調整 

社会福祉協議会 
○ 在宅避難者の支援に係るボランティアニーズの情報収集体制の構

築 

せたがや防災 NPO ア

クション 

○ 区内外 NPO 等のネットワークの構築 

○ 災害時の活動の具体化に向け、事前に検討を実施 

都各局 

○ 東京都ボランティア・市民活動センターとの連携による災害ボランティアコ

ーディネーターの計画的な養成、東京都災害ボランティアセンターの設置・運

営訓練等を実施 
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機関名 活動内容 

○ 防災（語学）ボランティア、応急危険度判定員、被災宅地危険度判定士、建設

防災ボランティア等との連携 

○ 災害時、東京都ボランティア・市民活動センター内に設置する東京都災害ボ

ランティアセンターの代替設置場所を確保 

 

（２）専門ボランティアとの連携 

区災対各部（各専門ボランティアの担当部）は、防災・災害に関する啓発活動や訓練、災害

時に活動するボランティアの養成、活動場所の確保などを実施する。 

 

（３）東京都防災ボランティア等との連携 

都は、平成７年５月「東京都防災ボランティアに関する要綱」を策定し、事前に講習や訓練

を実施する登録制度を採用して、ボランティアの拡充を推進している。 

＊東京都防災ボランティア等一覧〔資料編資料第●・P●●〕 

 

（４）交通規制支援ボランティアとの連携 

警視庁は、大震災等の発生時に交通規制を支援する「交通規制支援ボランティア」について、

平成８年８月から運用を開始している。「交通規制支援ボランティア」は、警察署長からの要請

により、警察官に協力し、交通の整理誘導、交通広報並びに交通規制用装備資器（機）材の搬

送及び設置などの活動を行い、緊急交通路等の確保や信号機滅灯時の対応の強化を図っている。 

＊東京都防災ボランティア等一覧〔資料編資料第●・P●●〕 

 

（５）東京消防庁災害時支援ボランティアとの連携 

東京消防庁では、震度６弱以上の地震や大規模な自然災害が発生した場合、あらかじめ登録

した消防署へ自主的に参集し、消防職員の指導と助言により、消防署内における後方支援活動

や応急救護活動などを実施する専門ボランティアとして「災害時支援ボランティア」の募集及

び育成を行っている。 

＊東京都防災ボランティア等一覧〔資料編資料第●・P●●〕 

 

（６）赤十字ボランティアとの連携 

主に災害発生直後から復旧にかけての期間において、日本赤十字社世田谷支部は避難所等に

おいて、被災者の自立支援と被災地の復興支援を目的に支援活動を行う。 

＊東京都防災ボランティア等一覧〔資料編資料第●・P●●〕 
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７ 区民・行政・事業所等の連携 

（１）対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 

災対地域本部 

○ 地域、事業所、ボランティア間相互の連携体制の推進 

○ 町会・自治会等の体制強化をはじめとした地域コミュニティの

活性化対策を図り、地域の防災まちづくりへの積極的な参加等を

促すなど地域防災体制の強化促進 

○ 防災訓練等の実施 

○ 地区防災計画の作成の推進・支援 

◎災対保健福祉部 ○ 避難行動要支援者の支援ネットワークの推進 

災対区民支援部 ○ ボランティアとの平常時からの連携 

世田谷ボランティア協

会 

○ 区や社会福祉協議会、区内 NPO との連携 

○ 防災訓練等への参加 

社会福祉協議会 
○ 区や世田谷ボランティア協会、区内 NPO との連携 

○ 防災訓練等への参加 

区内 NPO 

○ 区や世田谷ボランティア協会、社会福祉協議会との連携 

○ 防災訓練等への参加 

○ NPO ネットワーク同士で訓練の実施 

東京消防庁・消防署・消

防団 

○ 区民及び事業所等との協働による、自助・共助による応急手当

の普及促進 

事業所 ○ 地域で実施する防災訓練への参加の推進 

都各局 

○ 相互に連携協力しあうネットワークを形成するため、各種対策を推進 

○ 区市町村が行う地域相互支援ネットワークの育成の促進について、情報提

供などの必要な施策の推進 

 

（２）詳細な取組み内容 

【実施主体】区、東京消防庁・消防署・消防団 

○ 応急手当の普及促進のため、専門的な知識技能を有する消防団、災害時支援ボランティ

ア等と協働した救命講習会の実施を推進する。 

○ 区及び関係防災機関は、地域の防災市民組織、事業所、ボランティア等が相互に連携す

るための協議会の設置や情報連絡体制の確保など、協力体制の推進を図るとともに、地域

住民が主体となった合同防災訓練の充実を図る。 

○ まちづくりセンター単位で、町会・自治会、民生・児童委員、PTA、商店街、社会福祉協

議会、事業所など多様な団体等が作成主体となった地区防災計画を、防災塾を通じて 28箇

所で策定し、地域防災計画に位置づける。今後は、計画の検証や取組みを通じて地区防災

力の向上を目指す。（別冊「地区防災計画編」参照） 

 

【実施主体】事業所、NPO 

○ 災害時に対応できるよう NPO 同士のネットワークで防災訓練を行う。 
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８ 多様性に配慮した視点の反映 

（１）対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 

◎災対区民支援部 
○ 有識者の知見を得ながら、男女共同参画等について継続的な検討

の実施 

災対統括部 

災対地域本部 

○ 男女共同参画に関する研修・勉強会の実施 

○ 防災における女性、子ども、若い世代等の参画の促進 

 

（２）詳細な取組み内容 

【実施主体】区災対区民支援部、区災対統括部、区災対地域本部 

災害時及び平常時における対策に、多様性に配慮した視点を反映させる。 

○ 区民を対象にした男女共同参画に関する研修・勉強会を行う。 

○ 意思決定における女性の参画を推進するため、女性のリーダーを育成する。 

○ 避難所運営委員会や地域の防災組織等を対象に、多様性に配慮した視点を反映した「世

田谷版 HUG」を活用した研修を女性防災コーディネーターと協働して実施し、地域への普

及・啓発を進める。 

○ 女性防災コーディネーターが地域で活躍できるよう、被災事例等を学ぶ機会や地域への

啓発の機会を確保するなど適切なフォローを行う。 
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第２ 応急対策 

１ 自助による応急対策の実施 

（１）区民自身による応急対策 

○ 災害時には、まず自身と家族の身を守り、次に出火を防止する。 

○ 災害情報、避難情報の収集を行い、自宅が安全な場合は在宅避難、自宅が安全でない場

合は縁故避難・自主避難・指定避難所へ避難する。 

○ 地震発生後数日間は、上下水道・ガス・電気・電話等ライフラインをはじめ、食料の供

給が途絶える可能性が高いため、当面は、あらかじめ各家庭で準備しておいた食料・水・

生活必需品を活用する。 

○ 発災からおおむね４日目以降は、準備が整った避難所から在宅避難者向けの食品・日用

品の配給、区が設置予定の充電スポットの運用を開始する。 

 

（２）在宅避難者への支援 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 

◎災対統括部 

○ 在宅避難者への情報提供 

○ 在宅避難者への支援物資の供給（物資提供プラン） 

○ 電力提供施設（充電スポット）の整備 

○ 要配慮者で在宅避難する者への支援体制の構築 

災対財政・広報

部 
○ 在宅避難者への情報提供 

災対地域本部 

○ 在宅避難者への情報提供 

○ 在宅避難者への支援物資の供給（物資提供プラン） 

○ 電力提供施設（充電スポット）の整備 

○ 要配慮者で在宅避難する者への支援 

災対物資管理部 ○ 在宅避難者への支援物資の供給（物資提供プラン） 

災対保健福祉部 ○ 要配慮者で在宅避難する者への支援体制の構築 

世田谷サービス公社 ○ 電力提供施設（充電スポット）の開設・運用 

 

② 詳細な取組み内容 

【実施主体】区災対統括部、区災対財政・広報部、区災対地域本部 

○ 区民への各種情報提供に併せて、在宅避難者へ必要な情報の提供を、多様な伝達手段

を用いて行う。（第２部第６章第３節第２「３ 広報体制」参照） 

○ 在宅避難をした場合の情報収集方法について、平時から周知する。 

【実施主体】区災対統括部、区災対地域本部、区災対物資管理部 

○ 在宅避難者への支援物資の供給方法等の周知を、平時から行う。 

○ 発災からおおむね４日目以降に、指定避難所において支援物資の配給を開始する。（第

２部第 10章第３節第２「１ 備蓄物資の供給」参照） 

＊災害時物資配送計画[P●●] （区災害対策課） 
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【実施主体】区災対統括部、区災対地域本部、世田谷サービス公社（エフエム世田谷） 

○ 発災から３日目以内を目途に、地区会館・区民集会所の一部に充電スポットを設置す

る。 

○ 設置する充電スポットや応急給水所の情報提供を行う。 

 

【実施主体】区災対統括部、区災対地域本部、区災対保健福祉部 

○ 「世田谷区避難行動要支援者避難支援プラン」（令和４年４月改定）に基づき、在宅で

避難生活を送る要配慮者に対して、訪問等による健康状態の確認や福祉ニーズの把握等

の必要な支援を行う。また、指定避難所まで物資を受け取りに行くことが困難な要配慮

者に対して、一般ボランティア等を活用して物資を供給する。 

※ 関係団体（世田谷ボランティア協会等）の対策内容や役割分担、詳細な取組内容につ

いては、本章第３節第２「６ ボランティアとの連携」参照 

 

（３）外国人の情報収集等に係る支援 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 

◎災対区民支

援部 

○ 在住外国人への情報提供 

○ 外国人災害時情報センターとの情報交換 

災対地域本部 ○ 在住外国人への情報提供 

世田谷ボランティ

ア協会 

○ 都災害ボランティアセンターへの派遣要請 

○ おたがいさま bank に登録された語学ボランティアの派遣 

都政策企画局 ○ 在京大使館等との連絡調整 

都総務局 

○ 東京都防災ホームページ、東京都防災アプリを介して、多言語等での災害情報の

発信等を行う。 

○ 東京都等が保有するデジタルサイネージにおいて、災害時に多言語での発信を行

う。 

都生活文化スポーツ

局 

○ 外国人災害時情報センターの業務の実施 

災害時の被災外国人への対応として、外国人災害時情報センターを設置し、（公

財）東京都つながり創生財団と連携して、次の業務を実施 

•  外国人が必要とする情報の収集・整理・翻訳等 

•  区市町村等が行う外国人への情報提供に対する支援 

•  東京都防災（語学）ボランティアシステムを活用し、東京都防災（語学）ボラ

ンティアを派遣 

○ （公財）東京都つながり創生財団と連携して、他都道府県等の地域国際化協会な

どから広域支援の受入れ等を実施 

都産業労働局 

○ 外国人旅行者に対する情報提供への協力 

・ 東京観光情報センター、都が設置・提供するデジタルサイネージや無料 Wi-Fi

サービス、東京の観光公式サイト「ＧＯ ＴＯＫＹＯ」等を活用した情報提供 

観光関連事業者等 ○ 各施設等を利用する外国人旅行者の案内、誘導、情報提供 
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２ 地域による応急対策の実施 

（１）対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

防災区民組織 

○ 近隣での助け合い（出火防止、初期消火、救助等） 

○ 安否や被害についての情報収集 

○ 初期消火活動 

○ 初期救護活動 

○ 負傷者の手当・搬送 

○ 区民の避難誘導活動 

○ 避難行動要支援者等の避難支援 

○ 避難所運営 

○ 区及び関係機関の情報伝達 

○ 炊出し等の給食・給水活動 等 

消防団 

○ 消防隊と連携した消火活動 

○ 地域住民との協働による救助活動、応急救護活動 

○ 災害情報の収集・伝達活動 

○ 住民指導、避難指示の伝達、避難者の安全確保等 

事業所 
○ 事業所相互間の協力体制及び防災区民組織等との連携による消火活動、救護活

動等の支援 

 

（２）詳細な取組内容 

【実施主体】防災区民組織 

○ 区民消火隊等による活動 

火災が発生した場合は、防災区民組織が協力して、スタンドパイプ等を活用した初期

消火を実施する。 

なお、地域で行う初期消火活動は、火災の拡大防止を主眼に行い、資器材の能力や市

街地の特性を勘案して行う。消防団員や消防隊が到着後は、その指示に従う。 

○ 救出・救護活動 

地域の資器材保管場所や最寄りの消防署等にある簡易救助資器材を活用する。 

倒壊建物等の二次災害の防止を図り、負傷者の救出を実施し、負傷者に対し、応急救

護を実施するとともに、救護所への搬送を実施する。 

また、要配慮者のうち、避難行動要支援者名簿掲載者については、名簿をもとに安否

確認を行うとともに、消防団等と連携して、避難誘導や救出・救護を行う。 

○ 避難所運営支援 

避難所運営委員会や地域住民と連携し、女性や要配慮者等の視点を踏まえた避難所運

営支援を行う。 
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３ マンション防災における応急対策の実施 

マンション管理組合等は、本章第３節の第２応急対策「２ 地域による応急対策の実施」に

掲げる対策のほか、次のとおり応急対策を実施する。 

（１）対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

管理組合・マンショ

ンに係る自治会・自

主防災組織等 

○ マンション居住者の安否確認 

〇 マンション共有の資器材を用いた救出活動支援 

〇 集会室等を利用した避難所運営 

〇 建物被害調査と二次被害防止 

〇 ライフライン復旧状況の確認 

〇 在宅避難継続のためのマンション居住者への支援 

〇 マンションの復旧に向けた調査、診断、居住者への説明、合意形成

への支援、工事等の手配 

 

４ 消防団による応急対策の実施 

○ 発災と同時に付近の区民に対して出火防止と初期消火の呼びかけを行う。 

○ 災害の初期対応を行うとともに、消防活動上必要な情報や被災状況の情報収集を行い、携

帯無線機等を活用し、消防団本部等に伝達する。 

○ 同時多発火災の拡大防止を図るため、消防署隊との連携を一層強化し、分団受持区域内の

建物等の消火活動及び避難道路防護活動を消防団独自に、又は消防署隊と連携して行う。 

○ 所轄消防署（所）の消火活動等の応援をするとともに、活動障害を排除する等の活動を行

う。 

○ 救助器具等を活用し、地域住民との協働による救出活動を行うとともに、負傷者に対する

応急措置を行い、安全な場所へ搬送を行う。 

○ 避難のための指示が出された場合は、これを地域住民に伝達すると同時に、関係機関と連

絡をとりながら、地域住民の避難誘導、避難者の安全確保及び避難場所の防護活動を行う。 

 

５ 事業所による応急対策の実施 

○ 来訪者や従業員等の安全を確保し、救助活動、救護活動を行う。 

○ 出火防止措置を実施する。 

○ 火災が発生した場合には安全確保した上で初期消火を実施する。 

○ 正確な情報を収集し、来訪者や従業員等に伝達する。 

○ 施設の安全を確認した上で、従業員の一斉帰宅を抑制する。 

○ 事業所での災害対策完了後、地域の消火活動、救助活動、救護活動を実施する。 

○ 応急対策後は、事業の継続に努め、地域住民の生活安定化に寄与する。 

 

６ ボランティアとの連携 

（１）対策内容と役割分担 

区、世田谷ボランティア協会、世田谷区社会福祉協議会、区内 NPO は、災害時におけるボ

ランティア活動の支援について、相互に協定を締結し、協力することとする。 
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＊災害時におけるボランティア活動等に関する協定書（世田谷ボランティア協会） 

〔資料編資料協定第●・P●●〕 

＊災害時における活動等に関する協定書（世田谷区社会福祉協議会） 

〔資料編資料協定第●・P●●〕 

＊災害時における被災者への支援活動に関する協定 

（世田谷ボランティア協会・世田谷区社会福祉協議会）〔資料編資料協定第●・P●●〕 

 

機関名 対策内容 

区 

◎災対保健福祉

部 

○ 世田谷ボランティア協会等との協働によるボランティアマッチン

グセンター及びサテライトの設置・運営支援 

○ ボランティア活動支援については、地域に精通した世田谷ボラン

ティア協会が中心となり、必要な情報や資器材等の提供等、活動環境

を整備し、ボランティア等を直接的に支援 

○ ボランティア活動に係る必要な物資の支援 

○ 一般ボランティアのボランティアマッチングセンターへの誘導 

○ せたがや災害ボランティアセンターとの連絡調整 

○ 災対各部のボランティア要望の調査・集約 

○ 専門ボランティアの総合調整 

災対地域本部 

○ 世田谷ボランティア協会等との連携による地域でのボランティア

マッチングセンター及びサテライトの運営支援 

○ ボランティア活動支援については、地域に精通した世田谷ボラン

ティア協会が中心となり、必要な情報や資器材等を提供し、ボランテ

ィア等の支援に協力 

○ ボランティア要望の情報集約及びボランティアマッチングセンタ

ーへの情報提供 

○ ボランティアマッチングセンター及びサテライトの開設場所の確

保等への協力 

災対各部 

【専門ボランティアの受入れ】 

○ 専門性を必要とする応援職員の確保について都等との調整を実施 

○ 専門性を必要とする業務への応援職員の配属 

世田谷ボランティア協

会 

○ ボランティアの受け入れ、登録、コーディネート等、ボランティア

活動の支援 

○ 各地域ごとに「ボランティアマッチングセンター」「サテライト」

を開設し、ボランティアの受け入れや登録、避難所や避難者宅へ派遣 

○ ボランティアから被災状況や新たなボランティア要望等の情報収

集 

○ 東京都災害ボランティアセンターとの連絡調整 

社会福祉協議会 
○ ボランティア要望の情報収集 

○ 避難所や自宅で避難している区民への福祉的サポート 
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機関名 対策内容 

せたがや防災 NPO アク

ション 

○ 平時から構築してきたネットワークを通じて、自らの専門性を活

かして避難所や自宅で避難している区民へのサポートを実施 

警視庁・警察署 ○ 交通規制支援ボランティアへの支援要請 

東京消防庁・消防署 
○ 東京消防庁災害時支援ボランティア受入本部の設置 

○ 東京消防庁災害時支援ボランティアへの活動要請 

区内の協定締結大学 ○ ボランティアマッチングセンターの設置場所の提供 

都各局、東京都ボランティ

ア・市民活動センター 

○ 都と協働で東京都災害ボランティアセンターを設置、市民活動団体と協働で東

京都災害ボランティアセンターを運営し、女性や子供のほか、高齢者、障害者、

外国人など要配慮者等の視点も踏まえながら、区市町村災害ボランティアセンタ

ーや市民活動団体等を支援 

○ 災害ボランティアコーディネーターの区市町村災害ボランティアセンターへ

の派遣 

○ 区市町村災害ボランティアセンターの設置・運営支援 

○ 被災区市町村のボランティアニーズ等の収集及びボランティアの受入れ状況

等の情報提供 

○ 区市町村災害ボランティアセンター・市民活動団体等との連携体制の構築 

○ 資器材やボランティア等の区市町村間の需給調整 

○ ボランティア支援団体の全国的なネットワーク組織との連携 

 

（２）業務手順 

① ボランティアの受入方針 

○ 区外ボランティアの受入れは、発災４日目以降に行うことを基本とする。なお、発災

から３日間は、区、ボランティア協会等の関係者は、区外ボランティアの受入れに向け

て、広報、連絡体制の確認、受入体制の確保等の準備を行う。 

○ 発災から３日間は、区民の助け合いで乗り切る。なお、区民等から避難所運営の手伝

い等の申し出を受けた場合には、避難所運営委員会に取り次ぐ。 

○ ボランティアの受入れの際は、「３つの密」（密集・密接・密閉）に配慮し、マスクの着

用、手洗い・手指消毒等基本的な感染防止対策を導入することにくわえて、感染及び感

染拡大のリスクを可能な限り低減し実施する。 

② 一般ボランティアの受入体制 

○ 区内５箇所に設置する「ボランティアマッチングセンター」で一般ボランティアの受

付等を行い、避難所・地区を支援するボランティア活動地域拠点（サテライト）におい

て、ニーズのマッチングを行い、避難所や在宅避難者宅へボランティアを派遣する。 

○ せたがや災害ボランティアセンター（世田谷ボランティア協会内に常設）で、ボラン

ティアマッチングセンター及びサテライトの運営に係る情報共有や連絡調整を行う。 

○ 避難所では、世田谷ボランティア協会が配置する「ボランティアコーディネーター」

と避難所運営委員会が連携し、避難所運営等を支援する一般ボランティアを受け入れる。 
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③ 専門ボランティアの受入体制 

一般市民による専門ボランティアについてはせたがや災害ボランティアセンターにて受

入を行う。 
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（３）詳細な取組内容 

【実施主体】区災対保健福祉部、区災対地域本部、区災対各部、世田谷ボランティア協会、

社会福祉協議会、区内 NPO、区内の協定締結大学 

 

① 受入体制 

ア 一般ボランティアの受入体制 

（ア）せたがや災害ボランティアセンターの運営 

せたがや災害ボランティアセンターは、世田谷ボランティア協会における災害対応

組織として円滑なボランティア活動を支援するため、次の活動を行う。 

○ ボランティア活動に関する情報提供・問合せ対応 

○ おたがいさま bank やネットワークを活用した活動呼びかけ 

○ おたがいさま bank に登録された専門ボランティアの派遣調整 

○ ボランティアマッチングセンターやサテライトの運営に関する指示・連絡調整 

○ 区、社会福祉協議会、区内 NPO、町会等との協議 

（イ）ボランティアマッチングセンターの設置・運営 

○ 世田谷ボランティア協会、区災対地域本部、区内の協定締結大学が連携し、区

内５箇所に「ボランティアマッチングセンター」を設置する。 

【ボランティアマッチングセンターの設置場所】 

総合支所 設置場所（協定締結先） 住所 

世田谷 昭和女子大学 世田谷区太子堂 1－7－57 

北沢 国士舘大学 世田谷区世田谷 4－28－1 

玉川 日本体育大学 世田谷区深沢 7－1－1 

砧 日本大学商学部 世田谷区砧 5－2－1 

烏山 日本女子体育大学 世田谷区北烏山 8－19－1 

 

（ウ）避難所におけるボランティアとの連携 

○ 世田谷ボランティア協会は、避難所・地区を支援するボランティア活動地域拠

点（サテライト）に「ボランティアコーディネーター」を配置する。 

○ 世田谷ボランティア協会は、ボランティアマッチングセンターにおいて一般ボ

ランティアの受付（登録、保険加入、オリエンテーションなど）を行い、避難所・

地区を支援するボランティア活動地域拠点（サテライト）においてニーズを調整

し、ボランティアを派遣する。 

○ 各避難所では、サテライトから派遣されてきた一般ボランティアが避難所運営

委員会と連携し、避難所運営を支援する。 

（エ）関係者間での情報共有・連絡調整 

○ ボランティア活動に係る関係者間での情報共有や連絡調整等を行うことで支援

の抜け・漏れ・偏りをなくすため、避難所、まちづくりセンター、総合支所、本庁

において、連絡調整のための会議を開催する。 

（オ）ボランティアニーズの把握とボランティアの確保等 

○ サテライトのボランティアコーディネーターは、避難所運営委員会と連携し、
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避難所運営に係るボランティアニーズを把握する。 

○ 社会福祉協議会は、在宅避難者の支援に係るボランティアニーズを把握する。 

○ 避難所における調整会議において、ボランティアニーズに関する情報を共有し

た上で、避難所運営や在宅避難者支援等に一般ボランティアを適宜活用する。 

○ 世田谷ボランティア協会は、避難所・地区を支援するボランティア活動地域拠

点（サテライト）において、避難所や在宅避難者のニーズを収集する。 

（カ）ボランティア募集に関する広報活動 

一般ボランティアの募集については、世田谷ボランティア協会がインターネットを

活用するなどして、発災後速やかに情報を発信する。 

イ 専門ボランティアの受入体制 

一般市民による専門ボランティアについては、せたがや災害ボランティアセンターに

おいて募集及び登録を行い、登録者から看護師や介護士などのチームを編成し、区災対

保健福祉部と調整の上、ボランティアの専門性に応じて必要とされる業務に配置する。 

② 区のボランティア受入体制 

区災対保健福祉部は、一般ボランティア及び専門ボランティアの受入に係るボランティ

ア調整窓口を設置する。 

○ ボランティア調整窓口は、ボランティアマッチングセンター（世田谷ボランティア

協会）と連携し、ボランティアによる支援について情報収集を行う。 

○ 収集した情報は受援調整会議（※）にて共有するとともに、受援調整会議での調整

結果はボランティアマッチングセンター、応援受入先へ報告する。 

※災対各部の応援ニーズや外部からの応援職員の要請状況や受け入れ状況等の共有

とマッチングを円滑に行うため設置する会議体 

【ボランティアの受入窓口（ボランティア受入の種別ごと）】 

 一般市民 

一般ボランティア ボランティアマッチングセンター 

専門ボランティア せたがや災害ボランティアセンター 

 

③ ボランティアの活動環境の確保 

○ 各避難所において、避難所運営やボランティア活動等に係る調整を行うための打合せ

スペースを確保する。 

○ ボランティアの区内の移動手段並びに宿泊場所の確保に取り組む。 

④ 区内 NPO との連携 

○ 区内 NPO は、平時から構築してきたネットワークを通じて、自らの専門性を活かして

避難所や自宅で避難している区民へのサポートを実施する。 

○ ただし、区内 NPO は区内在住であることから、自らの安全確保、家族の安否確認、地

域での助け合い等の被災地の住民としての活動をした上で、可能な範囲で避難者支援等

の活動に従事するものとする。 

○ 区内外NPOや区内NPOを支援する外部団体は、せたがや防災NPOアクションが対応し、

状況のとりまとめをする。  
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⑤ 災害時ボランティア等連絡会議の設置 

災害時にボランティアや NPO 等の支援団体間で、支援の抜け・漏れ・偏りをなくし、円

滑に支援活動が実施されるよう 情報の共有や連絡調整等を行う場を設置する。 

⑥ 都その他自治体との連携 

ア 都との連携 

都及び東京都ボランティア・市民活動センターが協働して開設する「東京都災害ボラ

ンティアセンター」と連携し、ボランティア活動の支援を行う。 

イ 区市町村との連携 

東京都 23 区間においては、「特別区災害時相互協力及び相互支援に関する協定第５条

第４号」により、ボランティアの受け入れ等に関して相互に協力する。 

＊特別区災害時相互協力及び相互支援に関する協定〔資料編資料協定第●・P●●〕 
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第３章 安全な都市づくりの実現 

 

 

 

 

 

 

第３章 

安全な都市づくりの実現 
 

 

 

 

 

本章における対策の基本的考え方 

○ 不燃化及び耐震化による地震に強い都市づくり 

地震による災害から一人でも多くの生命及び貴重な財産を守るとともに、震災時におけ

る区の都市機能を維持するためには、都市構造そのものの防災性を高めていくことが必要

である。 

地震に強い都市づくりの実現に向けて、都の防災都市づくり推進計画の推進や安全な市

街地の整備、公園等オープンスペースの確保のほか、消火用水の確保や出火防止等の取組

みを推進していく。 

 

 

 

  



 

 80

震
災
編 

第
２
部 

施
策
ご
と
の
具
体
的
計
画 

第
３
章 安

全
な
都
市
づ
く
り
の
実
現 

震
災
編 

第
１
部 

総
則 

震
災
編 

第
３
部 

災
害
復
興
計
画 

震
災
編 

第
４
部 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
防
災
対
策 

 

  

第３章 安全な都市づくりの実現

○ 木造住宅密集地域の不燃化・建替、
の設置等による火災発生抑制策

○ 家具類の転倒・落下・移動

○ 耐震診断後、安全性が確認できなかった
化

○ 地域の消火用水の確保及び
上のための訓練及び普及促進

○ 公園緑地の計画的な整備推進と防災機能の強化・
実の必要

○木造住宅密集地域の解消：令和７年度末までに各地区内の不燃領域率70％ ○防災上重要な公共建築物の耐震化率：令和７年度までに

○住宅及び民間特定建築物の耐震化率：令和７年度までに95％ ○消防水利不足地域の解消

第２節

第４節 到達目標

第５節 具体的な取組

地震前の行動（予防対策） 地震直後の行動（応急対策）

「世田谷区防災街づくり基本方針」に沿った取り組み

建築物の耐震化の促進

液状化対策の強化

消防水利の整備、防火安全対策

河川施設等の応急対策

迅速・的確な消火活動、

危険物施設、高圧ガス、毒物・劇物取扱施設等の応急措置

○ 安全に暮らせる街づくり

○ 建築物の耐震化及び安全対策の促進

○ 液状化、長周期地震動への対策の強化

○ 出火、延焼等の防止

○ 河川施設等の応急対策による二次災害防止

○ 消火・救助・救急活動

○ 危険物等の応急措置による

危険物施設等、危険物等の輸送の安全化

○ 区立小・中学校の耐震化率71.1%（令和２年度）、公
共施設、区営住宅の耐震化率100％、住宅の耐震化率
87%、民間特定建築物の耐震化率82.2％（平成27年
度）

○ 建物の耐震化・不燃化による防災性の向上、道路の
拡幅整備、公園等公共空間の整備を実施

○ 家具転倒防止器具取付支援などの総合的な安全対策
の促進

○ スタンドパイプ等を地区会館27カ所やその他の区立
施設等に配置するとともに地域住民の操作訓練を実
施

第１節 現在の到達状況

高層建築物及び地下街等における安全対策

がけ・擁壁､ 土砂災害被害の防止

エレベーター対策

長周期地震動対策の強化 危険物輸送車両等の応急対策

落下物、家具類の転倒・落下・移動の防止

○ 社会公共施設等の応急対策

社会公共施設等の応急対策

土砂災害に関する応急対策

危険動物の逸走時対策

最終版で修正 
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安全な都市づくりの実現

木造住宅密集地域の不燃化・建替、感震ブレーカー
の設置等による火災発生抑制策の必要

家具類の転倒・落下・移動防止対策

耐震診断後、安全性が確認できなかった建物の耐震

の確保及びスタンドパイプの操作向
促進

公園緑地の計画的な整備推進と防災機能の強化・充

○ 不燃化特区における建替促進による火災発生抑制・
死者の軽減の推進、感震ブレーカー等の普及啓発

○ 世田谷区耐震改修促進計画に基づく耐震化の普及啓
発

○ 緊急輸送道路等の沿道建築物等の耐震診断・耐震改
修を促進し、分譲マンションに対しては耐震改修ア
ドバイザーによる働きかけにより耐震化を促進

○ 家具類の転倒・落下・移動防止等対策の普及・啓発

○ 防火水槽の耐震化、深井戸の整備等の水利整備及び
防災区民組織への資器材助成

○ 公園緑地の計画的な整備推進

○防災上重要な公共建築物の耐震化率：令和７年度までに100％

○消防水利不足地域の解消

第２節 課題 第３節 対策の方向性

地震後の行動（復旧対策） 発災後１週間目途

具体的な取組

地震直後の行動（応急対策） 発災後72時間以内

の応急対策

活動、被災者の救助・救急活動の実施

施設、高圧ガス、毒物・劇物取扱施設等の応急措置

河川施設等の応急対策による二次災害防止

消火・救助・救急活動

危険物等の応急措置による危険防止

輸送車両等の応急対策

河川施設等の復旧

○ 公共の安全確保、施設の本来機能の回復

社会公共施設等の応急対策

社会公共施設等の応急対策

土砂災害に関する応急対策

社会公共施設等の復旧

二次的な土砂災害防止対策

動物の逸走時対策

最終版で修正 
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第３章 安全な都市づくりの実現 

 

第１節 現在の到達状況と課題 

１ これまでの取組み 

区を災害に強い都市にするためには、都市構造そのものの防災性を高めていくことが基本と

なる。このため、区では「世田谷区都市整備方針（都市計画マスタープラン）」に基づき、災害

に強い、安全・安心なまちづくりを推進してきた。 

また、都による地震に関する地域危険度測定調査結果や、これまでの取組みの成果を踏まえ、

効果的な施策の展開、建築物の耐震化施策との連携などを行い、市街地の防災性向上に向けた

取組みを着実に進めてきている。 

区でも、「世田谷区防災街づくり基本方針」「世田谷区耐震改修促進計画」等に基づき、都市

の不燃化、耐震化を計画的かつ着実に進めてきている。 

項目 耐震化率 （データ年度） 

区立小中学校 100％ 令和５年度末 

学校以外の区公共施設 100％ 令和５年度末 

区営住宅 100％ 達成済 

住宅 93.4％ 令和２年度末 

特定建築物 91.5％ 令和元年度末 

 

２ 密集市街地の防災性向上 

区では、市街地の出火・延焼の危険性を減少させるため、「世田谷区都市整備方針（都市計画

マスタープラン）」「世田谷区防災街づくり基本方針」等に基づき、避難路等となる道路や防災

機能を持った公園等の整備のほか、防火性の高い建築物への規制誘導、延焼の抑制のため老朽

木造建築物の除却・建替え促進等により、災害に強い街づくりを推進している。 

【課題】 

地区内の多くの建築物が更新時期を迎えているにもかかわらず、居住者の高齢化による建替

え意欲が低下していること、狭小敷地や接道不良地が多いこと、権利関係が複雑なこと等によ

って、建替えが進みにくい状況にあり建物の耐震性や避難路の確保が進まない。特に甚大な被

害が想定される地域や火災危険度の高い地区等では、火災発生抑制策として感震ブレーカーの

設置等を推進する必要がある。 

 

３ 建築物の耐震化及び安全対策 

区では、首都直下地震による建築物の被害・損傷を未然に防ぎ、区民の生命・財産を守ると

とともに、災害に強いまちを目指し、建築物の耐震化を促進している。また、家具転倒防止器

具取付支援などの総合的な安全対策を促進している。なお、耐震化に関する様々な普及啓発も

行っており、無料耐震相談会を各総合支所管内で実施している。 

【課題】 

建築物の耐震化は想定よりも進んでおらず、区民に耐震化の普及啓発を継続し、世田谷区耐
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震改修促進計画に定める目標に向けて、さらに施策を講じていく必要がある。また、強い揺れ

に備え、家具類の転倒・落下・移動防止等の一層の対策が必要である。 

 

４ 液状化対策の強化 

都は、平成 25 年３月から一般に公開している「東京の液状化予測図」について、液状化や地

盤工学分野の専門家などで構成される「「東京の液状化予測図」更新に関するアドバイザリー委

員会」の助言を踏まえ、令和４年３月に見直しを行っている。 

【課題】 

区内には液状化の可能性が高い地域は存在しないが、都と連携し、区民への情報提供を引き

続き行っていく必要がある。 

 

５ 出火、延焼等の防止 

区は、初期消火等の消防力を最大限に活用するため、スタンドパイプ等を地区会館、区立施

設等に配置し、地域住民の操作訓練を東京消防庁・消防署の指導により実施している。 

また、区・東京消防庁・消防署・都において、防火水槽等の整備を推進している。整備状況

については第３節「４ 出火、延焼等の防止」参照。 

区内の公園整備状況は 23区内で下位に位置し、絶対量が不足している。公園緑地の整備と防

災機能の強化・充実状況は次のとおり。（令和５年４月１日現在） 

○ 都市計画公園・緑地の供用率 56％  23 区中 14 位 

○ 都市公園等面積率  4.63％  23 区中 14 位 

○ 一人当たり都市公園等面積 2.86ｍ2  23 区中 14 位 

○ 都市公園等 567 箇所中、約４割は面積 500ｍ2未満 

【課題】 

建物倒壊等による道路閉塞、がれきの散乱等により、常備消防による消火活動が困難な地域

が生じる可能性がある。火災発生時の被害を最小限に抑えるため、防火水槽を設置し 32箇所の

消防水利不足メッシュ解消を目指す必要がある（令和６年７月１日現在）。また、地区会館等に

スタンドパイプの設置を促進すると共に、地域住民に対してスタンドパイプの操作向上のため

の訓練及び普及促進が必要である。 
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第２節 対策の方向性 

１ 密集市街地の防災性向上 

老朽化した木造の建築物が密集しているなど、震災時に延焼被害のおそれがある密集市街地

では、延焼遮断帯や避難路等となる道路及び防災機能を持った公園等の整備のほか、防火性の

高い建築物への規制誘導、老朽木造建築物の除却・建替え促進等により、災害に強い街づくり

の実現を目指す。 

また、特に甚大な被害が想定される地域や火災危険度の高い地区等では、火災発生抑制、死

者の軽減の推進を図るため、建替え促進や感震ブレーカー等の普及啓発など具体的な取組み、

区民意識啓発を行う。 

 

２ 建築物の耐震化及び安全対策の促進 

令和２年度までの世田谷区耐震改修促進計画について、引き続き今までの取組みを行うよう、

令和７年度までの計画に改定した。 

平成１２年５月までに着工した新耐震基準の木造住宅を新たに耐震化支援の対象とし、耐震

化をさらに進めていく。 

分譲マンションの耐震化を進めるため、管理組合等に対し訪問するなど耐震化の普及啓発を

継続する。 

地震発生時に閉塞を防ぐべき道路である緊急輸送道路等の沿道建築物、住宅、民間特定建築

物は、国・都と連携して耐震診断、耐震改修等を促進する。このため、建物所有者が主体的に

耐震化に取り組むことができるよう、相談体制の整備や情報提供などを通じて技術的支援を行

うとともに、自助・共助の意識を高めるために普及啓発などの取組を行う。 

合意形成が困難な分譲マンションに対しては、耐震改修アドバイザーによる働きかけなど、

積極的な啓発を行うことにより耐震化を促進する。 

さらに、家具類の転倒・落下・移動防止等対策の重要性についても継続して普及・啓発を図

る。 

区内における避難所として重要な役割を果たす区立小・中学校について、耐震化が完了し、

全ての区立小中学校の耐震化を終えている。 

 

３ 液状化対策の強化 

都が作成している「東京の液状化予測図」など、必要な情報を都と連携し、区民へ情報提供

していく。 

 

４ 出火、延焼等の防止 

都と区が連携し、密集市街地において重点的に水利整備を推進するための整備方策を検討す

るほか、経年防火水槽の再生、耐震性を有する防火水槽等の整備を推進する。また、震災時に

使用可能な消火栓や、河川の堰（せき）止め、プールや池等のあらゆる水利を活用して地域の

消火用水を確保する。防災区民組織に対しては、購入物品にスタンドパイプも含んだ資器材助

成を引き続き実施するとともに、東京消防庁・消防署と連携して操作訓練及び普及促進を行っ

ていく。さらに、消防水利不足メッシュを管轄するまちづくりセンターを含め、総合支所の協
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力を得て、防火水槽の用地確保を行う。 

また、公園は、延焼の防止機能のほか、救出・救助や復旧・復興時の仮設住宅やがれき置場

の用地となるなど、防災面で重要であるため、引き続き、次のような公園緑地の計画的な整備

推進と、防災機能の強化・充実を図っていく。 

○ 公園用地を買収する。 

○ 公園を新規開設する。 

○ 既存公園、緑道、身近な広場の改修を図る。 

○ マンホールトイレ等の設置を進める。 
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第３節 具体的な取組み 

第１ 予防対策 

１ 安全に暮らせる街づくり 

（１）地域特性に応じた防災街づくり 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 

◎災対都市整

備部 

○ 市街地の整備 

○ 防災まちづくり基本方針の策定 

○ オープンスペースの確保 

災対土木部 

○ 道路・区立公園の整備 

○ 緑地・農地の保全 

○ オープンスペースの確保 

災対地域本部 
○ 地区計画等の策定 

○ 防災街づくり事業の推進 

都建設局 

○ 道路の整備 

○ 都立公園の整備 

○ 河川、海岸保全施設等の整備 

都都市整備局 

○ 地域特性に応じた防災都市づくりを推進 

○ 防災都市づくりに資する事業等の推進 

○ その他の防災都市づくり事業等の推進 

○ 都市空間の確保 

○ 公園の整備の推進 

○ 緑地・農地の保全 

都産業労働局 ○ 農地の防災機能の強化 

 

② 詳細な取組み内容 

ア 地震に強い街づくりの推進 

（ア）防災街づくりの計画 

【実施主体】区災対都市整備部 

Ａ 世田谷区防災街づくり基本方針 

「世田谷区防災街づくり基本方針」は、阪神・淡路大震災を契機に、安全・安心・

安定の街づくりを実現するため、平成 10 年に策定した。その後、平成 28 年に改定

し、都市整備方針で示した将来像の一つである「安全で、災害に強く復元力のある

まち」を実現するための、防災街づくりの考え方・取組みを示している。 

基本理念に「震災が起きても区民の生命と財産が守られ、住み続けられるまち」

を掲げ、区民・事業者・区の協働の防災街づくりを目指す。 

Ｂ 建築指導の推進 

個々の建築物について、関係法令の防災関係諸規定に適合するよう指導する。 

ａ 一般建築物の耐震耐火性能の強化 

区内の建築物の敷地・構造・設備は、建築基準法関係法令及び消防関係法令等
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に定められた技術上の基準に適合し、維持するよう指導するとともに、必要に応

じて立入検査を行い、結果等について関係各機関に連絡し、災害の予防に努める。

また、耐震化を促進するため、啓発に取り組む。 

ｂ 特定建築物の定期報告制度 

病院・共同住宅など、多数の人が利用する特定建築物等の適切な維持管理を徹

底させるため、定期的な調査・検査を行い報告するよう、所有者・管理者へ求め

ていく。 

（イ）防災街づくり事業 

【実施主体】区災対都市整備部、区災対地域本部 

【密集市街地の改善】 

老朽化した木造の建築物が密集しているなど、震災時に延焼被害のおそれがある

密集市街地では、国及び都の補助事業を活用し、延焼遮断帯や避難路となる道路及

び防災機能を持った公園等の整備のほか、防火性の高い建築物への規制誘導、老朽

木造建築物の除却・建替え促進等により、防災性の向上を図る。 

【狭あい道路拡幅整備事業】 

道幅４m 未満の狭あい道路を拡幅整備することにより、地域の生活環境の改善と

災害時における安全性を高め、安全で快適なまちづくりに資する。 

（ウ）地区計画等 

【実施主体】区災対地域本部 

【地区計画等の策定】 

地区の将来像に基づき、建築物の用途や形態、道路、公園等、法律の範囲内で街

づくりのルールを定め、安全で住み良い街の実現を図る。 

地区計画で定める主な内容は次のとおりである。 

Ａ 地区計画の方針 

○ 街づくりの目標、土地利用の方針など 

Ｂ 地区整備計画 

○ 道路、公園、広場等の地区施設の配置 

○ 建築物の用途、容積率、建蔽率、敷地面積、壁面の位置、高さ、形態若しく

は意匠の制限など 

Ｃ 地区街づくり計画 

○ 狭あい道路の整備の促進、交差点やカーブの改善など 

（エ）避難場所の確保 

【実施主体】都都市整備局 

○ 都都市整備局は、避難場所が不足する地域について、避難場所となりうる可能

性がある空間を調査し、権利者の理解を得ながら積極的に避難場所としての指定

に努める。 

○ 当該地域における都市開発の際には、開発事業者との調整を行い、大規模開発

地が避難場所となるよう誘導する。 

○ 避難場所区域内で都市開発が行われる場合には、地域の状況を見ながら、最低
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限の現状機能が維持されるように開発事業者を誘導する。 

（オ）その他の防災街づくりの取組み 

【新たな防火規制】 

「東京都建築安全条例第７条の３」に規定するもので、都知事が指定する地震な

どの災害発生時に火災などの危険性が高い区域において、個々の建築物の建替え等

の際、防火性の高い建物に誘導する。 

この区域の準防火地域内では、建築物の建築、増改築等をする場合、原則として、

区域内のすべての建築物は準耐火建築物以上（一定の技術的基準に適合する建築物

は除く）の性能が必要となる。 

【居住環境の整備】 

区は、一般建築物に対する建築指導、住宅施策の計画的推進、老朽木造住宅密集

地の防災性向上、良好な住宅地の形成、住宅の耐震耐火性能の向上を図る。（なお、

区内の建築物の総数は約 18 万棟、うち木造は 2.9%である。また、「防火地域」（建

物の不燃化を促進する地域）は、区総面積の約 5.8%である。） 

【住宅施策の推進】 

集合住宅等建築物の建設、公営住宅の建替等に対し、防災を含む居住環境整備の

観点から、条例等により適切な行政施策を講じる。 

Ａ 住環境整備に関する指導 

「世田谷区建築物の建築に係る住環境の整備に関する条例」により、環境空地

及び道路状の整備並びに防火及び震災対策等に必要な施設、下水道直結型マンホ

ールトイレ等の設置を促進する。 

Ｂ 公的住宅等の改善 

都営住宅、公社住宅、ＵＲ（都市再生機構）住宅の建替事業、住戸改善事業等

に際しては、事業主との連携を密にし、良好な住環境の整備に努める。 

イ 都市空間の確保 

○ 都市公園及び身近な広場は、年々箇所数・面積ともに増加しているが、農地や民有

の緑地や空地などは減少傾向にあり、災害時に必要とされるオープンスペース全体と

しては、量、質ともに十分とはいえない。 

○ 「世田谷区環境基本条例」による環境への配慮事項及び世田谷区建築物の建築に係

る住環境の整備に関する条例」や「世田谷区みどりの基本条例」により開発事業に対

して、オープンスペース確保や緑化推進は成果をあげているが、緑や空地の絶対量は

年々減少傾向にある。 

（ア）都市公園、身近な広場の整備 

【実施主体】区災対土木部 

○ 平成 30 年４月改定の「世田谷区みどりの基本計画」は、2032（令和 14）年に

区のみどり率を 33%にする「世田谷みどり 33」を長期目標に据えた、2018（平成

30）年度から 2027（令和９）年度の 10か年を展望する計画である。 

この計画に基づき、区内の都市公園（住区基幹公園、都市緑地、緑道等）、身近

な広場を整備する。 
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○ 延焼防止等の機能を備えた国分寺崖線沿いの樹林地等を、区が取得し、都市緑

地として保全する。 

○ 緑道や歩行者自転車道などを利用した、避難経路のネットワーク化を図る。 

○ それぞれの防災機能に配慮した都市公園等の整備を進める。 

○ 広域避難場所である玉川野毛町公園や上用賀公園の拡張区域を防災機能の保

持・増進に資する公園緑地として整備する。また、大規模な樹林地の保全ととも

に、地域住民の避難場所の確保等、地域防災に寄与する（仮称）北烏山七丁目緑

地を整備する。 

 

【実施主体】都建設局 

○ 都建設局は、令和５年５月時点で 84公園約 2,060ha を開園した。令和２年度か

ら令和 12 年度末までの 11 年間で都立公園 130ha の開園を目標として整備を進め

る。 

○ 都建設局は、防災活動拠点や避難場所に指定されている既設公園において、震

災時に必要となる臨時のヘリポート、避難した都民や帰宅困難者のための災害用

トイレ、非常用照明設備、避難誘導灯、公園の入口から園内の拠点（避難場所や

ヘリポート等）への車両動線の確保など、防災関連施設を整備してきた。 

今後も、救出救助部隊の活動支援や避難者の安全確保のため、災害や停電時に

も主要公園施設の機能維持に必要な防災関連施設を、首都直下地震等対処要領を

踏まえて整備し、都立公園の防災機能の充実を図る。 

○ 都建設局は、震災時における都立公園の円滑な利用を図るため、関係行政機関

等と連携し、震災時利用計画を策定する。 

 

【実施主体】都都市整備局 

○ 都都市整備局は、「都市計画公園・緑地の整備方針（改定）」に基づき、震災時

に避難場所や救助等の活動拠点となる公園等の整備を重点的に推進する。併せて、

関係区による復興小公園の再生を後押しする。 

○ 都都市整備局は、センター・コア・エリア内の未整備の都市計画公園・緑地の

区域を対象として、まちづくりと公園・緑地の整備を両立させる「公園まちづく

り制度」を運用し、公園機能の早期発現を図る。 

○ 都都市整備局は、民設公園制度を活用し、未整備の都市計画公園・緑地を避難

場所にも活用可能な公園的空間として早期に確保を図る。 

 

（イ）緑地・農地の保全 

【実施主体】区災対土木部、区災対区民支援部 

【農地の保全】 

○ 災害時に延焼防止帯や避難スペースとなるオープンスペースとしての農地を保

全し、同時に良好な都市環境を形成する。 

○ 区内の農業協同組合とは協定を締結し、組合員所有・管理の生産緑地で災害時

の応急仮設住宅建設用地としての活用に協力できる土地のあっせんを受けること
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となっていることとなっている。 

＊災害時における生産緑地の活用と協力に関する協定〔資料編資料協定第●・P●●〕 

 

【民有地や公共施設における緑地の保全・創出】 

「みどりの基本条例」及び「みどりの基本計画」に基づいて、きめ細かな施策を

実施し、緑地の保全創出を図る。 

○ 建築等に伴う緑化指導 
「みどりの基本条例」に基づき、建築行為や開発行為を行う際に基準に沿って

緑化を指導し、民有地等のみどりの保全・創出を進める。また、建築時の緑化が

義務付けとなる緑化地域制度（「都市緑地法」）により緑化を建築確認・完了検査

の要件とすることで、みどりの保全・創出の確実な実施を進める。 

○ 特別保護区・特別緑地保全地区の指定 
「みどりの基本条例」に基づき、樹林地、水辺地及び動物生息地と一帯となっ

た土地のうち特別に保全する必要がある区域を特別保護区に指定し、管理支援を

行うことで、みどりの保全を図る。また、建築行為・開発行為等が制限される特

別緑地保全地区（「都市緑地法」）の指定により、動植物の生息地又は生育地など

都市に残るみどりを適正に保全していく。 

○ 樹林地の保全 
「みどりの基本条例」に基づき、区内に残る樹林地について、保存樹林地指定

又は小樹林地協定により管理支援を行うことで、民有地のみどりの保全を図る。 

また、「市民緑地制度」（「都市緑地法」）により、みどりの保全を図るとともに、

民有樹林地の区民への公開を進める。 

○ みどりと花いっぱい活動の推進 
地域の沿道にみどりと花のある空間を創出するため、町会、自治会、商店街等

と「みどりと花いっぱい協定」を結び、区と区民の連携により、みどりとみずの

まちづくりを推進する。 

○ 公共施設緑化 
区の公共施設の空地や外周を見直し周辺環境と調和した緑化の推進と小広場の

創出を積極的に進める。 

 

【実施主体】都都市整備局 

○ 都市の緑地は、火災の延焼防止や避難場所としての機能など、防災上重要な役

割を担っている。都都市整備局は、区市町村と連携して特別緑地保全地区の指定

を促進し、都市の緑地の保全を図る。 

○ 市街化区域内における農地は、火災の延焼防止、震災時の一時的な避難場所と

しての機能など、防災上重要な役割を担っている。都都市整備局は、区市町村と

連携して生産緑地地区の指定を促進する。 
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（ウ）防災ネットワークの形成 

【実施主体】区災対土木部、区災対地域本部、区災対都市整備部 

【区全体の防災計画に基づいた、オープンスペースの確保及び計画的な配置】 

地区ごとに、災害時に想定される危険度を様々な側面からチェックし、オープン

スペースの充足程度、防災上の機能を把握し、一時集合所と広域避難場所をつなぐ

ルートの安全性を確保するなど、ネットワークとしての防災機能を高める。 

 

（エ）オープンスペースの確保 

震災時に、避難誘導、救出・救助、医療搬送、ボランティア参集、ライフライン復

旧などの応急対策活動を迅速かつ効率的に行うことにより、人命の保護と被害の軽減

を果たし、区民生活の再建と都市復興を円滑に行うことができる。 

【実施主体】都、区災対土木部、区災対都市整備部 

【震災時におけるオープンスペース等利用】 

都は、震災時における都立公園の円滑な利用を図るため、関係行政機関等と連携

し、震災時利用計画を策定する。 

今後は、広域避難場所として指定している区立公園についても都立公園と併せて

検討していくものとする。 

 

【実施主体】都 

○ 都は、東京都震災対策条例で、事前にこれらの活動のための土地、家屋の確保

に努めることを定めており、都内の利用可能なオープンスペースを国、区市町村、

関係機関と協議の上把握し、具体的なオープンスペース等の利用に関して「首都

直下地震等対処要領」に定め、地権者の事前同意を得た上で告示し、都民に周知

する。 

○ 都内には、自衛隊、広域緊急援助隊（警察）、緊急消防援助隊（消防）、その他

の広域支援・救助部隊等のベースキャンプとして活用する大規模救出救助活動拠

点が配置されているが、大規模な震災に備えて、引き続き充実・整備していく。 

○ 区内では、令和６年度現在以下のとおり都が指定・告示している。 

救出及び救助の活動拠点 場所 

大規模救出救助活動拠点 
都立駒沢オリンピック公園、都立砧公園、 

世田谷清掃工場、千歳清掃工場 

ライフライン復旧活動拠点 世田谷清掃工場、千歳清掃工場 

○ 場所の選定に当たっては、アクセス道路や部隊展開面積、について防災拠点と

しての活用を考慮する。 

○ 震災時の応急対策活動を円滑に行うため、活動拠点やアクセス機能の整備につ

いて、施設管理者が都及び関係区市町村の協力の下に取り組み、発災時の使用に

係るマニュアル等を作成する。 

  



第３章 安全な都市づくりの実現 

第３節 具体的な取組み／第１ 予防対策 

 92

震
災
編 

第
２
部 

施
策
ご
と
の
具
体
的
計
画 

第
３
章 安

全
な
都
市
づ
く
り
の
実
現 

震
災
編 

第
１
部 

総
則 

震
災
編 

第
３
部 

災
害
復
興
計
画 

震
災
編 

第
４
部 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
防
災
対
策 

（２）高層建築物及び地下街等における安全対策 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 
災対都市整備

部 

○ 建築基準法に基づく完了検査や特殊建築物等定期報告制度等を通じ

た高層建築物及び地下街の安全性の確保 

都都市整備局 

区 

指定確認検査機関 

○ 建築基準法に基づく完了検査や特殊建築物等定期報告制度等を通じ

た高層建築物及び地下街の安全性の確保 

警視庁・警察署 ○ 高層建築物、地下街における避難誘導、救出救助活動等の適正化 

東京消防庁・消防署 
○ 高層建築物等に係る防火安全対策に基づく指導 

○ 関係事業所に対する対策の指導 

 

② 詳細な取組み内容 

【実施主体】東京消防庁・消防署 

【超高層建築物の安全化】 

超高層建築物における都市ガス施設・火気使用設備器具の安全化及び家具調度品の不

燃等安全措置を講ずるよう指導促進を図る。 

 

【実施主体】区、都、区民、関係団体等 

○ 首都直下地震などの大地震が発生した場合、高層建築物においては、建物が倒壊し

なくても、建物の揺れによる家具類等の転倒・落下・移動や、エレベーター内の閉じ

込め等が生じる可能性があるほか、エレベーターの復旧までの間、居住者は階段を利

用して上下移動せざるを得ず、高層階の居住者ほど、地上階との往復が困難になり孤

立するおそれがある。 

このため、区、都、区民、関係団体等が連携し、家具類の転倒・落下・移動防止対

策やエレベーター閉じ込め防止対策を推進するとともに、自家発電機の整備や燃料確

保、飲料水や食料などの備蓄、発災時の情報伝達、高層建築物内や地域の住民との間

の共助の仕組みづくりなど高層建築物の各課題に対する取組みを進めていく（第３章

第３節第１の２「２ エレベーター対策」、「３ 落下物、家具類の転倒・落下・移動

の防止」参照）。 

 

【実施主体】区、都都市整備局、指定確認検査機関 

○ 区、都都市整備局及び指定確認検査機関は、高層建築物及び地下街の建築について、

建築基準法に基づき、建築確認、中間検査及び完了検査を行い、防災上や構造上の安

全性を確保する。 

特に、地下街の建設について、都都市整備局は、関係機関による協議会等を通じて、

総合的な観点から安全強化を図る。 
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【実施主体】区、都都市整備局 

○ 区及び都都市整備局は、既存の高層建築物及び地下街のうち、対象となるものに対

して、建築基準法に基づく定期報告制度により、毎年あるいは３年ごとに維持保全の

状況について報告を求め、安全性の確保を図る。 

 

【実施主体】警視庁・警察署 

○ 警視庁・警察署は、高層建築物、地下街における避難誘導、救出救助活動等の適正

化を図るため、次の対策を講じる。 

ア 高層建築物 

•  地下街を含めた震災対策に関する管理者対策の実施 

•  障害者等の要配慮者の視点も踏まえた、関係機関との連携による合同防災訓練

の実施 

イ 地下街 

•  地下街警備要図の作成 

•  障害者等の要配慮者の視点も踏まえた、地下街関係者との合同防災訓練の実施 

•  管理者対策の推進による防災標識等の明確化 

•  広報媒体（パンフレット、チラシ等）の作成・配布 

 

【実施主体】東京消防庁・消防署 

平成 31 年３月現在、区内には、100m 以上のいわゆる超高層建築物は６棟であるが、

今後増えることが予想される。超高層建築物については、関係法令に基づき建築の設計

段階から安全確保が厳しく規制・指導されている。しかし、構造上等の特性から、地震

時における避難や消防活動などの災害対応は、極めて困難になると予想され、長周期地

震動による危険性もある。このため、関係事業所に対して次の対策を指導する。 

○ 東京消防庁・消防署は、高層建築物等の新築等に際して、関係者に対し、火災予防

審議会を受けて策定した下記の防火安全対策を講じるように指導する。 

•  高層の建築物の防火安全対策 

•  乾式工法を用いた防火区画等の煙等の漏えい防止対策（100m 以上の高層建築物を

対象とした安全対策） 

•  大規模建築物群等の消防アクセス確保対策 

•  鉄道ターミナル駅に係る防火安全対策 

•  高層建築物等における歩行困難者等に係る避難安全対策 

○ 東京消防庁・消防署は、関係事業所に対して次の対策を指導する。 

ア 火災予防対策 

•  火気使用設備器具の安全化及び出火防止対策の推進 

•  火気使用場所の環境整備及び可燃性物品の転倒・落下・移動防止措置 

•  内装材料、家具調度品、装飾物品の不燃化 

•  消火設備、防火区画等の機能確保による延焼拡大防止対策の推進 

イ 避難対策（混乱防止対策） 

•  避難施設の適正な維持管理及び避難通路の確保 
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•  ビルの防災センターからの迅速な緊急放送体制の整備 

•  ショーケース、看板、複写機等の転倒、落下、移動の防止 

•  避難誘導員の事前指定や訓練指導者の育成 

•  避難口、避難階段を明示した館内図の掲示や施設利用者に対する災害発生時の

行動要領の周知徹底 

•  警報設備、避難設備の機能確保による避難対策の推進 

ウ 防火・防災管理対策 

•  従業員に対する消防計画の周知徹底 

•  管理権原者が複数の建物における管理責任区分及び全体についての消防計画の

周知徹底 

•  ビル防災センターの機能強化及び要員教育の徹底 

•  救出・救護知識の普及及び必要な資器材の整備 

•  防火管理業務及び防災管理業務従事者を対象とした、実務講習等による教育 

•  実践的かつ定期的な訓練の実施 

エ 消防活動対策 

•  消火活動上必要な施設の機能確保による消防活動対策の推進 

 

（３）がけ（斜面）・擁壁を有する敷地の被害防止 

① 対策内容と役割分担 

ア がけ（斜面）・擁壁を有する建築敷地に関する指導・支援 

機関名 対策内容 

区 
◎災対都市整備部 ○ がけ・擁壁等を有する敷地に関する指導・支援 

災対土木部 ○ 道路・公園等に属するがけ地の震災防止 

都都市整備局 ○ がけ・擁壁等の安全化 

都建設局 
○ ハード対策（急傾斜地崩壊対策） 

○ ソフト対策（土砂災害防止法に基づく対策） 

 

イ 土砂災害被害の防止 

風水害編の第２部「災害予防計画」第１章「水害予防対策」第２節「がけ崩れ対策」

及び第３節「土砂災害に関するソフト対策」より引用。 

機関名 対策内容 

区 

◎災対都市整備部 ○ 土砂災害防止法に基づく区域の警戒巡視体制の整備 

災対土木部 ○ 道路・公園等に属するがけ地の震災防止 

災対地域本部 

災対統括部 

○ 土砂災害防止法に基づくソフト対策 

○ 土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等における避難体

制の整備及びハザードマップの作成・周知 

都建設局 

○ 土砂災害防止法に基づくソフト対策 

○ 土砂災害警戒区域等の指定 

○ 土砂災害警戒情報の提供 

都環境局 ○ 保全地域の急傾斜地崩壊対策 

気象庁 ○ 土砂災害警戒情報の提供 



第３章 安全な都市づくりの実現 

第３節 具体的な取組み／第１ 予防対策 

 95

第
３
章 安

全
な
都
市
づ
く
り
の
実
現 

震
災
編 

第
２
部 

施
策
ご
と
の
具
体
的
計
画 

震
災
編 

第
１
部 

総
則 

震
災
編 

第
３
部 

災
害
復
興
計
画 

震
災
編 

第
４
部 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
防
災
対
策 

 

② 詳細な取組み内容 

ア がけ（斜面）・擁壁を有する建築敷地に関する指導・支援 

【実施主体】区災対都市整備部 

【がけ・擁壁等の崩壊防止】 

○ 地震動によるがけ崩れ被害は、がけ地・急傾斜地の宅地造成に伴い、その危険

性が増大している。 

○ がけ地に建築物や擁壁等を設ける場合、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）

及び東京都建築安全条例に基づき、防災上の見地から指導を行う。また、区内全

域が指定されている宅地造成等工事規制区域内にあっては、都市計画法（昭和 43

年法律第 100 号）及び宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）

に基づき、がけ・擁壁の指導、監督を行う。 

○ 既設の危険ながけ・擁壁は、管理者責任を負う所有者自らが危険性を認識し、

安全対策に取り組めるよう、「我が家の擁壁チェックシート（案）（国土交通省都

市局）」の配付、区のホームページ掲載により、安全点検方法を周知すると共に、

適切な管理を啓発する。 

【宅地造成地及びがけ地の震災防止】 

がけ地、急傾斜地の宅地造成等の工事に対して、関係法令の基準に適合するよう

指導し、がけ崩れや擁壁崩壊による建物被害を予防する。 

Ａ 宅地造成等の工事の規制 

宅地造成等工事規制区域内で、一定規模以上の宅地造成等の工事を行うものに

対し、宅地造成及び特定盛土等規制法の基準に適合するよう指導する。 

Ｂ がけ地上建築物の安全性の審査 

建築確認申請時において、一定規模以上のがけ地上に建築物を建築し、又は建

築敷地を造成する場合、設けなければならない擁壁及び建築物の安全性について

審査する。 

 

【実施主体】都都市整備局 

○ 都都市整備局は、がけ地に建築物や擁壁等を設ける場合、建築基準法及び東京

都建築安全条例に基づき、防災上の見地から指導を行う。 

○ 区市町村が行うがけ・擁壁の危険度調査等に対して助成を行い、調査等の促進

を図ることで、所有者に自己の所有するがけ・擁壁の危険性を認識いただき、そ

の改善に結び付けていく。 

 

イ 土砂災害被害の防止 

風水害編の第２部「災害予防計画」第１章「水害予防対策」第２節「がけ崩れ対策」

及び第３節「土砂災害に関するソフト対策」における記述内容による。 
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２ 建築物の耐震化及び安全対策の促進 

（１）建築物の耐震化の促進 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 
◎災対都市整備部 ○ 耐震改修促進計画に基づく、住宅、建築物の耐震化促進 

災対教育部 ○ 学校教育施設の耐震化 

都各局 ○ 公共建築物等の耐震化 

都主税局 ○ 税制面での耐震化支援 

都都市整備局 

都住宅政策本部 
○ 東京都耐震改修促進計画に基づく、民間建築物等の耐震化促進 

都福祉局 

都保健医療局 
○ 東京都災害拠点病院、社会福祉施設等の耐震化 

 

② 詳細な取組み内容 

ア 建築物の耐震化 

【実施主体】区災対都市整備部 

区は、「世田谷区耐震改修促進計画（令和３年４月改定）」に基づき、地震による建

築物の倒壊に伴う被害を防ぎ、区民の生命と財産を守り、災害に強く復元力をもつま

ちを実現するために、建築物の耐震化を計画的かつ総合的に促進する。 

 

【実施主体】都 

○ 令和５年３月に改定した東京都耐震改修促進計画に基づき、更に耐震化を促進

する。 

〔耐震化率の現状と目標〕 

建築物の種類 現状 
目標 

令和 7年度末 

特定緊急輸送道路

沿道建築物 

92.6％ 

(令和４年 12 月末) 

総合到達率99%かつ、区間到達

率95%未満の解消 

住宅 
92.0% 

(令和２年３月末推計値) 

耐震性が不十分な住宅を

おおむね解消 

特定建築物 

(百貨店、ホテル等) 

88.4% 

(令和２年３月末推計値) 
95％ 

 

（ア）緊急輸送道路沿道建築物 

【実施主体】都都市整備局 

○ 特定緊急輸送道路は、震災時における救急・救命活動や緊急支援物資の輸送な

ど復旧・復興の大動脈となる重要な役割を担うため、引き続き、沿道建築物の耐

震化について重点的かつ集中的に取り組む。 

〇 特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化による震災時の道路機能確保に併せ、一

般緊急輸送道路の機能を向上させることは、災害に強い都市を実現する上で有効
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である。引き続き、令和 7 年度末までに耐震化率 90%以上にすることを目標とす

るとともに、次回の計画改定までに緊急輸送道路全体での総合到達率等を指標と

した目標年度や目標値を定めることを検討する。 

（イ）住宅 

【実施主体】都都市整備局 

○ 住宅の耐震化を進めていくためには、自助・共助・公助の原則を踏まえ、住宅

の所有者自らが主体的に耐震化に取る組む必要がある。このため、区市町村や関

係団体等と連携し、所有者の耐震化の取組みを支援する。 

○ 防災都市づくり推進計画に定める整備地域においては、安全な避難や円滑な消

火・救援活動が可能な防災上有効な道路のネットワークを確保するため、防災生

活道路の整備に合わせて沿道の住宅の建替えを促進し、不燃化・耐震化を推進す

る。建替えが困難な場合は、住宅の耐震改修を支援し、倒壊による道路閉塞を防

ぎ、人的被害の軽減や市街地火災の延焼拡大を防止する。 

○ マンションは、戸建住宅に比べて規模が大きく、地震により倒壊等の被害が生

じた場合、道路閉塞を引き起こすなど周辺地域にも大きな影響が及ぶため、マン

ション管理組合等に対する普及啓発や支援を強化するとともに、公共性や公益性

等の観点から対象を重点化し、集中的に支援を行うなど、メリハリをつけて効率

的・効果的に施策を展開していく。 

○ 「都営住宅耐震化整備プログラム」に基づき、公共住宅の耐震化率を、令和７

年度までに 100%の目標達成に向けて、着実に耐震化を推進する。 

イ 公共建築物等の耐震化 

【実施主体】区災対都市整備部、区災対教育部 

【区立施設の整備】 

公共建築物のうち、特に庁舎や学校等は、災害時において防災拠点や避難所として

重要な役割を果たす。また、他の公共建築物も災害時であっても行政サービスを継続

していかなければならない施設である。 

区では、「新耐震基準」（昭和 56 年）以前に建設された公共建築物について、耐震診

断調査を行い、耐震基準を満たさない建築物の耐震化を行っていく。 

【耐震診断・補強工事の実施】 

区は、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき順次、平成 29 年度に再確

認が必要とされた 31 施設についても令和５年度末までに 30 施設について耐震化を完

了し、１施設について解体が完了した。今後も適切な維持管理に努め、建築物の経年

変化などによる影響を定期的に調査し、場合によっては必要な耐震診断を行い、耐震

補強改修など、適切に対応する。 

（ア）庁舎等の公共建築物 

再確認が必要とされた３施設については令和５年度末までに２施設について耐震

補強工事、１施設について解体を行った。 

今後、耐震の基準に関する見直し等によって必要な場合は、公共建築物の安全性

を確保するため、再確認の実施を含め建築基準法に基づく定期報告や日常の維持管
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理、点検などを継続して取り組む。 

（イ）区営住宅 

「新耐震基準」以前（昭和 56年）に建設した区営住宅の耐震化については、平成

20 年度及び平成 21 年度に耐震診断を実施し、全てに所要の耐震性能を有すること

を確認した。 

（ウ）学校教育施設 

「新耐震基準」以前（昭和 56 年）に建設した区立小中学校の耐震化については、

耐震補強、校舎等の一部改築及び全面改築などに取り組んでいる。耐震補強工事等

を実施し、全ての学校の耐震化を達成が完了した。 

 

（２）エレベーター対策 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 ○ 区立施設におけるエレベーターの閉じ込め防止機能の向上 

都各局 ○ 都立施設におけるエレベーターの閉じ込め防止機能の向上 

都都市整備局 
○ エレベーター改修方法等を示したリーフレットによる普及啓発 

○ 都内エレベーターの閉じ込め等の情報を収集する体制の構築 

都住宅政策本部 ○ 都営住宅に停電時自動着床装置の設置を推進 

日本エレベーター協会 

○ 民間施設における閉じ込め防止対策の実施を誘導 

○ 都と連携したエレベーター閉じ込めの救出体制の構築 

○ 協会加盟各社による全国からの応援体制の構築 

東京消防庁 ○ エレベーター閉じ込め事故からの救出体制の構築 

 

② 詳細な取組み内容 

ア エレベーターの閉じ込め防止機能の向上 

（ア）区施設 

【実施主体】区災対総務部、区災対都市整備部、区災対保健福祉部、区災対教育部、

区災対地域本部 

○ 区は、施設の状況を把握しながら、エレベーター閉じ込め防止対策を講じる。 

〔エレベーター閉じ込め防止装置〕 

装置名 機能 

リスタート運転機能 

地震で停止装置が働いて緊急停止した場合に、自動で安全を

確認しエレベーターを再作動させることにより、閉じ込めを防

止する機能 

停電時自動着床装置 

停電時に、バッテリー電源によりエレベーターを自動的に最

寄階まで低速運転で着床させた後ドアを開き、閉じ込めを防止

する装置 

Ｐ波感知型 

地震時管制運転装置 

主要動（Ｓ波）が到達する前に、初期微動（Ｐ波）を感知す

ることにより、安全にエレベーターを最寄り階に着床させ、ド

アを開放する装置 
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（イ）民間施設 

○ 医療機関は、災害時に医療活動を迅速に行えるよう、その施設のエレベーター

の閉じ込め防止対策を講じる必要がある。 

 

イ 救出・早期復旧 

（ア）「１ビル１台」ルールの徹底 

【実施主体】区災対総務部、区災対都市整備部、区災対保健福祉部、区災対教育部、

区災対地域本部 

○ 区は、エレベーターの閉じ込めが生じた時に、エレベーター保守管理会社への

連絡を迅速に行えるよう連絡体制を整える。 

また、区は「１ビル１台」ルールの普及啓発に協力する。 

〔「１ビル１台」ルール〕 

運転再開用の保守要員の数が限られているため、１ビルにつき１台のエレベーター

の復旧を終えたら、次のビルの復旧に移り、できるだけ多くのビルの早期機能回復を

図るという原則。 

都は、一般社団法人日本エレベーター協会などと協力して、エレベーター保守管理

会社に対して「１ビル１台」ルールの徹底を要請するとともに、広く都民・事業者等

に普及啓発するとしている。 

「東京都地域防災計画」令和元年７月 東京都防災会議 

 

（イ）自動診断仮復旧システムの採用 

【実施主体】エレベーター会社 

○ エレベーター会社では、地震で停止したエレベーターについて、保守要員によ

る点検をしなくても、仮復旧できる自動診断仮復旧システムの開発を行っている。 

 

（ウ）復旧体制の充実 

【実施主体】日本エレベーター協会加盟各社 

○ 日本エレベーター協会加盟各社は、全国的な応援体制の構築を支援するととも

に、迅速な復旧に向けて、体制の強化を図る。 

 

（３）落下物、家具類の転倒・落下・移動の防止 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 

○ 家具類転倒・落下・移動防止対策を推進 

○ 住民の安全確保を図るため支援制度を設けるなど、家具類転倒・落下・

移動防止器具の取付け事業を推進 

東京消防庁・消防

署 

○ 家具類の転倒・落下・移動防止対策に係る普及啓発用資料の作成及び普

及啓発イベント、講習会の実施等による普及・啓発 

○ 関係機関、関係団体等と連携した家具類の転倒・落下・移動防止対策の

周知 
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機関名 対策内容 

都各局 

○ 都保有施設におけるオフィス家具類転倒・落下・移動防止対策の推進 

○ 関係機関等への家具類転倒・落下・移動防止対策の協力要請 

○ 都民・事業者に対する転倒・落下・移動防止対策の普及・啓発 

都都市整備局 
○ 建築物の天井等の落下防止対策を推進 

○ 屋外広告物に対する規制 

 

② 詳細な取組み内容 

ア 物品等の転倒・落下・移動防止 

【実施主体】区災対総務部、区災対都市整備部、区災対保健福祉部、区災対教育部、区

災対地域本部、東京消防庁・消防署 

○ 多数の人間の集まる公共施設では、強化ガラスへの改修、飛散防止フィルムの貼

付、設備機器、物品等の転倒・落下・移動防止、蛍光管の散乱防止等の安全対策を

講じる。 

（ア）保育園・児童館の安全整備 

保育園の遊戯室、保育室や児童館の窓ガラスを強化ガラス製にし、あわせて設備

機器、物品等の転倒・落下・移動防止及び落下後散乱しない飛散防止幕蛍光灯等の

取付けを行い、安全の確保に努める。 

（イ）高齢者・障害者施設の安全整備 

区立高齢者・障害者施設において、什器類の転倒・落下・移動防止や飛散防止フ

ィルムによる窓ガラスの飛散防止措置を講じ、施設内の安全を確保に努める。 

（ウ）大規模空間の天井等非構造部材の安全対策 

体育館等は、災害時の避難所としての役割を担うため、天井や設備機器等の非構

造部材の耐震性を調査し、安全対策を講ずる。 

 

イ ビル落下物の安全化 

【実施主体】区災対総務部、区災対都市整備部、区災対保健福祉部、区災対教育部、区

災対地域本部 

○ ビル落下物（窓ガラス、屋外広告物等）について、建築基準法や屋外広告物条例

の規定を活用して、改修を指導し、住民及び通行人の安全を確保する。 

 

【実施主体】都都市整備局 

○ 都都市整備局は、地震の際、看板等の屋外広告物が脱落し、被害をもたらすこと

がないよう、東京都屋外広告物条例（昭和 24年東京都条例第 100 号）に基づき、表

示者等に対し、区市町と連携して、屋外広告物の許可申請時に指導を行うとともに、

設置後の維持管理の指導を行う。 

○ 一定規模以上の屋外広告物については、屋外広告物管理者を設置する。 
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ウ 家具類の転倒・落下・移動の防止 

【実施主体】区災対都市整備部 

○ 区民・事業者に対する転倒・落下・移動防止対策の普及・啓発を行う。 

○ 区立施設の家具類の転倒・落下・移動防止対策の推進を図る。 

○ 家具類の転倒・落下・移動防止対策の重要性に関する普及啓発を行うとともに、

高齢者や障害者のいる世帯等を対象に、家具転倒・落下・移動防止器具取付支援を

行い、家具転倒・落下・移動防止の推進を図る。 

 

【実施主体】東京消防庁・消防署 

○ 家具類の転倒・落下・移動防止普及用リーフレットの作成・配布、家具類の転倒・

落下・移動防止対策ハンドブックを活用し、区民や事業所に対する防災指導を実施

する。 

○ 防災週間等のイベントや防災訓練時の普及・啓発及び家具類の転倒・落下・移動

防止器具の取付講習を実施する。 

○ 関係機関、関係団体等と連携した周知する。 

○ 映像、インターネット広告など多様な手法を活用し、家具類の転倒・落下・移動

防止に向けた普及啓発を実施する。 

 

【実施主体】区、都 

○ 区及び都は、保有施設におけるオフィス家具類の転倒・落下・移動防止対策の実

施状況調査を行い、結果を公表するなど、防止対策を推進する。 

 

エ 美術品等の転倒・落下・移動防止 

【実施主体】区災対区民支援部、区災対教育部 

○ 区は、美術館・博物館等における収蔵品及び展示品等の転倒・落下・移動を防止

するため、収蔵棚や展示ケース、固定具等の耐震化・免震化など、より安全な保管・

展示方法への改善を図る。 

 

（４）文化財施設の安全対策 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 ◎災対教育部 ○ 定期的に消防機関への通報、消火、重要物件の搬出、避難誘導等の

総合訓練等の防災訓練を実施 

○ 消防用設備及び防災設備等の点検・整備 

○ 文化財防災点検表を作成 

東京消防庁・消防署 

所有者 

管理者 

 

② 詳細な取組み内容 

【実施主体】区災対教育部、東京消防庁・消防署 

法令に基づく立入検査を実施するとともに、毎年１月 26 日を「文化財防火デー」とし
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て関係機関と常に密接な関係を図り、学校教育・生涯学習を通じて文化財防火運動を推

進し、文化財に対する認識を高揚させる。 

また、文化財施設の所有者又は管理者に対して、以下の事項を指導する。 

ア 文化財周辺の整備・点検 

（ア）文化財の定期的な見回り・点検 

（イ）文化財周辺環境の整理・整頓 

イ 防災体制の整備 

（ア）防災計画の作成 

（イ）巡視規則や要領の作成等 

ウ 防災知識の啓発 

（ア）国、都等が主催する文化財の防災に関する講習会等への参加 

（イ）ポスターの掲示、防災訓練への参加の呼びかけ 

エ 防災訓練の実施 

オ 防災設備の整備と点検 

外観点検、機能点検、総合点検、代替措置の整備 

カ 緊急時の体制整備 

消防機関への円滑な通報体制の確立、隣者の応援体制の確立、文化財防災点検表に

よる定期的な自主点検の実施 

＊文化財の現況〔資料編資料第●・P●●〕 

 

（５）社会公共施設等の応急危険度判定実施体制の整備 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 ◎災対都市整備部 
○ 区立の公共建築物が被災した場合に備え、応急危険度判定の

実施体制を整備 

社会公共施設の管理者 
○ 所管する社会公共施設が被災した場合に備え、必要に応じて応急危険度

判定の実施方法を確保 

都各局 

○ 都立の公共建築物が被災した場合に備え、応急危険度判定の実施体制を

整備 

○ 公共建築物等応急危険度判定部会に関する要綱の整備 

○ 都各局が実施する応急危険度判定を支援する体制を整備 

○ 応急危険度判定の講習等を実施 

○ 都立学校における安全確保のための体制整備と区市町村との協力体制の

調整 

 

② 詳細な取組み内容 

ア 判定対象施設 

区の公共建築物、民間が整備する医療機関、学校、老人ホーム等の建築物のうち、社

会公共施設等（※）を対象とする。 

※ 社会公共施設等とは、区立施設、区立以外の公立施設及び民間施設のうち、警視

庁・警察署、東京消防庁・消防署、区本部が設置される庁舎の他、避難所に指定さ
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れている学校施設等、福祉避難所に指定されている社会福祉施設等、災害拠点病院

等に指定されている医療機関等、防災上特に重要な建築物及び応急仮設住宅となり

うる公的住宅等を総称していう。 

イ 判定実施体制の整備 

【実施主体】区災対都市整備部 

区災対都市整備部は、所管する区立施設のうち、社会公共施設等について、迅速な

判定が実施できるよう、判定対象施設リストを作成し、判定技術者の配置に努めると

ともに、計画的に応急危険度判定に必要な資器材を配備する。また、所管する区立施

設について応急危険度判定の実施体制を整備する。 

 

（６）ブロック塀等の倒壊防止 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 
◎災対都市整備部 ○ ブロック塀等の適切な管理への啓発・支援 

災対土木部 ○ ブロック塀等の安全化（生垣等による緑化） 

都都市整備局 ○ ブロック塀等の安全化 

 

② 詳細な取組み内容 

【実施主体】区災対都市整備部 

○ 安全性が確認出来ないブロック塀、大谷石塀、万年塀等については、災害時に倒

壊し、通行人等へ危害を及ぼすおそれがある。また、避難、消防及び救援活動の阻

害要因となるなど、様々な被害をもたらす。 

○ 所有者自らが危険性を認識し安全対策に取り組めるよう、「塀の点検のチェックポ

イント（国土交通省住宅局）」等について、配布や区のホームページへの掲載により、

安全点検実施方法を周知する等、塀の適切な設置及び管理を啓発する。 

○ ブロック塀等の撤去工事助成及び生垣緑化助成等の支援制度を活用し、危険なブ

ロック塀等の撤去と生垣等による緑化を促進する。 

 

【実施主体】都都市整備局 

○ 都都市整備局は区市町村と連携し、建築物防災週間や建築確認時等の機会を捉え

て、ブロック塀の倒壊による危険性や対策の必要性について啓発し、改善指導を行

う。 

○ 令和２年３月に一部改定した東京都耐震改修促進計画において、特定緊急輸送道

路に接する建物に附属する組積造の塀のうち、一定規模以上の塀に耐震診断を義務

付けており、令和７年度末までに耐震性が不十分な塀をおおむね解消することを目

指し取組を進める。 

○ 都都市整備局は、自己点検のチェックポイントや、区市町村における助成制度及

び相談窓口の一覧などを耐震ポータルサイトに掲載し、広く情報発信することで、

所有者による安全対策の取組みを支援する。 
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○ 都都市整備局は、民間のブロック塀等の撤去や新設等を行う者に対し補助金を交

付する区市町村に対して支援し、ブロック塀等の安全対策の促進を図る。 

○ 都教育庁は、公立小中学校等のブロック塀等の安全対策を行う区市町村を支援し、

震災時における児童生徒等の安全確保を図る。 

○ 都各局は通学路を含む不特定多数が通行する道路等に面する塀等について、第一

優先順位で撤去等の安全対策を行う。 

 

３ 液状化、長周期地震動への対策の強化 

（１）液状化対策の強化 

① 対策内容と役割分担 

液状化被害の発生危険性のある箇所について、インフラ施設等の液状化対策、区民への

情報提供など、適切な対策を講じていく。 

機関名 対策内容 

区 ◎災対都市整備部 ○ 液状化のおそれのある地域において、建築物の設計者等に対し

て的確な対策を講じるよう促す。 指定確認検査機関 

都各局 

○ 公共建築物に対する液状化対策 

○ 「東京の液状化予測図」を情報提供 

○ 「液状化による建物被害に備えるための手引」の改定 

○ 既存の地盤調査データ、対策工法などの情報提供 

都水道局 
○ 都の被害想定で震災時の断水率が高いと想定される地域について、優先

的に管路の耐震継手化を実施 

都下水道局 ○ 液状化の危険性が高い地域において、マンホールの浮上抑制対策を実施 

 

② 詳細な取組み内容 

ア 液状化のおそれのある地域における建築物等の安全確保 

【実施主体】区災対都市整備部、指定確認検査機関 

指定確認検査機関は、木造住宅などの建築物について、液状化のおそれがある地域

において、建築確認審査などの機会を捉え、建築物の設計者などに対して、的確な対

策を講じるよう促していく。 

 

（２）長周期地震動対策の強化 

① 対策内容と役割分担 

高層建築物等における長周期地震動対策を推進するとともに、危険物等施設における被

害の防止や室内の安全確保を図る。 

機関名 対策内容 

東京消防庁・消防

署 

○ 屋外タンク貯蔵所の浮き屋根等の適正な維持・管理を指導 

○ 長周期地震動の危険性や、家具の転倒・落下・移動防止措置等の重要

性を広く都民や事業者に周知 

都総務局 

○ 長周期による危険物対策についての九都県市連携 

○ 長周期地震動の危険性や、家具の転倒・落下・移動防止措置等の重要性を広く都

民や事業者に周知 
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機関名 対策内容 

都都市整備局 
○ 高層建築物について、建築主及び建築士などの団体等に対して、補強方法の事例、

家具転倒防止対策等の情報提供 

東京管区気象台 ○ 長周期地震動情報に関する情報を活用するための普及・啓発活動の推進 

 

４ 出火、延焼等の防止 

（１）消防水利の整備、防火安全対策 

① 対策内容と役割分担 

地震による火災や延焼等の防止を図るため、消防水利の整備や建築物等の防火安全対策

を推進する。 

機関名 対策内容 

区 
◎災対地域本

部 

○ 初期消火体制の強化 

○ 消防水利の整備 

東京消防庁・消防署 

○ 消防水利の整備 

○ 消防活動路の確保 

○ 消火活動が困難な地域への対策 

○ 火気使用設備・器具の安全化 

○ 電気設備等の安全化 

○ その他出火防止のための査察・指導 

都各局 
○ 消防水利の整備 

○ 消防活動路の確保 

 

② 詳細な取組み内容 

ア 出火等の防止 

【実施主体】東京消防庁・消防署 

○ 火気設備・器具の安全化について、火災予防条例に基づき、石油燃料機器類への

耐震安全装置の設置の徹底、火器設備・器具周囲の保有距離の離隔及び固定等、各

種の安全対策を推進する。 

○ 電気設備等の耐震化を指導するとともに、電気火災の防止に向けた普及啓発を推

進し、出火防止等の安全対策の強化を図る。 

○ 地下街、飲食店、百貨店、病院等の防火対象物及び多量の火気を使用する工場、

作業場等に対して、火気設備・器具等の固定、当該設備・器具への可燃物の転倒・

落下・移動防止措置、災害時における従業員の対応要領等について、立入検査等に

おいて指導する。 

○ 各事業所に対して、東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画の作成状況を確

認し、作成していない事業所に対しては、計画の作成を指導する。 

○ 発災直後の出火以外にも、地震発生から数日後の復電による通電火災等が発生す

る可能性があることに留意し、区民等への指導を行っていく。 
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イ 初期消火体制の強化 

【実施主体】区災対地域本部 

【街路消火器の設置】 

震災時に区内各地で予想される同時多発火災に対し、近隣住民が協力しあい、初期

消火活動を行えるよう、街路消火器を設置している。常に使用可能な状態におくため

に、薬剤の詰替、器具の補修、不良箇所の発見、簡易な補修、清掃等にあたる。また、

災害時にすぐ使用できるよう使用方法、設置場所の PR等に努める。 

＊世田谷区街路消火器設置要綱〔資料編資料第●・P●●〕 

＊街路消火器の設置現況〔資料編資料第●・P●●〕 

 

【実施主体】区災対統括部、区災対地域本部、東京消防庁・消防署 

【家庭への消火器等の普及】 

家庭内で用意すべき消火器具については、各個人がこれを備えるよう啓発及び支援

を行う。 

＊世田谷区消火器薬剤補充等に係る助成に関する要綱〔資料編資料第●・P●●〕 

 

【実施主体】東京消防庁・消防署 

消防用設備等が地震時にも機能を十分に発揮し、火災を初期のうちに消火できるよ

う、都民及び事業者に耐震措置を指導する。各家庭からの出火や火災の拡大を防止す

るため、住宅用火災警報器をはじめ住宅用防災機器等の普及・維持管理の推進を図る。 

【消防用設備等の適正化】 

（ア）計画目標 

消防用設備等が、地震時にもその機能を十分に発揮し、火災を初期のうちに消火

できるよう耐震措置の指導を促進する。 

（イ）事業計画 

屋内消火栓設備、スプリンクラー設備等の貯水槽、加圧送水装置、非常電源配管

等が地震時にも機能するよう指導を強化する。 
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ウ 火災の拡大防止 

○ 消防水利の整備について、次の項目を推進する。 

所管 内容 

区 

○ 防火水槽 
Ａ 区の新設及び既設施設に設置する。 
Ｂ 「世田谷区建築物の建築に係る住環境の整備に関する条例」によ

り設置を求める。 
Ｃ 区民の土地を借地し、区が設置する。 

東
京
消
防
庁
・
消
防
署 

○ 耐震性を有する防火水槽や巨大水利としての深井戸を整備する。 

○ 都、区及び関係機関と連携して、河川等あらゆる水源の有効活用を図

る。 

○ 木造住宅密集地域等の道路狭あい地域に設置されている消火栓・排水

栓等の水道施設について、都、区及び水道局と連携して、自主防災組織

等が初期消火に使用する水源として活用する。 

○ 防火水槽の鉄蓋を軽可搬ポンプの吸管が容易に投入できるよう改良

し、自主防災組織等が利用しやすい防火水槽を整備する。 

○ 経年防火水槽を再生し、震災時の消防水利を確保する。 

○ 特別区においては、消防水利が不足する地域に対し、耐震性を有する

防火水槽や深井戸等の整備を推進するとともに、都や区と連携した水利

整備の推進に努める。 

○ 民間の建設工事に併せて消防水利を設置した場合に、一定の条件の下

に補助金を交付することにより、消防水利の整備推進を図る。 

○ 区が公共施設及び特殊建築物を整備するときには、東京都震災対策条

例第 27 条に基づき、防火水槽等の整備に努める。また民間の開発事業等

に際しては、都市計画法の開発行為に伴う協議に基づき防火水槽等の確

保に努める。 

○ 都有地等の売却に際し、既存の防火水槽等の存置や代替え水利の確保

を図る。 

 

【実施主体】区 

【消火用スタンドパイプの普及】 

災害発生時の初期消火活動の円滑な実施を図るため、区立施設等に配備するととも

に、各町会・自治会等に対しスタンドパイプの普及に努める。 

＊応急給水資器材配置場所一覧〔資料編資料第●・P●●〕 

【防火水槽の設置推進】 

火災発生時の被害を最小限度に抑えるため、防火水槽の設置を東京消防庁・消防署

で進めているが、区としても、区立施設の建設時や「世田谷区建築物の建築に係る住

環境の整備に関する条例」に基づき、マンション等の建設時に面積に応じ、40㎥、60

㎥、100 ㎥の防火水槽の設置を求めている。 
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【実施主体】東京消防庁・消防署 

【火災の拡大防止】 

現状の都市構造においては、区民及び事業所等の協力によって、出火防止及び初期

消火の徹底を図っても、なお相当数延焼火災の発生が予想されることから、特に、地

域総合防災体制の確立、消防力整備・増強、消防水利の整備、消防活動路等の確保、

消防団の強化等を推進する。 

【消防活動体制の整備強化】 

区内における常備消防力は、３消防署、10 消防出張所に、消防職員 747 名を擁し、

ポンプ車・化学車・はしご車・救助車及び消防活動二輪車等 77台を配備して災害に備

えている。（令和６年７月１日現在） 

消防機関は、平時の消防力を地震時においても最大限に活用するため、地震被害の

態様に即した各種の震災消防計画を策定し、有事即応体制の確立を図っている。また、

地震等により多発する救助活動や消火活動に迅速に対応するため、特別救助隊が配置

されていない消防署についても、救助資器材を配置している。 

＊消防車両等の内訳〔資料編資料第●・P●●〕 

【装備資器材の整備】 

常備消防力を最大限に活用するため、震災の態様に応じた資器材を整備するととも

に、防災区民組織、地域住民等も消防隊員用救助資器材を使用できるよう計画を図る。 

【消防水利の整備】 

震災時の同時多発火災に対処するため、消防水利が不足する地域に対し、耐震性を

有する防火水槽や深井戸等の設置や民間建物の基礎部分を利用した地中ばり水槽の設

置促進に努めている。 

また、関係公共機関等が行う集合住宅の建設や民間の開発行為、市街地再開発事業

等に際して、防火水槽等を確保するよう働きかけるとともに、都市づくりと一体とな

った消防水利を確保するため、河川改修等に対する消防水利機能の確保や雨水貯留施

設、親水公園など他の用途の水源を消防水利に活用する。 

さらに、巨大水利の開発・確保など多角的な方策による消防水利の整備促進に努め

る。 

＊消防水利〔資料編資料第●・P●●〕 

【消防活動路等の確保】 

震災時においては、建物、電柱等の倒壊により消防車両等が通行不能になることが

予想される。 

このため、次の対策を推進し、消防活動路の確保を図る。 

（ア）民間からの特殊車両の借り上げ確保 

（イ）消防活動に必要な幹線的道路の拡幅、Ｕ字溝等の暗きょ化、コーナー部分の隅き

り整備などの関係機関との検討 

（ウ）震災消防活動が効果的に行えるよう道路啓開や交通規制等についての警視庁・警

察署との連携 
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【消防活動が困難な地域への対策】 

震災時には、道路の狭あいに加え、木造住宅の密集等により消防活動が著しく阻害

される区域が発生することが予想される。 

このため、道路の拡幅、消防水利の充実、消防隊用可搬ポンプ等の活用、消防団体

制の充実等の施策を推進するとともに、消火活動の阻害要因の把握及び分析並びに延

焼火災に関する調査研究結果を、防災都市づくり事業等に反映し、消防活動が困難な

地域の解消に努める。 

 

（２）危険物施設、高圧ガス、毒物・劇物取扱施設等の安全化 

① 対策内容と役割分担 

ア 石油等危険物施設の安全化 

機関名 対策内容 

東京消防庁・消防

署等 

○ 事業所防災計画の作成状況の確認、作成の指導 

○ 石油等危険物施設の安全化 

 

イ 液化石油ガス消費施設の安全化 

機関名 対策内容 

都環境局 ○ 液化石油ガス消費施設の安全化 

 

ウ 高圧ガス取扱施設の安全化 

機関名 対策内容 

都環境局 ○ 高圧ガス取扱施設の安全確保 

 

エ 毒物・劇物取扱施設の安全化 

機関名 対策内容 

事業者 ○ 事業者は、漏洩（えい）を防止するための体制をあらかじめ整備 

都保健医療局 

区災対医療衛生部 

○ 毒物・劇物取扱施設立入検査、講習会、保守点検、事故発生時の対応、措置、防

災訓練の実施、危害防止規定等作成等の指導 

都教育庁 

区災対教育部 
○ 公立学校における毒物・劇物災害を防止 

都生活文化スポーツ

局 
○ 私立学校における毒物・劇物災害を防止 

 

オ 化学物質関連施設の安全化 

機関名 対策内容 

東京消防庁・消防署 ○ 事業所防災計画の作成指導 

都環境局 
○ 化学物質取扱施設の安全性向上 

○ PCB 保管事業者の明確化 
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カ 放射線等使用施設の安全化 

機関名 対策内容 

東京消防庁・消防署 ○ 事業所防災計画の作成指導 

都保健医療局 ○ RI 管理測定班を編成し、地域住民の不安除去に努める。 

都総務局 

都保健医療局 

都産業労働局 

○ 監視体制の強化、法制上の問題、災害時の安全対策等について協議 

○ 関係各局がそれぞれの RI 対策を推進 

 

キ 石綿含有建築物等からの石綿飛散防止体制の構築 

機関名 対策内容 

都環境局 
○ 都民、作業員、ボランティア等への広報 

○ 協定締結団体等との体制の構築 

 

② 詳細な取組み内容 

石油等の危険物及び毒劇物等の有毒物は、震災時の漏えい及びその結果生じる人体被害

や、出火、延焼拡大等の危険要因を持っている。 

危険物施設、有毒物及び危険物輸送車両の安全性が、関係法令に適合するよう指導する。 

 

ア 石油等危険物施設等の安全化 

【実施主体】東京消防庁・消防署 

危険物関係の施設は、地震・火災時に生命、身体や財産の被害をおよぼすおそれが

多分にあるので、これらの施設の耐震化、適切な貯蔵取扱い、事業所防災計画の作成

等を指導するとともに、立入検査の実施、施設従事者に対する危険物の取扱指導及び

訓練等の実施により、災害の予防を図る。 

 

イ 化学物質関連施設の安全化 

【実施主体】東京消防庁・消防署、都各局 

化学薬品を取扱う学校、病院、研究所等の立入検査を定期的に実施し、保管の適正

化指導等により安全対策を推進する。 

主な指導事項 

（ア）化学薬品容器の転倒・落下・移動防止措置 

（イ）化学薬品収納棚の転倒・落下・移動防止措置 

（ウ）混合混触発火性物品の近接貯蔵防止措置 

（エ）化学薬品等収納場所の整理整頓 

（オ）初期消火資器材の整備 

 

ウ 放射線等使用施設の安全化 

放射線等使用施設については、国（原子力規制委員会）が、「放射性同位元素等による

放射線障害の防止に関する法律」に基づき、RI（ラジオ・アイソトープ）の使用、販売、

廃棄等に関する安全体制を整備するとともに、立入検査の実施による安全確保の強化、

平常時はもとより震災時においても監視体制がとれるよう各種の安全予防対策を講じる。 
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【実施主体】東京消防庁・消防署 

放射線等使用施設を有する事業所の震災時安全確保のため、「東京都震災対策条例」

に基づく事業所防災計画の作成状況を確認するとともに、未作成の場合は作成を指導

する。 

 

エ 石綿含有建築物等からの石綿飛散防止体制の構築 

【実施主体】都環境局 

〇 災害時における石綿飛散防止対策に関する情報を得られるよう、住民等へ周知

する。更に、災害時に都民、作業員、ボランティア等へ配布する周知用チラシを

準備する。 

〇 都環境局、協定締結団体及び区市は協力して、年１回災害訓練を実施する。 

 

（３）危険物等の輸送の安全化 

① 対策内容と役割分担 

関係官庁による危険物積載車両の路上取締りを毎年定期的に実施するとともに、常置場

所においても立入検査を実施し、構造設備等の保安・管理の徹底を図る。また、輸送車両

の事故を想定した訓練を実施し保安意識の高揚に努める。 

 

機関名 対策内容 

都保健医療局 
○ 法令基準に適合するよう指導取締りの実施 

○ 関係機関との連絡通報体制の確立 

東京消防庁・消防署 
○ タンクローリー等による危険物輸送の指導、安全対策の実施 

○ イエローカードの車両積載の確認及び活用推進 

警視庁・警察署 

○ 危険物等運搬車両の通行路線の検討 

○ 危険物等運搬車両の路上点検、指導取締りの推進 

○ 関係機関等の連絡通報体制の確立 

都環境局 

○ 高圧ガスに関する保安講習会等による事故防止対策の普及啓発 

○ 高圧ガス及び液化石油ガス移動車両の路上点検の実施 

○ 高圧ガス移動車両の事故を想定した訓練の実施 

JR 貨物 

○ 鉄道タンク車の検査体制強化及び私有タンク車の安全性に関する指導の実施 

○ 火薬類等の危険品輸送時の災害防止 

○ 部外関係機関等における緊急時の協力・応急処理体制の確立 

○ 社員に対する事故時の処理方法等の教育指導、訓練実施 
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第２ 応急対策 

１ 消火・救助・救急活動 

災害発生後は、迅速・的確な消火活動を実施するとともに、被災者の救助・救急活動を実施

する。 

（第２部第２章（区民と地域の防災力向上）第３節「第２ 応急対策」参照） 

（第２部第５章（応急対応力、広域連携体制の強化）第３節「第２ 応急対策」参照） 

 

２ 河川施設等の応急対策による二次災害防止 

（１）河川施設等の応急対策 

堤防といった公共土木施設が地震等により被害を受けるおそれがあるときは、水害を警戒、

防御する。被害を受けたときは、速やかに応急対策を行い、二次災害を防止する。 

 

３ 社会公共施設等の応急対策 

（１）社会公共施設等の応急対策 

① 対策内容と役割分担 

ア 社会公共施設等の応急危険度判定 

地震が発生したとき、応急対策上重要な役割を果たす社会公共施設等について、余震

等による倒壊、部材の落下等から生じる二次災害を防止するため、早期に被害状況を調

査し、使用できるかどうかを応急的に判定する。 

機関名 対策内容 

社会公共施設の管理者 

○ 所管する社会公共施設が被災した場合、必要に応じて応急危険度

判定を実施 

○ 判定が困難な場合、区に判定実施の支援要請 

区 
◎災対都市整備

部 
○ 公共建築物が被災した場合、必要に応じて応急危険度判定を実施 

都各局 

○ 都立公共建築物が被災した場合、必要に応じて応急危険度判定を実施 

○ 応急危険度判定技術者が不足する場合、他団体（他行政庁、民間団体）への

協力要請 

○ 社会公共施設の管理者から判定実施の支援要請があった場合、公共建築物に

準じて、社会公共施設の判定を実施 

 

イ 社会公共施設等の応急対策 

機関名 対策内容 

各施設管理者 ○ 状況に応じて必要な措置をとる。 
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②詳細な取組み内容 

ア 社会公共施設等の応急危険度判定 

（ア）区立の公共建築物が被災した場合 

【実施主体】区災対都市整備部 

○ 区は、その所管する公共建築物が被災した場合、施設管理者より被害状況の

報告を受け、必要に応じて応急危険度判定を実施する。 

○ その判定が困難な場合、区本部に判定実施の支援を要請する。 

（第２部第 12章第３節第２「１ 被災住宅の応急危険度判定」参照） 

（イ）その他の社会公共施設が被災した場合 

【実施主体】管理者 

○ 社会公共施設の管理者は、その所管する社会公共施設が被災した場合、必要

に応じて応急危険度判定を実施し、区施設管理所管へその報告をする。 

○ 社会公共施設の管理者は、その所管する社会公共施設の判定が困難な場合、

区又は都に判定実施の支援を要請する。 

 

【実施主体】区災対都市整備部 

○ 区本部は公共建築物に準じて、社会公共施設の判定を実施する。 

 

イ 社会公共施設等の応急対策 

（ア）各医療機関 

○ 事業継続計画（BCP）等あらかじめ策定した計画に基づき、患者の生命保護を最

重点に対応する。 

○ 通信手段の確保に努めるとともに、状況に応じて必要な措置をとるなど万全を

期する。 

（イ）社会福祉施設等 

○ 社会福祉施設等の責任者は被災後速やかに施設内外を点検し、落下・倒壊等の

危険箇所の有無を確認する。必要に応じて応急修理を行い、安全を確保する。 

○ 業務継続計画（BCP）等あらかじめ策定した計画に基づき、利用者の安否確認や

安全確保、サービスの継続を行う。 

○ 社会福祉施設等において、施設独自での復旧が困難である場合は、災対保健福

祉部等の関係機関に連絡し、援助を要請する。 

○ 震災の被害を受けなかった施設の責任者は、援助を必要とする施設の責任者に

積極的に協力し、入所者の安全を確保する。 

（ウ）学校施設 

○ 学校長は、児童・生徒等の安全確保を図るため、避難計画を作成し、この計画

に基づいて行動する。 

○ 自衛防災組織を編成し、役割分担に基づき行動する。 

○ 緊急時には、関係機関へ通報して臨機の措置を講じる。 

○ 学校施設が、避難所になった場合は、避難者の健康と安全の確保に努めるとと
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もに、余震や火災予防についても十分な措置をとる。 

○ 学校施設の応急修理を迅速に実施する。 

（エ）文化財施設 

○ 文化財に被害が発生した場合は、その所有者又は管理者は、直ちに東京消防庁・

消防署等の関係機関に通報するとともに被害の拡大防止に努め、被災状況を速や

かに調査し、区指定の文化財は区災対教育部が、都教育委員会を経由して、その

結果を文化庁長官に報告する。 

○ 関係機関は被災文化財の被害拡大を防ぐため、協力して応急措置を講じる。 

（オ）区立文化施設・社会教育施設 

○ 区立文化施設・社会教育施設の管理者は、施設の利用者等が不特定多数である

ことから、利用者等の避難誘導に当たっては、あらかじめ定められた避難場所に

誘導し、混乱防止及び安全確保に万全を期する。 

○ 災害状況に即した対応ができるよう区災対区民支援部及び区災対教育部は、関

係機関との緊急連絡体制を確立する。 

（カ）応急仮設住宅となりうる公的住宅等 

○ 各住宅の管理者は、発災後速やかに被害の概況を調査し、必要に応じて応急措

置を講じる。 

 

（２）土砂災害に関する応急対策 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区 
○ 発生状況等を情報収集し都建設局に報告、応急措置の実施、避難対策

の実施 

都建設局 ○ 急傾斜地崩壊防止施設における、応急措置及び応急復旧対策の実施 

都環境局 ○ 保全地域の急傾斜地崩壊防止施設における、応急措置及び応急復旧対策の実施 

 

② 業務手順 

【実施主体】区 

○ 土砂災害の発生状況等の情報収集を行い、都建設局に報告する。 

○ 土砂災害の危険性が高い箇所について、関係機関や区民に周知を図り、応急対策を

行うとともに、災害のおそれがある場合は避難対策を実施する。 

○ 気象庁により土砂災害警戒情報（避難指示発令段階）が発令された場合は、交通管

理者である警察と連携し、土砂災害特別警戒区域内の、区で管理する道路等について

通行規制を行う。 

 

【実施主体】都建設局（第二建設事務所） 

○ 土砂災害による急迫した危険が認められる場合は、区市町村が適切に避難指示等の

判断が行えるよう、情報を提供する。 
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【実施主体】都環境局 

○ 保全地域（都有地）の急傾斜地崩壊防止施設（法面保護工、落石防護柵等）の被害

状況を把握し、施設の応急対策を実施し復旧に努める。 

 

４ 危険物等の応急措置による危険防止 

（１）危険物施設、高圧ガス、毒物・劇物取扱施設等の応急措置 

① 対策内容と役割分担 

ア 石油等危険物施設の応急措置 

機関名 対策内容 

区 ○ 必要に応じ、区民に対する避難の指示等の措置を実施 

東京消防庁・消防

署等 

○ 関係事業所の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者に対し、当

該危険物施設の実態に応じた措置を講じるよう指導 

○ 必要に応じて、応急措置命令等を実施 

事業者等 ○ 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 

 

イ 液化石油ガス消費施設の応急措置 

機関名 対策内容 

区 ○ 必要に応じ、区民に対する避難の指示等の措置を実施 

事業者等 ○ 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 

都環境局 

○ 販売事業者等に対し、災害の拡大防止及び被害の軽減を指示 

○ 被害情報を収集し、関東東北産業保安監督部へ報告 

○ 被害拡大のおそれがある場合は、防災事業所に緊急出動要請 

○ 安全維持等のため必要な場合は、販売事業者等に緊急措置を講じるよう指示 

 

ウ 高圧ガス取扱施設の応急措置 

機関名 対策内容 

区 

○ 必要に応じ、区民に対する避難の指示等の措置を実施 

○ 避難指示等の発令、避難誘導、避難所開設、避難住民保護、情報提供、

関係機関との連携 

東京消防庁・消防

署 

○ 災害の進展等により、住民を避難させる必要がある場合の区市町村へ

の通報 

○ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまのない場合における災害対

策基本法第 50条に掲げる避難指示等及びその後の区市町村への通報 

○ 事故時の広報活動及び警戒区域に対する規制 

○ 災害応急対策の実施 

警視庁・警察署 

○ ガス漏れ等の事故が発生した場合、関係機関との連絡通報 

○ 区市町村長からの要求等により、避難を指示 

○ 避難区域内への車両の交通規制 

○ 避難路の確保及び避難誘導 

事業者等 ○ 危険が想定される場合等は関係機関への通報等、応急措置 
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機関名 対策内容 

都環境局 

○ 事業者に対し、災害の拡大防止及び被害の軽減を指示 

○ 被害情報を収集し、関東東北産業保安監督部へ報告 

○ 被害拡大のおそれがある場合は、防災事業所に緊急出動要請 

○ 安全維持等のため必要な場合は、事業者に緊急措置を命令 

防災事業所 ○ 出動要請を受けて応援出動 

都総務局 ○ 都県市境付近での漏えい事故の際、関係機関への連絡通報 

 

エ 毒物・劇物取扱施設の応急措置 

機関名 対策内容 

区 
○ 避難指示等の発令、避難誘導、避難所開設、避難住民保護、情報収集

及び提供を関係機関と連携して行う 

警視庁・警察署 

○ 毒物・劇物の飛散、漏出等の事故が発生した場合、関係機関との連絡

通報、被害調査、被害拡大防止、警戒区域設定、救出救護活動、交通規

制、避難誘導、被害拡大防止措置等 

○ 区市町村長からの要求等により、避難を指示 

○ 避難区域内への車両の交通規制 

○ 避難路の確保及び避難誘導 

東京消防庁・消防

署 

○ 災害の進展等により、住民を避難させる必要がある場合の区市町村へ

の通報 

○ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまのない場合における災害対

策基本法第 50条に掲げる避難指示等及びその後の区市町村への通報 

○ 事故時の広報活動及び警戒区域に対する規制 

○ 災害応急対策は第２部第５章「応急対応力、広域連携体制の強化」に

より対処 

都下水道局 
○ 下水道への流入事故の際は、排出防止の応急措置を指導 

○ 災害情報の収集、伝達 

事業者等 ○ 危険が想定される場合等は関係機関への通報等、応急措置 

都保健医療局 

区災対医療衛生部 

○ 毒物・劇物取扱事業者に対して、応急措置を指示 

○ 毒物・劇物の飛散等に対し、除毒作業を事業者に指示 

○ 災害情報の収集、伝達 

都教育庁 

区災対教育部 
○ あらかじめ計画した発災時の対策に基づく行動を指導 

 

オ 化学物質関連施設の応急措置 

機関名 対策内容 

区 ○ 必要に応じ、事業者に応急措置を指示 

事業者等 ○ 危険が想定される場合等は、区等関係機関に連絡、応急措置を実施 

都環境局 

○ 化学物質対策 

区市町村と連絡調整、必要に応じて関係機関に情報提供 

○ PCB 対策 

区市町村との連絡調整により、PCB 保管事業者に関する情報収集を行うとともに、

環境省環境再生・資源循環局へ報告 
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カ 放射線等使用施設の応急措置 

放射線同位元素使用者等は、放射性同位元素又は放射線発生装置に関し、放射線障害

が発生するおそれがある場合、又は放射線障害が発生した場合においては、放射性同位

元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和 36年法律第 167 号）に基づいて定め

られた基準に従い、直ちに応急の措置を講じ、原子力規制委員会に報告する。 

原子力規制委員会は、必要があると認めるときは、放射性同位元素使用者等に対し、

放射線障害を防止するために必要な措置を講じることを命ずることができる。 

機関名 対策内容 

区 
○ 関係機関との連絡を密にし、必要に応じ、住民に対する避難の指

示等の措置を実施 

東京消防庁・消防署 

○ 放射性物質の露出、流出による人命危険の排除を図ることを主眼

とし、使用者に必要な措置をとるよう要請 

○ 事故の状況に応じ、必要な措置を実施 

都保健医療局 
○ RI 使用医療施設での被害が発生した場合、RI 管理測定班を編成し、必要な措

置を実施 

 

キ 石綿含有建築物等の応急措置 

機関名 対策内容 

区 

○ 都の協定締結団体等と連携して、石綿飛散防止対策を実施 

○ 住民、作業員、ボランティア等への石綿ばく露防止の注意喚起 

○ 建築物等からの飛散・ばく露防止の応急措置の支援・実施 

建築物所有者等 ○ 建築物等の倒壊・損壊に伴う飛散・ばく露防止の応急措置を実施 

都環境局 

○ 都民、作業員、ボランティア等への石綿ばく露防止の注意喚起 

○ 協定締結団体等と連携して、石綿飛散防止対策を実施 

○ 建築物等からの飛散・ばく露防止の応急措置の支援 

 

② 業務手順及び詳細な取組み内容 

〔一般的な事故報告等の流れ〕 

 

  

国 

東京消防庁 

業界団体 

警視庁 

都所管局 

事業所 区 総合防災部 
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ア 石油等危険物施設の応急措置 

【実施主体】区 

区は、事故時には必要に応じ次の措置を行う。 

（ア）住民に対する避難の指示 （イ）住民の避難誘導 

（ウ）避難所の開設  （エ）避難住民の保護 

（オ）情報提供   （カ）関係機関との連絡 

 

【実施主体】東京消防庁・消防署等 

関係事業所の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者に対して、次に掲げる措

置を当該危険物施設の実態に応じて講じるよう指導する。また、必要があると認める

ときは、法令の定めるところにより応急措置命令等を行う。 

○ 危険物の流出又は爆発等のおそれのある作業及び移送の停止、施設の応急点検と

出火等の防止措置 

○ 混触発火等による火災の防止措置と初期消火活動並びにタンク破損等による流出、

及び異常反応、浸水等による広域拡散の防止と応急対策 

○ 災害状況の把握及び状況に応じた従業員、周辺地域住民に対する人命安全措置及

び防災機関との連携活動 

※ 災害応急対策は、第５章第３節第２「２ 消火・救助・救急活動」により対処す

る。 

 

【実施主体】事業者等 

発災により施設が被害を受けた場合や事故が発生した場合、又は危険が予想される

場合は、速やかに関係機関に連絡するとともに、応急措置を実施する。 

 

イ 液化石油ガス消費施設の応急措置 

【実施主体】区 

区は、事故時には必要に応じ次の措置を行う。 

（ア）住民に対する避難の指示 （イ）住民の避難誘導 

（ウ）避難所の開設  （エ）避難住民の保護 

（オ）情報提供   （カ）関係機関との連絡 

 

【実施主体】事業者等 

○ 発災により施設が被害を受けた場合や事故が発生した場合、又は危険が予想され

る場合は、速やかに関係機関に連絡するとともに、応急措置を実施する。 

  



第３章 安全な都市づくりの実現 

第３節 具体的な取組み／第２ 応急対策 

 119

第
３
章 安

全
な
都
市
づ
く
り
の
実
現 

震
災
編 

第
２
部 

施
策
ご
と
の
具
体
的
計
画 

震
災
編 

第
１
部 

総
則 

震
災
編 

第
３
部 

災
害
復
興
計
画 

震
災
編 

第
４
部 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
防
災
対
策 

ウ 高圧ガス取扱施設の応急措置 

〔高圧ガス震災時応援連絡体制〕 

 
（注）太線は応援出動体制を示す。 
 

○ 高圧ガス漏えい事故が発生し、災害が拡大するおそれがある場合には、東京都高

圧ガス地域防災協議会が指定している防災事業所が応援出動する。 

○ 防災事業所自体が地震の被害を受け出動できない場合は、被害を受けていない地

域の協議会支部が、ガスの種類に応じ、支部単位で応援出動する態勢をとることと

し、応援の要請を受けた支部長は、連絡網を通じて支部の会員をまとめ、応援出動

する。 

○ 高圧ガス貯蔵施設が被害を受け塩素ガス等の有毒ガスが漏えいした場合、気体と

しての特性から、都県境を越えるなど広範囲に被害が拡大するおそれがある。この

ため、都は近接の他県市との間に広域情報連絡体制を定めている。 

○ 関係機関は高圧ガス大規模漏えい等緊急の場合、所定の様式に基づき通報する。 

 

【実施主体】区 

区は、事故時には必要に応じ次の措置を行う。 

（ア）住民に対する避難の指示 （イ）住民の避難誘導 

（ウ）避難所の開設  （エ）避難住民の保護 

（オ）情報提供   （カ）関係機関との連絡 

  

 都 総 務 局 
 総合防災部 
 防災対策課 

 
応援支部長 

 

 
 応援支部会員 
 

 
 警 視 庁 
 （所轄警察署） 
 

関東東北産業 

保安監督部 

 
 災 害 発 生 場 所 
 （ 事 業 所 等 ） 
 

 
 東 京 消 防 庁 
 （所轄消防署） 
 

 
 

経済産業省 

東京都高圧ガス地域防災協議会 
 ・（公社）東京都高圧ガス保安協会 
 ・（一社）東京都ＬＰガス協会   
 ・（一社）東京都ＬＰｶﾞｽｽﾀﾝﾄﾞ協会 

 ・都環境局環境改善部 
   環境保安課 
 ・多摩環境事務所管理課 

 
所属支部長 
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エ 毒物・劇物取扱施設の応急措置 

（機関別対応措置） 

 

 

【実施主体】区 

区は、事故時には必要に応じ次の措置を行う。 

（ア）住民に対する避難の指示 （イ）住民の避難誘導 

（ウ）避難所の開設  （エ）避難住民の保護 

（オ）情報提供   （カ）関係機関との連絡 

 

オ 放射線等使用施設の応急措置 

【実施主体】区 

区は、事故時には必要に応じ次の措置を行う。 

（ア）住民に対する避難の指示 （イ）住民の避難誘導 

（ウ）避難所の開設  （エ）避難住民の保護 

（オ）情報提供   （カ）関係機関との連絡 

 

カ 石綿含有建築物等の応急措置 

【実施主体】区 

〇 住民、作業員、ボランティア等に対し、石綿ばく露防止について注意喚起を行う。 

〇 都の協定締結団体と連携して、倒壊建築物等の石綿露出状況調査及び環境モニタ

リングを実施する。 

〇 建築物所有者等が実施する応急措置の支援を行い、必要に応じて応急措置を実施

する。 
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（２）危険物輸送車両等の応急対策 

① 対策内容と役割分担 

ア 危険物輸送車両等の応急対策 

機関名 対策内容 

区 ○ 必要に応じ、住民に対する避難の指示等の措置を実施 

警視庁・警察署 

○ 事故の状況把握及び都民等に対する広報 

○ 施設管理者等に対し、被害拡大等防止の応急措置を指示 

○ 関係機関と連携を密にし、事故の状況に応じた交通規制、警戒区域の

設定、救助活動等の措置 

東京消防庁・消防

署 

○ 関係機関と密接な情報連絡を行う。 

○ 災害応急対策は第２部第５章「応急対応力、広域連携体制の強化」に

より対処する。 

事業者等 ○ 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 

都環境局 

○ 関係機関との密接な情報連携 

○ 必要な場合、一般高圧ガス等の移動制限又は一時禁止等の緊急措置を命令 

○ 災害拡大のおそれがある場合は、防災事業所に応援出動を要請 

関東東北産業 

保安監督部 

○ 都及び関係機関との密接な情報連絡 

○ 高圧ガス輸送者に対して、必要に応じ、移動制限又は一時禁止等の緊急措置命令 

関東運輸局 ○ 危険物輸送の実態に応じた対策を推進 

JR 貨物 
○ 事故の拡大等防止のため、立入禁止等の措置 

○ 消防、警察等の関係機関への通報 

 

イ 核燃料物質輸送車両等の応急対策 

○ 核燃料物質の輸送中に、万一事故が発生した場合のため、国の関係省庁からなる

放射性物質安全輸送連絡会（昭和58年 11月 10日設置）において安全対策を講じる。 

機関名 対策内容 

区 
○ 関係機関と連絡を密にし、必要に応じ、住民に対する避難の指示等

の措置を実施 

警視庁・警察署 

○ 事故の状況把握及び都民等に対する広報 

○ 施設管理者等に対し、被害拡大等防止の応急措置を指示 

○ 関係機関と連携を密にし、事故の状況に応じた交通規制、警戒区域

の設定、救助活動等必要な措置 

東京消防庁・消防署 

○ 事故の通報を受けた旨を都総務局に通報 

○ 事故の状況に応じ、火災の消火、延焼の防止、警戒区域の設定、救

助、救急等に関する必要な措置を実施 

事業者等 
○ 関係機関への通報等、応急の措置を実施 

○ 警察官等の到着後は、情報を提供し、指示に従い適切な措置を実施 

関係省庁 
○ 放射性物質輸送事故対策会議の開催 

○ 派遣係官及び専門家の対応 

都総務局 
○ 事故の通報を受け、直ちに関係機関に連絡 

○ 国への専門家の派遣要請や住民の避難等の措置 
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② 詳細な取組み内容 

ア 危険物輸送車両の応急対策 

【実施主体】区 

区は、事故時には必要に応じ次の措置を行う。 

（ア）住民に対する避難の指示 （イ）住民の避難誘導 

（ウ）避難所の開設  （エ）避難住民の保護 

（オ）情報提供   （カ）関係機関との連絡 

 

イ 核燃料物質輸送車両等の応急対策 

 

 

【実施主体】区 

区は、事故時には必要に応じ次の措置を行う。 

（ア）住民に対する避難の指示 （イ）住民の避難誘導 

（ウ）避難所の開設  （エ）避難住民の保護 

（オ）情報提供   （カ）関係機関との連絡 

  

（
輸
送
事
業
者
・
事
業
者
・
現
場
責
任
者
） 

事 
 
 

業 
 
 

者 
 
 

等 

都道府県警本部 最寄りの警察機関 

最寄りの消防機関 
都道府県 

消防防災主管部局 

最寄りの海上保安部署 管区海上保安本部 

放射性物質輸送 

事故対策会議 

原子力規制委員会 

厚生労働省 

総 務 省 

警 察 庁 

総務省消防庁 

海上保安庁 

環 境 省 

国土交通省 
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（３）危険動物の逸走時対策 

① 対策内容と役割分担 

区民が飼養している特定動物等（特定動物及びその他人に危害を加えるおそれのある危

険動物）の逸走の通報があった場合は、関係各局の協力の下、動物の保護、収容場所の確

保、飼い主情報の収集等を行う。 

機関名 対策内容 

区 

○ 事故時には必要に応じ、次の措置を実施 

•  区民に対する避難の指示 

•  区民の避難誘導 

•  避難所の開設、避難住民の保護 

•  情報提供、関係機関との連絡 

警視庁・警察署 ○ 情報の受理及び伝達並びに必要な措置（警察官職務執行法） 

東京消防庁・消

防署 
○ 情報の受理及び伝達並びに被災者の救助及び搬送 

都総務局 ○ 情報収集並びに国及び他府県等との連絡調整等の運営管理 

都保健医療局 ○ 情報収集、特定動物等の捕獲等に関する措置及び関連局（庁）との連絡調整 

都産業労働局 ○ 産業動物の飼い主に対する逸走した家畜の捕獲等を指導 
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第３ 復旧対策 

１ 公共の安全確保、施設の本来機能の回復 

（１）河川施設等の復旧 

河川管理施設については、氾濫水による被害の拡大を防止するために、速やかに施設の復

旧に努める。 

 

（２）社会公共施設等の復旧 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

区各部 

各施設管理者 
施設の被害状況を調査し、復旧を実施 

 

② 詳細な取組み内容 

都は、被災施設の復旧に当たり、原状復旧を基本にしつつも、再度の災害防止等の観点

から、可能な限り改良復旧を行うことが望ましい。 

ア 学校施設 

区立学校施設が甚大な被害を受け、教育活動ができないと判断した場合に、区災対教

育部は、学校長及び都教育委員会と協力し、応急教育計画等を作成する。児童・生徒の

不安を解消するため、教育活動に中断がないように努める。 

イ 文化財施設 

被災した文化財等の廃棄、散逸を防止するため、被害状況と文化財等の重要度に応じ

て、都教育委員会、区災対教育部及び文化財管理者等において修復等について協議を行

う。 

ウ 区立文化施設・社会教育施設 

区災対区民支援部及び区災対教育部は、区立文化施設・社会教育施設について、災害

後被害状況を調査し、被害状況によっては、施設ごとに再開等の計画を立てる。 

当面の応急措置が終了し、社会一般が安定し日常生活が平常に戻れば、復旧計画を立

て、本格的な復旧を行う。 

 

（３）二次的な土砂災害防止対策 

① 対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

都、区 土砂災害防止対策の実施 

 

② 詳細な取組み内容 

都及び区は、地震による地盤の緩みにより、土砂災害の危険性が高まっている箇所につ

いて、二次災害防止の観点から、可能な限り土砂災害防止対策を行う。 
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第４章 安全な交通ネットワーク及びライフライン等の確保 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 

安全な交通ネットワーク及び 

ライフライン等の確保 
 

 

 

 

 

本章における対策の基本的考え方 

○ 発災後の交通ネットワークとライフライン等の確保による都市機能の維持 

道路、鉄道といった交通関連施設は、都市の活動を支える基盤として重要な役割を担っ

ており、人命救助や消火活動、物資輸送等を円滑に行い、区民の生命を守るため、発災時

においてもその機能を確保する必要がある。 

また、発災後の区民の暮らしを支え、都市機能を維持するためには、上下水道をはじめ

とした各種ライフラインの機能を確保するとともに、こうした施設を機能させるためのエ

ネルギー（電力・ガス等）の確保が不可欠である。 

本章では、区民生活や都市機能を支える交通ネットワークやライフライン等の対策を示

す。 
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第４章 安全な交通ネットワーク及びライフライン等の確保

○ 首都圏三環状道路の早期整備

○ 幹線道路ネットワークのミッシングリンクの存在や、
発災時の沿道建築物の倒壊による道路閉塞の

○ 「せたがや道づくりプラン」に基づき、防災対策に
繋がる道路整備を計画的かつ効率的に

○ 水道の耐震化における、停止
うことができない施設や管

○ 下水道の機能確保のための耐震化

○ 事業者による耐震設計基準に基づいた施設

○ 防災上重要な建築物やライフライン施設等の発災後
における機能維持に向けた自立電源の確保

○幹線道路ネットワークの整備、鉄道施設・緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化、輸送・避難ルートの確保や消火活動等の

○管路の耐震継手化…首都中枢・救急医療機関等、中学校及び一日当たりの乗車人数20万人超の
の主要な駅：令和４年度までに100％、高等学校・大学・公民館等：令和７年度までに100

○避難所などの施設から排水を受け入れる下水道管の耐震化 ○電気・ガス・通信の事

第２節

第４節 到達目標

第５節 具体的な取組

地震前の行動（予防対策） 地震直後の行動（応急対策）

道路・橋梁の安全確保、緊急通行車両等の確認

鉄道施設の耐震化促進、早期復旧対策

水道施設の耐震化・耐震継手管への取替えの推進

交通規制、緊急通行車両等の確認
収集、緊急道路障害物除去等

水道、下水道施設の情報収集及び連絡、点検、
査等

○ 交通関連施設の安全確保

○ ライフライン等の確保

○ 交通ネットワークの機能確保

○ 発災時のライフライン機能の確保

○ 首都圏三環状道路整備率82％（平成31年3月）

○ 水道管路の耐震継手率44％（平成31年3月）、ダクタ
イル鋳鉄管への取替えをほぼ完了（平成22年3月）

○ 下水道マンホールの浮上抑制対策について緊急輸送
道路など約500kmの対策を完了（平成23年3月）し、
更に、避難所などと緊急輸送道路を結ぶ道路に対象
を拡大し、対策を推進

○ 避難所などから排水を受け入れる下水道管とマン
ホールの接続部分の耐震化を完了（平成26年3月）し、
更に、帰宅困難者が滞留するターミナル駅などに対
象を拡大し、対策を推進

第１節 現在の到達状況

河川施設等の設備等の整備

施設の耐震化・マンホール浮上抑制対策の推進

電源多重化の整備、ライフラインの復旧拠点の確
保

鉄道の運転規制、浸水事故発生対応等

河川関係障害物除去

電気・ガス・通信等の情報収集、点検、危険予防
措置、資器材等の調達、広報活動

最終版で修正 
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安全な交通ネットワーク及びライフライン等の確保

の早期整備

幹線道路ネットワークのミッシングリンクの存在や、
発災時の沿道建築物の倒壊による道路閉塞の発生

たがや道づくりプラン」に基づき、防災対策に
繋がる道路整備を計画的かつ効率的に進める必要

停止して耐震化の工事を行
うことができない施設や管路の存在

耐震化・浮上抑制対策の必要

設計基準に基づいた施設整備等の必要

防災上重要な建築物やライフライン施設等の発災後
における機能維持に向けた自立電源の確保

○ 道路ネットワークの整備、道路・橋りょう等の安全確保や
新たな交通規制の実施、鉄道事業者に対する支援を進め鉄
道駅や駅間施設などの耐震性向上、鉄道の安全確保と早期
復旧のためのソフト・ハード両面の対策等

○ 「橋梁長寿命化修繕計画」に基づく橋りょうの修繕
及び架替、「せたがや道づくりプラン」に基づく、
計画的かつ効率的な道路整備

○ 土木施設の被災状況の把握とその対応に関する訓練

○ 水道・下水道施設等の耐震化、バックアップ機能の
確保、早期復旧に向けた仕組みづくり等

○ 自立・分散型電源の導入促進

・避難ルートの確保や消火活動等の機能確保 ○環状７号線：令和６年度までに無電柱化

万人超の駅：令和元年度までに100％、小学校及び一日当たりの乗車人数10万人超20万人以下
100％

事業者による耐震化等の取組を継続

第２節 課題 第３節 対策の方向性

地震後の行動（復旧対策） 発災後１週間目途

具体的な取組

地震直後の行動（応急対策） 発災後72時間以内

通行車両等の確認、道路･橋りょうの情報
収集、緊急道路障害物除去等

の情報収集及び連絡、点検、調

交通ネットワークの機能確保

発災時のライフライン機能の確保

鉄道の運転規制、浸水事故発生対応等

の情報収集、点検、危険予防
措置、資器材等の調達、広報活動等

○ 緊急輸送路等の機能確保と被害拡大防止

○ ライフライン機能の早期復旧

道路の障害物除去・搬出、応急復旧等

鉄道施設の被害状況に応じた復旧

河川及び内水排除施設等の応急復旧、緊急工事等

上下水道施設及び管路、給水装置、水再生セン
ター・ポンプ所、工事現場等の復旧

二次災害防止等の観点から復旧

最終版で修正 
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第４章 安全な交通ネットワーク及びライフライン等の確保 

 

第１節 現在の到達状況と課題 

１ 交通関連施設の安全確保 

都は緊急輸送道路のうち、特に沿道建築物の耐震化を図るべき道路を特定緊急輸送道路とし

て告示（平成 23年６月指定、令和５年３月指定変更）するとともに、首都圏三環状道路をはじ

めとする道路整備や連続立体交差事業など道路ネットワークの構築を推進している。 

また、緊急輸送道路等の橋梁の耐震化や橋梁の長寿命化対策を進めるとともに、港湾、鉄道

施設の耐震化を推進している。 

○ 首都圏三環状道路整備率 約 82％（令和４年８月） 

○ 連続立体交差事業の推進により、事業完了箇所・事業中箇所を含め、都施行 455 箇所、

区施行２箇所の計 457 箇所の踏切を除却（令和４年３月） 

 

区内の橋梁及び道路の整備状況は次のようになっている。 

（１）橋梁の整備の現状 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

①橋梁修繕 ４橋 

②架替え   ０橋 

①橋梁修繕 ６橋 

②架替え   ０橋 

①橋梁修繕   ３橋 

②架替え（新設）０橋 

（２）道路整備の現状 

世田谷区の道路率や都市計画道路の完成率などの指標は、いずれも 23 区の中で下位に

位置しており、未だに区内の道路整備の状況は低い水準にある。 

○ 都市計画道路の整備率 50.8％ 23 区中 21 位 

○ 道路率 14.3％ 23 区中 19 位 

○ 区道総延長約 1,100km 中、64.8％は幅員 6m 未満 

○ 主要延焼遮断帯に指定された都市計画道路の整備率 50.6％ 

○ 一般延焼遮断帯に指定された都市計画道路の整備率 29.4％ 

（上記数値は、世田谷区道路整備白書（令和６年４月）による） 

（３）鉄道の耐震補強の現状 

区内各鉄道事業者の鉄道施設については、これまで、阪神･淡路大震災と同規模の地震

にも耐えられるよう、国の基準に基づく耐震補強工事を完了している。 

【課題】 

幹線道路ネットワークについて、外環道や区部放射･環状道路、多摩東西及び南北道路等で未

整備区間が生じているため、被災時の代理機能が確保できていない。また、緊急輸送道路の沿

道建築物の倒壊により、道路が閉塞する可能性がある。 

鉄道施設の対策は、鉄道耐震に係る省令等に基づき耐震対策を促進していく必要がある。 
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２ ライフライン等の確保 

都では、水道管路の耐震継手化、下水道管とマンホールの接続部の耐震化やマンホールの浮

上抑制対策、水再生センター・ポンプ所等の耐震化を実施している。また、電気、ガス、通信に

ついては、各事業者において、送電線のネットワーク化、地震計や安全装置付ガスメーターの

設置、電気通信設備等の防災設計といった取組みが進められている。 

○ 水道管路の耐震継手率 50％（令和５年３月） 

○ 重要施設への供給ルートの耐震継手化は概成（令和５年３月） 

○ 避難所や災害復旧拠点などの下水道機能を確保するため、これらの施設から排水を受け

入れる下水道管とマンホールの接続部の耐震化などについて 5,000 箇所を完了（令和６年

３月）し、さらに、一時滞在施設や災害拠点連携病院などに対象を拡大し、対策を推進 

○ 緊急輸送道路などの交通機能を確保するため、1,377 ㎞についてマンホールの浮上抑制

対策を完了（令和６年３月）し、さらに、無電柱化している道路や区が指定している緊急

道路障害物除去路線などに対象を拡大し、対策を推進 

○ 地区内残留地区において下水道機能と交通機能を確保するため、下水道管とマンホール

の接続部の耐震化及びマンホールの浮上抑制対策を面的に実施し、8,318ha を完了（令和６

年３月） 

○ 水再生センター・ポンプ所等において、最低限の下水道機能（揚水、沈殿及び消毒機能）

を１系統で確保する耐震対策が令和元年度末に完了。現在は、最低限の下水道機能に加え、

水処理施設の流入きょ、導水きょなどを対象とするほか、汚泥処理関連施設についても対

象とし、震災時に必要な下水道機能をすべての系統で確保する耐震化を推進 

【課題】 

水道は、一部はバックアップ機能が十分でないため、断水して耐震化の工事を行うことがで

きない施設や管路が存在している。 

下水道は、震災時でも機能を確保するため、耐震化やマンホールの浮上抑制対策の取組みを

さらに強化する必要がある。 

電気、ガス、通信については、これまでも耐震設計基準に基づいた施設整備等が進められて

いるが、引き続き、こうした事業者による取組みを着実に進める必要がある。 
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第２節 対策の方向性 

１ 交通関連施設の安全確保 

道路や鉄道といった交通関連施設は、都市の活動を支える基盤として重要な役割を担ってい

る。こうした施設が損壊等の物理的被害を受けたり、交通渋滞、車両火災などにより機能不全

に陥ると、人命救助や消火活動、物資輸送等の円滑な実施が困難になるおそれがある。 

区民の生命を守る交通関連施設の安全確保に向けて、道路ネットワークの整備、緊急輸送道

路の沿道建築物の耐震化、震災時の輸送・避難ルートの確保や消火活動等の機能の確保、道路・

橋梁等の安全確保や新たな交通規制を実施する。また、鉄道の安全確保と早期復旧に向けた対

応等を図り、ソフト・ハード両面の対策を進め、発災後においても交通・物流機能を維持する。 

橋梁は、令和３年６月に改定した「世田谷区橋 梁
きょうりょう

長寿命化修繕計画」に基づく修繕及び架替

を実施していくとともに、必要に応じて耐震対策を行う。 

道路は、「せたがや道づくりプラン」に基づき、計画的かつ効率的な道路整備（都市計画道路、

主要生活道路、地先道路）を推進する。また、東京外かく環状道路の整備に関して調整する。 

また、土木施設の被災状況の把握とその対応について、職員行動マニュアルによる訓練を実

施し、問題点を洗い出すとともに、必要な対策を実施していく。 

 

２ ライフライン等の確保 

震災時における水道施設の被害を最小限にとどめ、区民への給水を可能な限り確保するため、

都水道局は浄水場や給水所等の耐震化を推進するとともに、管路については、より効果的に地

域全体の断水被害を軽減するため、都の被害想定で震災時の断水率が高いと想定される地域の

耐震継手化を重点的に進め、令和 10 年度までに解消する。 

都下水道局は、下水道施設の耐震化を推進するとともに、震災時のトイレ機能を確保するた

め、指定避難所などの施設から排水を受け入れる下水道管の耐震化を平成 25年度までに完了し

た。更に、帰宅困難者が滞留するターミナル駅や国、都、区の庁舎などの災害復旧の拠点とな

る施設等に対象を拡大して耐震化を進める。 

電気、ガス、通信については、事業者による耐震化等の取組みを継続する。 

これらの取組みにより、ライフライン機能を維持・早期復旧するバックアップ体制を確保す

る。 
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第３節 具体的な取組み 

第１ 予防対策 

１ 道路・橋梁 

（１）対策内容と役割分担 

① 道路・橋梁の安全確保等 

機関名 対策内容 

区 ◎災対土木部 ○ せたがや道づくりプラン等に基づく計画的な整備を推進 

警視庁・警察署 
○ 震災時の交通情報収集方策の検討 

○ ITS を活用した震災時の交通情報発信の検討 

都建設局 

○ 外環など首都圏三環状道路の整備を促進するとともに、連続立体交

差事業等、道路整備を推進 

○ 骨格幹線道路をはじめとした第四次事業化計画優先整備路線に位

置付けられた都市計画道路の整備を推進 

○ 東京都緊急輸送道路ネットワーク計画の見直しを実施 

○ 情報収集用資器材や、障害物除去用資器材を確保 

○ 緊急道路障害物除去路線の見直し 

○ 分かりやすい標識整備等 

関東地方整備局東京

国道事務所 

○ 緊急輸送道路等の橋梁について、必要な耐震化を推進 

○ 首都近隣区域において防災資器材備蓄基地を計画的に整備 

○ 首都圏三環状道路（外環、圏央道）等の高速道路網を早期に完成 

首都高速道路 

東日本高速道路 

中日本高速道路 

○ 緊急輸送路として速やかに機能を回復するための地震防止対策を

推進 

東日本高速道路 

中日本高速道路 
○ 首都圏三環状道路（外環、圏央道）等の高速道路網を早期に完成 

都都市整備局 
○ 緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化を推進 

○ 面的な無電柱化を推進するため、区市町村や民間の取組を支援 

 

② 緊急通行車両等の確認 

機関名 対策内容 

区 
◎災対物資管理部 ○ 緊急通行車両等の確認申出 

災対地域本部 ○ 緊急通行車両等の確認申出 

警視庁・警察署 ○ 緊急通行車両等の確認 

東京消防庁・消防署 ○ 緊急通行車両（所管関係車両）等の確認 

都各局 ○ 緊急通行車両（所管関係車両）等の確認 

  



第４章 安全な交通ネットワーク及びライフライン等の確保 

第３節 具体的な取組み／第１ 予防対策 

132 

第
４
章 安

全
な
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
及
び

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
等
の
確
保 

震
災
編 

第
２
部 

施
策
ご
と
の
具
体
的
計
画 

震
災
編 

第
１
部 

総
則 

震
災
編 

第
３
部 

災
害
復
興
計
画 

震
災
編 

第
４
部 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
防
災
対
策 

（２）詳細な取組み内容 

① 道路・橋梁の安全確保等 

【実施主体】区災対土木部 

【道路の整備】 

区は、道路の新設・拡幅整備に関する総合的な方針である「道路整備方針」及び「地先

道路整備方針」を、その上位方針である「都市整備方針」の改定及び区政の総合計画で

ある「基本構想・基本計画」の策定に合わせて全面的に改定、統合し、平成 26年３月に

「せたがや道づくりプラン」として策定し、計画的な道づくりを進めている。 

【主要な生活道路の整備】 

ア 地区幹線道路 

幹線道路と併せて延焼遮断帯の形成や緊急輸送等、震災時に大きな役割を担ってい

る道路であるが、幹線道路が 86.2%完成しているのに対して、地区幹線道路は、完成率

が 37.1%という状況である。 

今後も、東京都と特別区及び 26 市２町が協働で策定した「東京における都市計画道

路の整備方針」及び「せたがや道づくりプラン」に基づき、計画的に事業を進めてい

く。 

イ 主要生活道路 

「せたがや道づくりプラン」に基づき、計画的な整備を進めていくが、事業手法に

ついては、多様な手法を検討し、効率的かつ効果的な事業の執行を図る。 

【地先道路の整備】 

災害時における円滑な避難や消防活動困難地区の解消などを図るため、「せたがや道づ

くりプラン」及び「地先道路整備計画」に基づき、計画的な地先道路の整備を進める。 

【無電柱化の推進】 

電線の地中化は、災害時に電柱倒壊による道路閉塞を防ぎ防災活動の円滑化を図ると

ともに電線類の被災を軽減し、電気や電話などのライフラインの安定供給に資する事業

である。また、歩道内の電柱をなくすことで、歩行者はもちろん、ベビーカーや車いす

利用者など誰もが安全で円滑に避難できる歩行空間として活用が図られ、美しい街並み

景観の創出にもつながる。このため、区では無電柱化推進計画に基づき、電線共同溝整

備による無電柱化を推進する。 

【道路と鉄道の連続立体交差】 

連続立体交差事業は、都市交通の円滑化をはじめ、交通渋滞・踏切事故の解消、地域

の一体化による都市の再生・活性化、高架下空間や鉄道地上部の有効利用など、様々な

効果がある。また、本事業に併せて駅前広場や道路等が整備され、市街地の防災機能が

強化されるなど、災害に強いまちづくりに貢献することから事業を促進する。 

【橋梁の整備】 

ア 計画目標 

災害時における避難、救援、消防活動などに支障をきたさないように、橋梁の震災

予防対策として、老朽橋の架替、耐震補強、狭あい橋の拡幅などを行う。整備にあた

っては、世田谷区緊急時障害物除去路線上など緊急度の高い橋梁（跨線橋、跨道橋等）
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を優先的に実施する。 

イ 経過 

平成 24 年３月に、区が管理する道路橋梁 159 橋のうち、修繕計画策定に必要な点検

が完了していた 124 橋を対象に「世田谷区橋梁長寿命化修繕計画」を策定した。また、

平成 25 年３月には、残る 35橋についても点検が完了したため、平成 26 年３月に 159

橋を対象とした修繕計画として改定した。さらに、令和３年６月に２回目の計画改定

を行った。 

 

【実施主体】首都高速道路 

兵庫県南部地震規模の地震を想定した地震防災対策として橋脚耐震補強、長大橋耐震

補強を平成８年度以降継続して推進しており、落橋・倒壊等の致命的な損傷を防ぐ対策

を平成 24年度に完了している。現在は、被災後に損傷が限定的なものに留まり、緊急輸

送路として速やかに機能を回復するための地震防災対策を順次実施している。そのほか、

お客さま等の安全対策など、地震防災対策のより一層の向上充実を図る。 

 

【実施主体】関東地方整備局東京国道事務所、東日本高速道路、中日本高速道路 

【東京外かく環状道路の整備】 

震災時には、交通ネットワークを活かした救援物資・資器材の輸送路、大型重機の移

送路として、大きな役割が期待されている。東名高速道路と中央自動車道の２箇所のジ

ャンクション建設にあたっては、延焼遮断や避難空間などの防災性に配慮した配置・構

造となるよう、事業者である国や各有料道路事業者に要望していく。また、予定路線の

位置づけとなっている東名以南の区間についても、災害時における広域的な交通ネット

ワークの強化のため、計画の早期具体化が図られるよう、国や都に要望していく。 

 

【実施主体】都各局、関東地方整備局東京国道事務所 

【共同溝の整備】 

共同溝は、地下埋設物の破壊防止に有効で、道路の陥没など大きな被害を避ける効果

もあり、事業の促進や適切な維持を図る。 

〔共同溝への対応〕 

機関名 共同溝に関する現況及び整備計画 

東京消防

庁・消防署 

○ 一定規模以上のとう道・共同溝及び道路トンネル等については、火

災予防条例で消防活動上必要な事項について届出を義務付け、情報

を把握 

○ 非常用施設の設置、出火防止に関すること等について、届出に添付

を求める。 

関東地方整

備局東京国

道事務所 

○ 地震に対する安全性向上を図るため、幹線のライフラインを収容

する共同溝整備を推進 

都建設局 ○ 経年変化により安全性が低下した共同溝については、適切に補修 
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機関名 共同溝に関する現況及び整備計画 

○ 大規模な埋設物工事などが発生する箇所については、他の施設の

整備計画を踏まえ、共同溝整備を検討・調整 

 

② 緊急通行車両等の申請・確認 

【実施主体】区災対物資管理部、区災対地域本部 

○ 区は、災害発生時等において緊急通行車両の事務の効率化等を図るため、事前に緊

急通行車両等として使用される車両を申請する。 

＊緊急通行車両実施要領（警視庁）〔資料編資料第●・P●●〕 

 

【実施主体】各機関 

○ 各機関は、震災時に緊急通行車両等としての使用を予定している車両について、緊

急輸送業務等の実施の責任者から申請書の提出を受けた場合には、事前に審査を行う。 

○ 緊急通行車両等に該当すると認められるものについては、標章と緊急通行車両確認

証明書を申請者に交付する。 

 

２ 鉄道施設 

（１）対策内容と役割分担 

機関名 対策内容 

各鉄道事業者 

・京王電鉄 

・小田急電鉄 

・東急電鉄 

○ 内部での情報連絡のほか、運行再開に当たって、国や各鉄道事

業者等と再開時刻等必要な調整をするための通信手段を確保 

○ 気象庁から配信される「緊急地震速報」を活用し、大きな揺れ

が到達する前に列車無線で乗務員に通報し、列車を停止 

○ エレベーターの安全対策の推進 

東京消防庁・消防

署 

○ 東京都震災対策条例第 10 条及び第 11 条に基づく事業所防災

計画の作成を指導 

 

（２）詳細な取組み内容 

【実施主体】各鉄道事業者 

○ 国土交通省が開催する「大規模地震発生時における首都圏鉄道の運転再開の在り方に

関する協議会」の検討成果等を踏まえ、早期の運行再開を図るため、国や各鉄道事業者

と再開時刻等を調整するための通信手段を確保している。 

 

【実施主体】京王電鉄 

① 計画目標 

都市計画事業と併せて、線路の高架化と駅舎及び諸施設の改良、新設を推進し交通施

設の整備強化を図り、安全輸送の確保に努める。 

② 事業計画 

ア 駅舎 

（ア）２年に１回の定期検査により点検を実施する。 
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（イ）建物の位置構造については、建築基準法その他の関係法令に基づき耐震性の安全

を確保する。 

イ 高架橋・盛土部分 

国土交通省通達及びその他技術基準に基づき、耐震性を検証し、「災害時の復旧困難

性」なども考慮して、順次補強工事を実施する。 

 

【実施主体】小田急電鉄 

①  計画目標 

輸送の安全確保の取組みとして、高架橋、橋梁、トンネル等の構造物については、耐

震基準等に基づき、適切な耐震性能を維持する。 

②  事業計画 

各施設を定期的に点検し、必要により補修や改良等を実施して安全性を維持する。 

 

【実施主体】東急電鉄 

① 計画目標 

輸送の安全確保のための取組みとして、各施設の耐震性の検討及び補強工事等を推進

する。 

② 事業計画 

ア 駅施設等 

国土交通省通達及び建築基準法その他関係法令に基づき、耐震性を検証し、順次補

強工事を実施する。 

イ 高架橋・橋梁・トンネル等 

国土交通省通達及びその他技術基準に基づき、耐震性を検証し、「災害時の復旧困難

性」なども考慮して、順次補強工事を実施する。 

 

【実施主体】東京消防庁・消防署 

震災時の安全性の確保のため、東京都震災対策条例第 10 条及び第 11 条に基づき、事業

所防災計画の作成を指導する。 

  
















































